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令和２年度 第５回真庭市総合計画審議会 会議次第 

 

日 時：令和２年１１月５日（木） 

          １８時３０分～ 

場 所：市役所本庁舎２階会議室 

 

１ 開  会 

 

２ 会長挨拶 

    

３ 議  題 

①【報告】前回のご指摘を踏まえた考え方・方向性 等（資料１） 

②パブリックコメントの結果（資料２） 

③総合計画審議会からの答申について（資料３、４） 

 

４ その他 

 

５ 副会長挨拶 

 

６ 閉 会 

 

 

 

 

【資料】 

資料１：第４回総合計画審議会での委員からのご指摘を踏まえた考え方・方向性 

資料２：パブリックコメントの意見と市の考え方について 

資料３：第２次真庭市総合計画の改訂等について（答申）（案） 

資料４：第２次真庭市総合計画の改訂等の答申にかかる附帯意見について（案） 

資料５：第２次真庭市総合計画改訂（案） 

資料６：第２期真庭市まち・ひと・しごと創生総合戦略（案） 



番号 分野 代表者氏名 ふりがな 性別 団体名 備考

1 農業 岡田　茂樹 おかだ　しげき 男 ＪＡ晴れの国岡山 欠

2 バイオマス 大月　隆行 おおつき　たかゆき 男 真庭バイオマス産業杜市推進協議会

3 林業 鳥越　康生 とりごえ　やすお 男 真庭森林組合 欠

4 商工業 山下　豊 やました　ゆたか 男 真庭商工会

5 観光 佐山　修一 さやま　しゅういち 男 （一社）真庭観光局

6 都市計画 矢谷　光生 やだに　てるお 男 真庭市都市計画審議会

7 医療 池田　文昭 いけだ　ふみあき 男 真庭市医師会

8 福祉 三船　昌行 みふね　まさゆき 男 真庭市民生委員児童委員協議会

9 福祉 松浦　躬行 まつうら　みゆき 男 真庭市社会福祉協議会

10 保健 杉本　喜美恵 すぎもと　きみえ 女 真庭市愛育委員会

11 教育・子育て 大橋  彰人 おおはし　あきひと 男 真庭市ＰＴＡ連合会 欠

12 教育 西本　憲弘 にしもと　のりひろ 男 真庭市中学校校長会

13 文化 福島　啓介 ふくしま　けいすけ 男 (公財)真庭エスパス文化振興財団

14 若者 金定　延昌 かねさだ　のぶまさ 男 （一社）真庭青年会議所 欠

15 防災 小松　美行 こまつ　みゆき 男 自主防災組織連絡協議会 欠

16 加戸　義和 かど　よしかず 男 北房まちづくり株式会社

17 加納　容子 かのう　ようこ 女 ＮＰＯ法人　勝山町並み委員会

18 大美　康雄 おおみ　やすお 男 真庭なりわい塾 欠

1 有元　均 ありもと　ひとし 男 総合政策部長

2 樋口　竜悟 ひぐち　りゅうご 男 総合政策課長

3 有富　基高 ありとみ　もとたか 男 総合政策課　主幹

4 富永　翼 とみなが　つばさ 男 総合政策課　主査

5 難波　吉伸 なんば　よしのぶ 男 総合政策課　上級主事

6 田島　吉章 たしま　よしあき 男 総合政策課　上級主事

真庭市総合計画審議会委員名簿

事務局

まちづくり



資料１

第４回総合計画審議会での委員からのご指摘を踏まえた考え方・方向性

ご指摘 考え方・方向性

1
真庭高校の一本化の話は、都市計画等関係があると考えられる。情報があれば共有して

ほしい。

岡山県は落合校地に一本化していきたいとのことであり、反対していくことは困難であるので、本市も

この意向に従い協力体制をつくっていきたい。逆にチャンスと捉えて、教育環境の充実、地域との連

携強化などについて、県教育委員会、県知事には別途要望書を提出しています。

【別紙要望書（抜粋）のとおり】

2 中心市街地とは具体的どこを指すのか。久世だけであるのか。

中心市街地とは現状の都市機能の集積などを考えて市役所周辺地域である久世地区を考えてい

る。日常生活を支障なく遅れる地域を地域拠点、高度な都市機能を有する地域を中心市街地と

呼び、中心市街地から道路網で各地域拠点を結ぶネットワーク型の都市づくりが効率良く一番合

理的な判断だと考えています。

3

真庭市の事をもっと知ってもらう機会をつくってもらいたい。5年前も高校生が同じことをいっ

たが今の高校生も同じ意見である。市民の中でもそういった思いを持ち様々な取組を行っ

ているので、そういうことも連携してPRしてほしい。

真庭を愛する心を育もうという事業があり、子供・若者に真庭のすばらしさを知ってもらうための活動

をするための支援事業がある。今、市役所で把握していないものも多くあると思うのでそういうのもしっ

かりと把握し、連携できるようにする仕組みづくりを行っていきたい。

4

若い女性をターゲットにした人口減少対策は第１期に比べて第２期計画では重点化され

てて良い。若い女性が結婚の夢・出産の夢をかなえるまちにしたい。この5年間で具体的に

どのような取り組みができるのか、色々と検討していきたい。

真庭を元気にする活動支援事業というものは直接婚活・お見合い的な表現はおさえているが、団

体や企業も含めた若者交流イベント・婚活イベントを応援していくための事業でもあり、このような事

業を活用するなどして、結婚の夢、出産の夢をかなえられるまちにしていきたい。

5
子供と大人が一緒に勉強していくのもいい。検定をし、級数が上の人が尊敬されるなんての

もいいのではないか。加古川検定の例など参考になると思う。

以前に小学生を対象とした「まにわっこ検定」（平成19年作成）があったが、今は活用されていま

せんでした。新たに何かを作るだけではなく、このような既存のものも活用して郷育の推進をしていき

たい。

6
行政もそうだが、HPにあげたら知ってもらえたというのは間違い。どう発信していくのかが大

切。

伝えたい人の心に届くことが重要だと思っています。真庭市の発信を市役所だけではなく、様々な関

係者と連携して実施していく体制をつくっていきたいと思っています。



7
赤ちゃんを産みたくても出来ない人もいる。不妊治療の助成金を創設するという報道もある

がそのような制度も人口を増やす支援になるのではないか。

現在は、国の助成では対象外となる方には、市として独自に不妊治療支援事業として不妊治療の

助成を行っています。2019年度は、49件の申請があがった。引き続き、国の制度を踏まえ、必要

な助成を検討していきたい。

8
今度、勝高で出前講座を行う機会をもらった。直接出向いて積極的に伝えることが本当に

必要なことだと思うので、自分で出来ることを実践していく。

市役所でも、職員自らSDGｓやバイオマスの取組を伝える出前講座を実施している。引き続き、高

校と調整を行って、直接伝える機会を作っていきたい。

9
勝山かるたというのが昔あり、それを保存されている方がいた。今度図書館でカルタをみんな

で楽しんでみる。カルタは幼少の時から地域のいいところを刷り込むことができる。

10

社会教育委員会で真庭民話の会にも協力していただいて真庭かるたを製作中。地域や

内容が偏らないように検討してきたつもり。今年度中に中央図書館でオープニングセレモ

ニーをしたい。学校等にはデータで送付して印刷して使ってもらいたい。

11

山陽新聞の滴一滴に高校が人口流出装置になっているという記事があった。真庭の高校

は県立高校で市の管轄ではないということは承知であるが、高校生に真庭に目を向けても

らえるような取組を市も主導的にやっていただきたい。

真庭高校の校地統合が行われようとする中で、この機会を逆にチャンスと捉えて、教育環境の充

実、地域との連携強化などについて、県と連携して検討していきたいと考えています。

12
熱意のある高校生も増えてきている。巻き込みの仕組みづくりが大切。行政も連携連動し

てつながりづくりを是非やっていただきたい。

市長部局、教育委員会部局の部局間もしっかりと連携、情報共有を行い、高校生とのつながりづく

りを推進していきたいと考えています。

真庭市民が真庭のことを知らないという話を聞くことがある。子ども達も教えてほしいと思っている。そ

のため、郷育にも力を入れているが、浸透させることは難しい。群馬県のカルタは、県民だれもが知っ

ているほど浸透している。この手法は有効だと思うので、ぜひ、真庭ふるさとかるたを活用させていただ

き、真庭のことを知るきっかけにしたもらいたい。



13

女性の割合が35％を目指すということであるが、市役所の女性の割合はどうなっているの

か。正直いって、中小企業で高学歴を雇うということは厳しい状況である。市役所が受け皿

になってほしい。

市役所の正規職員の女性の割合は、一般職員のみで28％、保育士など専門職も含めると49％

となっており、任期付職員等も含めると62％となる。

しかし、理事となる幹部職員は21人中１人となっており、女性の幹部職員が少ない現状となってい

ることが問題だと感じています。

14
市役所職員の民間企業への出向など民との交流を深めることもいいのではないか。そうす

れば、官民一体となった取組がより進んでいくと思う。

市役所としては、国・県への出向のほか、社会福祉協議会や真庭観光局への出向を行っているとこ

ろです。一般企業への出向については、国も積極的に進めている状況であるので、市としてもどのよう

なかたちがいいのか検討していきたいと思っています。

15
総合戦略の副題が違和感があった。あまり面白くない冗談、ピンとこないと感じた。本文の

内容とも合っていないのではないか。

16 目玉事業である総合戦略の副題がこういう観念的なものでいいのか。

17

恋愛至上主義という言葉にコンセンサスがとれているのか。恋愛が最上、最高といっていい

のか。また、至上主義ということはあまりいい意味で使われないイメージなので言葉は選んだ

ほうがいいのではないか。

18
上位計画・総合計画の真庭ライフスタイルを否定しているように思う。多様性を認め合うと

いうことを最上段に掲げているのに、一番いいことは恋愛ですといっていいのかどうか。

本当に伝えたい要点は「愛する”あなた”への贈り物」ということで、無私の愛である。無私の愛は、真

庭ライフスタイルと相反するものではなく、これと一致するものと考えています。

19
海士町では、国の制度の特定地域づくり事業協同組合を設立して、通年雇用する仕組

みを整えたらしい。兼業で収入が確保できる仕組みをつくろうとしているとのこと。

全国的にも、真庭なりわい塾の講師である塩見先生が提唱する半農半Xなど、ひとつの仕事に固

執しないライフスタイルが注目されています。これは、真庭ライフスタイルとも一致するものであるものな

ので、多様なかたちで社会へ参画できる仕組みをつくっていきたいと考えています。

20

岡山市と真庭市を結ぶ主要道路整備促進事業は、引き続き実施することは必要なこと

思うが、もう一歩発展させてほしい。北房から45分で岡山に出ることが出来る立地を活か

して、県南に通勤するということもできるので、その視点でも考えてもらいたい。

真庭市の高速道路の結節点を活かして、外とのつながりを深めていくことは重要なことであることか

ら、近隣自治体とも連携してハードのみならずソフトの施策も検討していきたいと考えています。

ご意見を踏まえ、再考いたしました。

副題は、恋愛至上主義・まにわを削除し、「愛する”あなた”への贈り物～人に恋する　地域を愛す

る～」としたいと考えています。



最終版・資料２

パブリックコメントのご意見と真庭市の考え方（案）

ご意見 真庭市の考え方

（総合計画について）

1

山間部の交通の便の悪い地区にお住まいの高齢者の方に対して、

例えば、何かを利用してお薬や生活に欠かせない必需品の宅配など

行政として検討は出来るのでしょうか？

無人機（ドローン）を活用するなどもこれからの時代の主流になって

くるやも知れません。

　衣食住、三拍子揃った、高齢者に優しい真庭市にと思います。

 最近では、大手コンビニ店の出張販売や宅配事業も行われており、基本

的に商行為は民間の力が中心と考えます。

福祉的な観点から永続的に事業が継続できるよう、支援・補助することは

有効だと思いますので、事業者及び利用者それぞれに合った方法を検討し

ます。

湯原の社地域では、電気でゆっくり走行する車「グリーンスローモビリティ」の

実証実験を行っています。先端技術の活用なども支援していきたいと考えて

います。

2

地域と連携した学校教育の中に「真庭の川や森、草原など・・・・地域

と共に元気になる郷育(ふるさと学習)を推進します。」とありますが、真

庭市バイオマスツアーの教育版として「真庭ふるさと学習ツアー(仮

称)」を計画し、真庭産業団地をはじめとする市内優良企業等を巡る

事業を「ふるさと学習」と併せて実施し、郷土愛と誇りを醸成し、ひい

ては、県外転出を抑制するとともに、Uターン者の増加を期待したい。

このようなツアーは、市内の生徒に限らず、県内外にも修学旅行バー

ジョン、親子バージョン等を計画し、広く広報すれば、賑わいの創出、

経済活性化にも繋がるのではないかと考えます。

このため、企業、各種事業者と小・中・高校生との関わりを強くイメー

ジできる文言を加えたらと感じます。どこかに表記されていたらごめんな

さい。

ありがとうございます。

市外の方を中心に企画していた「真庭バイオマスツアー」を、今年度より、市

民の方を対象にした「真庭を知ろうバスツアー」として実施しております。

その中のSDGｓ未来都市真庭の取組を学ぶ「真庭SDGｓツアー」は市内

小中学校や放課後児童クラブ等にも好評で多くの方に参加いただいていま

す。

また、コロナ禍において、修学旅行も近場で地元を学ぶ需要も増えたことか

ら、市外の学校へも広くPRし徐々に真庭市外からの参加が増えてきたとこ

ろです。

引き続き、関係者と連携して市内市外にPRしていきます。



3

第5章基本計画　第5節第2項　現状と課題

「個人の所得にとどまらず、真庭地域全体の生産性向上につなげてい

きたい」との変更理由で、「域内所得」から「地域総生産額」に変更さ

れています。

大まかには、地域総生産(域内総生産)から移出入を考慮したものが

「域内所得」です。域内所得は市内の支出可能額です。計画には、

ライフスタイルの経済的基盤整備として経済産業施策を実施するとあ

ります。総生産額が増えても、所得に反映しないと生活基盤とはなら

ず、総合計画の趣旨と離れていると考えます。同時に、市内で所得が

消費されることが、経済循環活性化(回る経済)に必要です。真庭市

は産業集積が小さいため、総生産を増やそうとすると、原材料等の供

給のため移入を増やさざるを得ず、総所得の増加とは必ずしも比例し

ません。また、域内総生産を増やすには、需要を増やすために人口、

特に就労可能な人口の増加が効果的ですが、人口ビジョンを見ると

それはかなり困難です。

以上の理由から、「域内所得」の増加のほうが政策目的に適している

と考えます。よって、「総生産額の増加」の前に、「雇用拡大や域内所

得の増加を目的とした」を追加したほうがいいと考えます。

ありがとうございます。

いただいたご意見のとおり、追加します。

4

SDGsの理念の推進、真庭に共感する「関係人口」の創出拡大など

大変良い総合計画であって、ぜひ、一人でも多くの真庭ファンを呼び

込む、シティプロモーション推進に更に力を入れていただきたい。

ありがとうございます。

ご指摘のとおり、「真庭に共感する人」を獲得し、交流や関係を多様化さ

せ、新しい価値観を取り入れながら、都市部に暮らしているが真庭が好きで

やってきてくれる「関係人口」を増加させる取組が必要ですので、引き続き、

関係者・関係団体とともに関係人口を増やしていくしかけづくりを検討してい

きます。



（人口ビジョンについて）

5

コロナ禍の中、出生率は経済的にも冷え込み、雇用情勢の悪化、生

活環境の変化に伴い、激減していると新聞にも掲載されていました。

しかしながら、人口を増やすためには真庭市に人を呼び込み、出生率

を上げていかねば、減少に歯止めが効かないと思います。

若い、ヤングママさんの会合を持つなど、真庭市の環境の良さ、住み

易さをアピールし、その方たちの友人知人に口コミで真庭市のPRをし

ていただき、将来的には定住化をしてもらい、減少に何らかの歯止め

のためのアクションを起こしてもらいたいと思います。

また、これから生まれてくる子どもたちを「真庭市のエース」に育てていく

のも今の私たちの役目だと思います。市政についてですが、その子たち

の将来に大きなツケを残さないよう市政の運営をしていただければと願

います。

本計画策定に係り若いお母さんを対象としたワークショップも開催しました。

その中では、大人たちが、「真庭には何もない」と言い過ぎ、もっと真庭の良

いところを伝えていく必要があるなどの意見が出されるなど、まだまだ市のPR

が不足している実態が浮かび上がっています。

全てのひとに価値があり、様々なライフスタイルを応援しあうのが真庭ライフス

タイルです。今の真庭市の豊かさを増して引き出し合うのが今の私たちの役

割であると考えています。

真庭のそして、日本・世界の未来を担う「ひと」として育んでいくためにも、総

合戦略にもあるように、教育を地域で支える仕組みをつくり、世代を超えた

学びあい、地域の人の参画により、世代を超えて互いを応援する教育の実

現を目指します。

（総合戦略について）

6
若い人の不登校、ひきこもり、不就労の方々が一歩ずつ前に出てゆく

にはどうしたら良いか？と、深く考えさせられる昨今でございます。

総合計画において、施策の柱として「全ての市民が相互に尊重し、共に生

きる地域を実現する（誰一人取り残さない）」を追加し、一人ひとりの暮ら

しを大切にしつつ、全ての市民が相互に尊重し、共に生きる地域の実現を

目指していきます。

また、総合戦略にも記載しているとおり、誰もが活躍する地域社会を実現

し、生活における楽しみや生きがいを見出し、様々な困難を抱えた場合で

も、安心してその人らしい生活ができ、活躍できる地域社会を推進するため

の施策を行っていきます。



7

コロナ禍の中、都市部に出ている県外在住者の人たちが帰省しにくい

状況にあります。特に生家を空き家にされている方たちに対し、ふるさ

と納税を利用し、

・空き家の管理

・墓掃除、墓参りの代行

などをご検討されたらどうでしょう。

特に空き家の対策は、安全面からしても大切なことです。

墓掃除、墓参りの代行については、ふるさと納税の返礼品として、PRさせて

いただいております。

一方、空き家については、管理・掃除・鍵の保管等状況によって様々な場

合があり、ふるさと納税の返礼品として一律の料金を定めることが困難であ

ることから、現状、対象としておりません。しかし、空き家は地域の大きな課

題であると認識しており、総合戦略にも地域主体の宅地活用事業を記載

してありますように様々な対策を講じていきたいと考えています。

8

どの計画案を見ましても、素晴らしく意見を申し上げるような内容が見

つからないほどに計画案はできています。

あくまでも参考という事で申し上げてみます。CAPDの整備という言葉

が出てきます。下段にその説明を書いています。（C=Check：評

価）（A=Act：改善）（P=Plan：計画）（D=Do：実行）と

書いています。このようなことは必要ではないと思います。市民へは最

初から評価、改善、計画、実行と書けば理解し易いと思います。

資料を拝見して、市民に理解して頂くことに配慮が不足しているように

思います。60歳以上の方にも理解していただくのに、どうすればいいの

かという、わかり易い資料について、どのように表現すればよいかを考え

て頂くことは、大切なことと思います。

※資料はどの資料見ましても素晴らしく思います。ですから、後は市民

にどうすれば理解してもらえるかを、再度ご検討ください。

ありがとうございます。

市民への周知・理解は必要でありますので、充分配慮し行います。



9

どの計画案を見ましても、素晴らしく意見を申し上げるような内容が見

つからないほどに計画案はできています。

あくまでも参考という事で申し上げてみます。CAPDの整備という言葉

が出てきます。下段にその説明を書いています。（C=Check：評

価）（A=Act：改善）（P=Plan：計画）（D=Do：実行）と

書いています。このようなことは必要ではないと思います。市民へは最

初から評価、改善、計画、実行と書けば理解し易いと思います。

資料を拝見して、市民に理解して頂くことに配慮が不足しているように

思います。60歳以上の方にも理解していただくのに、どうすればいいの

かという、わかり易い資料について、どのように表現すればよいかを考え

て頂くことは、大切なことと思います。

※資料はどの資料見ましても素晴らしく思います。ですから、後は市民

にどうすれば理解してもらえるかを、再度ご検討ください。

ありがとうございます。

市民への周知・理解は必要でありますので、充分配慮し行います。

10

恋愛至上主義については、誤解を招く表現と感じます。次の通り修正するこ

とを提案します。

「愛する“あなた”への贈り物」～ひとに恋する　地域を愛する～

提案理由としては以下の通りです。

「愛」とは、「存在自体を尊重し認め合う」、「お互いが相手の善を願う」という

相互性の理念です。市民一人ひとりが一番大事、多様性の尊重、だれ一

人取り残さない、さらに共生といった「真庭ライフスタイル」の本質を表現して

います。総合計画や総合戦略はその具現化ツールです。経済施策も人間

中心性を根本に据える意思が現れると思い、「愛」という言葉を使いたいと

思います。また、次世代へのメッセージ。次世代へ地域を引き継いでいく決

意も込めて「贈り物」としてみました。

ありがとうございます。

いただいたご意見を取り入れたいと思います。



（案） 

令和２年１１月９日 

 

 

真庭市長 太 田  昇 様 

 

 

真庭市総合計画審議会 

会 長 大 月 隆 行 

 

 

 

第２次真庭市総合計画の改訂等について（答申） 

 

 令和２年４月２７日付け真総政第３５号で諮問された下記事項について審議したの

で、次の意見を添え答申します。 

 

 

記 

 

 

１ 諮問事項 第２次真庭市総合計画の改訂及び第２期真庭市まち・ひと・しごと創生

総合戦略の策定について 

 

２ 答申内容 

  諮問のあった「第２次真庭市総合計画改訂（案）及び第２期真庭市まち・ひと・しご

と創生総合戦略（案）」については適当と認める。 

  なお、審議の過程において、各委員から提起された意見を取りまとめ、別途「附帯意見」

として提出するので、第２次真庭市総合計画の推進にあたり十分配慮願いたい。 

資料３ 



（案） 

令和２年１１月９日 

 

真庭市長 太 田  昇 様 

 

真庭市総合計画審議会 

会 長 大 月 隆 行 

 

 

第２次真庭市総合計画の改訂等の答申にかかる附帯意見について 

 

 真庭市総合計画審議会では、令和２年４月２７日に第 2 次真庭市総合計画の改

訂及び第２期真庭市まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定についての諮問を受け、さまざ

まな分野で活動する立場から意見を交わしました。 

その間、市役所では、全庁あげての検討の他、市民の意見を聞くための各種ワークショッ

プや４校地合同の高校生ワークショップを開催するなど、市民の意見も踏まえて様々な観

点から検討されてきたと感じています。 

本計画・本戦略の着実な推進により、市民誰もが、多彩で安全な真庭でそれぞれが自

分の人生を創り、自信を持って生きる「真庭ライフスタイル」が実現されることを期待していま

す。 

ここに、審議会の過程において、各委員から提起された意見を取りまとめましたので、「附

帯意見」として提出します。本計画・本戦略の推進にあたり十分配慮お願いします。 

 

記 

 

【総合計画の着実な推進】 

●世界的に価値観が大きく変わっている状況をチャンスと捉えて、真庭市の資源を活かし魅

力を磨き上げ、市民の生活が豊かになるよう努めていくこと。 

●人口減少を「一人ひとりの存在感や価値、重みが増す」といった豊かさにつなげていくとい

う前向きなアプローチを行っていくことを市民の共通認識として広く周知し推進すること。 

●総合計画に掲げられた基本構想・基本計画、総合戦略に掲げられた事務事業について

は、評価・改善・計画・実行のいわゆるＣAＰＤサイクルによる着実な推進をすること。 

●評価の際には、数値の見直しだけでなく、内容の見直しも行えるよう柔軟な発想で取り



 

組んでいくこと。 

●文化芸術教養など数値化が難しい指標については、市民意識の調査などを定期的に実

施して状況を把握すること。 

●本計画・本戦略を地域に落とし込んで自分たちの生活に実感として感じられるようなもの

にしていくこと。 

●国や県等の支援策を積極的に活用しながら、効率的に事業を実施していくこと。 

 

【人口減少対策について】 

●若いひとが結婚の夢や出産の夢をかなえるこができるまちをつくっていくこと。 

●ヨーロッパなど人口が少なくても豊かな生活ができている地域を参考に取り組むこと。 

●人口減少の時代はモノを売るのではなく学ぶ時代であることに留意し、一人ひとりの深い

学びをいかに進めるかを検討していくこと。 

●女性目線の考えや思いを大切にしていくこと。 

●地域をあげて男性も育児等を積極的に行っていく意識を高めていくことが重要であり、官

民あげて取り組んでいくこと。 

●若者のためにも、官民連携して地域を挙げて通年雇用を行う仕組みづくりを検討していく

こと。 

●市役所が率先して女性の採用・登用を行うこと。 

 

【普及啓発】 

●市民が自分たちの地域のことを知らない人が多いのも事実であり、本計画・本戦略を通

して、市民が地域のことを知り、誇りに感じる機会を増やしていくこと。 

●国や県、市は様々な支援制度を設けているが、周知できていないことも多くある。ホーム

ページにアップしたら周知できたと考えず、効果的な発信方法を検討していくこと。 

●市民のみならず様々な方々と協力・連携して、真庭市のシティプロモーションを実施し、

市民の誇りを高める取り組みを行っていくこと。 

●子どもの頃から地域を知り誇りを持ってもらうことが重要であり、その体制づくりに努めること。 

●市民の生の声を届けていくため、職員自ら学校へ行くなど直接伝える機会を増やしていく

こと。 

●関係人口増加は、人口減少の中で大切なことであり、様々な関係者・関係団体と連携

して関係人口を増やしていく取り組みを検討していくこと。 

●本計画・戦略には、「価値人口」「関係人口」など聞き慣れない言葉も出てくることから、



 

市民にも分かりやすく発信し、しっかりと共通認識を持って取り組んでいくこと。 

 

【その他】 

●支援する側と支援される側が固定化されないよう、誰もが社会貢献等で力を発揮できる

仕組みづくりを行っていくこと。 

●地域の基盤である第一次産業は何もしなければ廃れていってしまう懸念を認識して具体

事業を検討していくこと。 

●市民は様々な思いを持って活動しているので、それらを把握し、連携できる仕組みをつく

っていくこと。 

●官民連携として、市役所と市内民間企業の人事交流をするなど官民一体となった取り

組みを推進すること。 

●親が地域を愛しているかどうかで子どもへの影響も大きくなることから、大人への郷育も推

進していくこと。 

●地元の高校への進学者が増えるように、岡山県とも連携して魅力ある高校づくりに取り

組んでいくこと。 

●高速道路の結節点という立地を活かし、様々なかたちで真庭市に関わる人を増やしてい

くこと。 



総合計画改訂　新旧対照表（目次、基本構想）
現行計画 改訂案

第4章　基本構想

第3節　「まち」

【総論】 【総論】

【生むこと・育てること】 【生むこと・育てること】

【学ぶこと・教育】 【学ぶこと・教育】

【文化・芸術・スポーツ】

【社会福祉】 【社会福祉】

【回る経済】 【回る経済】

【文化芸術・スポーツ】 削除

【環境・景観・風景】 【環境・景観・風景】

【計画的都市形成】 【計画的都市形成】

第5章　基本計画

第4節　ライフスタイルを実現する可能性の進化

第1項　一人ひとりの可能性を広げる（子育て・教育） 第1項　一人ひとりの可能性を広げる（子育て・教育）

第2項　生活の中で文化を楽しむ（文化・芸術・スポーツ）

第2項　安心な生活を地域で支え合う（健康・福祉） 第3項　安心な生活を地域で支え合う（健康・福祉）

第6節　生活しやすく品格のある都市

第1項　生活の安心安全を高める 第1項　生活の安心安全を高める

第2項　生活の中で文化を楽しむ 削除

第3項　人が暮らす風景と快適な住環境をつくる 第2項　人が暮らす風景と快適な住環境をつくる

第4項　中心市街地とネットワーク型都市を形成する 第3項　中心市街地とネットワーク型都市を形成する
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総合計画改訂　新旧対照表（人口フレーム、財政フレーム）
現行計画 改訂案

第１章　総論
第３節　人口フレーム
人口規模や年齢構成は、税収や交付税などの財政規模、提供する行政サービスの質と量の想定、さらに
将来の政策立案に大きく影響します。
真庭市では、これから10年間で急速に少子化と高齢化が進み、年齢構成が大きく変化します。
人口減少を少しでも緩やかにし、また早期に年齢構成を安定させることが、将来の真庭市の経営にとって
重要になります。

安心した子育てと安定した教育施策が展開でき、地域コミュニティの維持も含めた市民の安全安心な生
活が保障され、さらに増加する高齢人口を支えることが長期的に可能で、なおかつ現在の年齢構成を勘
案し実現可能性の最も高い「人口」及び「年齢構成」（年齢4区分別人口比：年少人口、生産年齢人
口、高齢人口、出産年齢女性人口の割合）の目標値を次のとおり設定します。

人口規模や年齢構成は、税収や交付税などの財政規模、提供する行政サービスの質と量の想定、さらに
将来の政策立案に大きく影響するため、引き続き、人口問題は、真庭市の将来を考える上での重要な要
素です。真庭市においても、総人口は当初の予測の範囲内で推移していますが、特に、若年女性層の転
出超過の加速が顕著であり、出生数の減少と高齢化、年齢構成・男女比のアンバランス等が予想を超え
て進展しています。さらに、今後予想される社会保障費や都市インフラの老朽化対策などの行政需要の増
大に対する計画的・安定的な施策推進に向けても、目標とする人口の維持とともに、早期に年齢構成や
男女比率等の人口の質を改善し安定化させることが重要となっています。こうした状況を踏まえ、最新の将
来推計や上位計画等を勘案しながら、改めて真庭市の人口の現状を把握したうえで、引き続き安心した
子育てと安定した教育施策が展開でき、地域コミュニティの維持も含めた市民の安全安心な生活が保障
され、さらに増加する高齢人口を支えることが長期的に可能で、なおかつ現在の年齢構成を勘案し実現
可能性の最も高い「人口」及び「年齢構成」（年齢4区分別人口比：年少人口、生産年齢人口、高齢
人口、出産年齢女性人口の割合）の目標値を次のとおり改訂します。
【人口フレーム改定の基本的な視点】
日本全体の人口問題は、「東京への過度な一極集中」と「人口減少の加速化」であり、その是正の必要
性が強く求められています。人口減少が進めば、地域経済の衰退を招くばかりでなく、地域におけるコミュニ
ティや生活文化、誇りの喪失など、ひとの暮らし全般にも大きな影響を与えます。こういった人口減少の社
会的インパクトを抑えるためには、UIJターン者の獲得や市内での就業促進などによる社会動態の改善とと
もに、個人の希望を尊重することを基本とした出生数維持にも取組み、人口減少のスピードを可能な限り
緩やかにしていく必要があります。
人口減少のスピードを抑制する具体的な取組としては、働く場所の創出や住環境の向上、社会福祉の強
化、健康長寿の推進等、日々の暮らしを充実させ、総体的な地域価値を向上させる施策を幅広く行って
いく必要があると同時に、現在の右肩上がりの成長や拡大を前提とした社会構造及び価値観を、一定の
適正な人口規模への収束を念頭に、安定や持続、成熟志向に転換・変革し、人口減少を逆に豊かさに
つなげていくという価値観の転換が必要となっています。そして、真庭市民自身が、誇りをもって真庭市で暮
らすこと、皆に居場所があること、自らが「活動人口」になり、真庭に共感する人たちを移住者や「関係人
口」として迎え入れることで実質的な人口の維持を図るなど、人口減少を「一人ひとりの存在感や価値、重
みが増す」、「地理的な閉鎖性を打ち破るチャンス」という文脈で捉え直し、さらに、「豊かさとは何か」「自ら
の存在価値は何か」を学び考える中で、一人ひとりの価値（知識と感受性を涵養し、地域への想いを深
め、社会に参加する意思）を高め、人口の総合的価値（※価値人口）を維持・向上することで物理的
人口減による社会的影響を克服するといった、人口に対する前向きなアプローチも重要ではないでしょう
か。
そういった観点から、今回の人口フレームの見直しに当たって、設定人口や年齢構成等の定量的な目標
は維持しつつも、人口そのものに対する考え方を、「価値人口の質的向上」へと改め、さらに、出生数と相
関関係の高い若年女性人口の維持対策を重点目標と位置付けることとしました。
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年少人口 生産年齢人口 高齢人口 出産年齢女性人口 年少人口 生産年齢人口 高齢人口 出産年齢女性人口

（0～14歳） （15～64歳） （65歳～） （15～49歳） （0～14歳） （15～64歳） （65歳～） （15～49歳）
5,300人 21,400人 17,100人 6,600人
12.10% 48.90% 39.00% 15.10%
5,000人 19,700人 16,500人 6,000人 4,800人 19,500人 16,800人 5,900人
12.10% 47.80% 40.10% 14.60% 11.60% 47.50% 40.80% 14.40%

4,600人 18,300人 16,000人 5,500人
11.80% 47.10% 41.00% 14.10%

4,100人 16,500人 13,400人 5,000人 4,100人 16,500人 13,400人 5,000人
12.10% 48.50% 39.40% 14.70% 12.10% 48.50% 39.40% 14.70%

第4節　財政フレーム
（１）財政の現状認識

※価値人口：「全ての人に価値があり、財産である」、「一人ひとりの潜在能力を引き出し伸ばす」、「存
在感や重みが増す」という文脈で再定義した「人口」の捉え方。「役に立つ」といった「全体主義的優生思
想」、「投資効果概念」を排除することが前提であり、「価値や社会参加」が、個人の生産性評価や自己
責任論と誤解されないよう、丁寧に共通理解を得ていかなければなりません。

総人口数 目標総人口数

【2020年】 43,800人

【2025年】 41,200人 【2025年】 41,100人

【2030年】 38,900人

【2040年】 34,000人 【2040年】 34,000人

真庭市の収入は、市税等の自主財源比率が低く、地方交付税・国庫支出金など依存財源の比率が大
変高い状況です。
こうした中、普通交付税の合併特例措置が平成27年度から５年間で段階的に縮減されます。
平成26年度では141億円程度交付されていた普通交付税が、平成32年度には124億円程度に減少
することが予想されます。
支出では、膨大な社会資本の維持改修費や社会保障関連費などの増加が予想され、財政の硬直化は
確実に進んでいきます。
財政の縮減と硬直化は、提供する行政サービスの量と質に大きな影響を及ぼすため、収入が減少していく
中、普通建設事業費や義務的経費である人件費などの見直しが課題であり、今後の財政運営は、将来
の人口規模や行政需要など、「まち」のボリュームを想定しつつ、最適な財政規模への収束を計画的・総
合的に進めていかなければなりません。
「まち」を経営するという視点を持ってさまざまな政策を実施し、新たな価値を市民とともに創造する行政へ
の転換を進めながら、持続可能なまちづくりのための安定した財政基盤の確立が必要です。

真庭市の収入は、市税等の自主財源に乏しく、地方交付税や国庫支出金など依存財源の比率が大変
高い状況です。
こうした中、令和元年度に普通交付税の合併特例措置が終了し、令和2年度からは合併後の姿での算
定となったことに加え、人口減少により今後更に交付税の減額が見込まれます。

支出では、膨大な社会資本の維持改修費のほか、高齢化などに伴う社会保障関連費の増加により、今
後、財政の弾力性を維持することが益々難しくなることが想定されます。
財政の弾力性が低下することは、提供する行政サービスの質と量に大きな影響を及ぼすため、将来の人口
規模や行政需要など、「まち」のボリュームを想定しつつ、最適な規模での財政運営を進めていかなければ
なりません。

「まち」を経営するという視点を持って改革改善を断行し、経常経費の抑制に努めながら、新たな価値を市
民とともに創造する行政への転換を進めるとともに、持続可能なまちづくりのための安定した財政基盤を確
立する必要があります。
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財政規模 財政規模
（一般会計ベース） ①経常収支比率 ②自主財源比率 ③実質公債費比率 （一般会計ベース） ①経常収支比率 ②自主財源比率 ③実質公債費比率

2020年 260億円程度 94.20% 22.80% 10.30% 2025年 300億円程度 93.00% 23.80% 11.20%
2025年 250億円程度 95%未満 22%以上 12%未満 2030年 290億円程度 95%未満 23%以上 12%未満

（２）財政フレームの設定

財政指標 財政指標

【財政指標について】

①経常収支比率 ②自主財源比率 ③実質公債費比率 ①経常収支比率 ②自主財源比率 ③実質公債費比率

項　目 項　目

2040年 210億円程度
※2025年までに適正な財政規模、収支バランスを
達成し、それ以降は、人口規模に対応した財政規
模を目指していきます。

2040年 270億円程度
※2030年までに適正な財政規模、収支バランスを
達成し、それ以降は、人口規模に対応した財政規
模を目指していきます。

生産年齢人口割合の減少による地方税の減収、高齢人口割合の増加による扶助費など社会保障関連
費の増加が予想され、さらに普通交付税が縮減し財政状況は悪化していく傾向があります。それを踏まえ
て、目指すべき財政健全化の指標として次のとおり設定します。

生産年齢人口割合の減少による地方税の減収、高齢人口割合の増加による扶助費など社会保障関連
費の増加が予想され、さらに普通交付税が縮減し財政状況は悪化していく傾向があります。それを踏まえ
て、目指すべき財政健全化の指標として次のとおり設定します。

安定した収入の確保を図るととも
に、総人件費など義務的経費の
抑制を図り、10年後も95%未満
を維持することを目標とします。

市税の確保及び使用料等の適正
化など、あらゆる収入の確保により
5年後に目標値である22％を達
成し、10年後も22％以上を維持
することを目標とします。

安定した収入の確保を図るととも
に、特別会計の独立採算性の原
則に基づく繰出金の抑制、普通
建設事業の適正化による公債費
の抑制を図り、10年後も12％未
満を維持することを目標とします。

安定した収入の確保を図るととも
に、総人件費など義務的経費の
抑制を図り、5年後も95%未満を
維持することを目標とします。

市税の確保及び使用料等の適正
化など、あらゆる収入の確保により
5年後も23％以上を維持すること
を目標とします。

安定した収入の確保を図るととも
に、特別会計の独立採算性の原
則に基づく繰出金の抑制、普通
建設事業の適正化による公債費
の抑制を図り、5年後も12％未満
を維持することを目標とします。

財政フレームは、持続可能な財政構造を確立し、計画的な行財政運営を進めていくための総枠（フレー
ム）であり、健全な財政運営に向けた 財政規律、適正な財政規模、財政指標の達成目標を示します。
5年後については現実的で確実性の高い予測に基づく「達成目標」、10年後、25年後は、持続可能な
財政構造の確立を目指す「あるべき姿」として設定します。
厳しい財政状況を迎える中、安心して生活できる行政サービスを 安定的に提供するためには、 人口減少と
 年齢構成が急速に変化していく今後10年間で、目標とする人口フレームを達成し行政需要を安定化さ
せ、それに見合った財政構造を確立することが大変重要です。
その基盤の上に、人口推移にあわせた適正な財政規模を設定していくことで、持続可能な「まち」と市役所
の経営が可能となります。

財政フレームは、持続可能な財政基盤を確立し、計画的な行財政運営を進めていくための総枠（フレー
ム）であり、健全な財政運営に向けた適正な財政規模、財政指標の達成目標を示します。
5年後については現実的で確実性の高い予測に基づく「達成目標」、10年後、20年後は、持続可能な
財政構造の確立を目指す「あるべき姿」として設定します。
厳しい財政状況が見込まれる中、充実した行政サービスを提供するためには、目標とする人口フレームを
達成し行政需要を安定化させたうえで、それに見合った財政構造を確立することが必要です。

その基盤の上に、人口推移にあわせた適正な財政規模を設定していくことで、持続可能な「まち」と市役所
の経営が可能となります。
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総合計画改訂　新旧対照表（基本計画-総論）
現行計画 改訂案

第5章　基本計画
第1節　目的と計画期間
真庭市は今、急激な社会構造の変化が進む大きな転換期に立っています。
25年後の真庭市民に持続可能性の高い「まち」を引き継いでいくためには、早期に人口と財政の質を安
定させ、真庭市に適した生活環境を確立することが重要であり、これから10年間が、何をなすのか何を目
指すのか（「やるべきことと」「できること」）が問われる大切な期間です。

この「基本計画」では、「基本構想」の実現に向けた各施策の目標と推進方針を示し、「構想－計画－各
施策－事務事業」の連動性、整合性を明確にする ため、「政策体系図」を作成し明示します。
また、社会情勢の変化への対応や個別施策の進捗状況反映のため5年を目途に見直しを行うこととしま
す。

真庭市は今、急激な社会構造の変化が進む大きな転換期に立っています。
25年後（2040年）の真庭市民に持続可能性の高い「まち」を引き継いでいくためには、早期に人口と財
政の質を安定させ、真庭市に適した生活環境を確立することが重要であり、特に2025年までの10年間
が、何をなすのか何を目指すのか（「やるべきことと」「できること」）が問われる大切な期間です。
計画策定以来、目標達成のために様々な取組を着実に進めてきましたが、今回、前期5年間の個別施
策の進捗状況や社会情勢の変化を反映し、基本計画の見直しを行いました。
また、「基本構想」の実現に向けた各施策の目標と推進方針を示し、「構想－計画－各施策－事務事
業」の連動性、整合性を明確にする「政策体系図」についても時点修正を行っています。
【基本計画の改定の基本的な視点】
現計画の策定と時を同じくして、2015国連総会において総合計画にも通底する「人間の安全保障」の理
念を基礎とする「誰一人取り残さない」、「環境・社会・経済の調和と一体的進歩」を目標とする「SDGs
（持続可能な開発のための2030アジェンダ）」が世界共通の規範として採択され、その主流化と達成が
国際的な責任となってきました。日本国内においても、「共生社会」や、未来技術による社会変革を目指
す「Society5.0」、地方と都市住民との新しい関係やライフスタイルを志向する「関係人口」の創出・拡大
など動きが顕在化してきたことなど、大きな価値観の転換が進んできました。
さらに、経済的価値だけでは「幸福感」を感じない「ひと」（若者の流動化、農村回帰の流れ、新しいライフ
スタイルの追及、ディーセントワークのための雇用・労働環境の改善ニーズ）は確実に増えています。また、
都市部の高齢化や格差の拡大なども進行しており、一極集中に起因する様々な歪（ひずみ）、危機管
理上の課題が顕著になってきています。
加えて、新型コロナウィルス感染症のパンデミックによる都市集中、過密、経済効率優先型の社会構造の
脆弱さが露呈され、今後、あらゆるレベルで社会構造の変容が進んでいくことが予想されます。コロナ後の
世界は、経済効率性優先社会から、一人ひとりの生命を尊重し安心が価値を持つ社会であるといわれて
います。
これから我々が目指すべき社会は、今回、明らかになった、社会・経済活動全般の脆弱性や課題に対し
て、コスト（ひと、もの、かね、知恵）を社会全体（公助）で負担しながら、人間を統計数値としての「人
口」ではなく、一人ひとりの命、人生と捉えて丁寧に向き合う社会であり、今こそ、まさに中山間地域が持つ
「多自然、低密度、分散居住」といった特性や「人の繋がりによるコミュニティの力」、「可処分時間」といっ
た、金銭に換算できない地域の魅力に磨きをかけ、真庭市に今そして将来、暮らす人の生活を豊かにする
ための地域価値を向上させることは、真庭市の振興にとどまらず、日本社会全体や世界への責任とも言え
るのではないでしょうか。
SDGｓの目標年次は2030年、総合計画の目標年次は2040年です。その達成のためには、自律的で
エシカルな地域循環型経済と全ての人の存在感や価値が尊重される共生型社会の実現に向けて、市民
一人ひとりが何に価値を見出すかといった「学びと思索」が重要であり、地域の教育力、文化力の充実によ
る「ひとづくり」に重点を置いた政策推進が求められます。
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第2節　施策推進の「4つ」の柱 第2節　施策推進の「６つ」の柱

（３）市民の知恵や経験、能力、個性を生かす（地域の財産） （３）市民の知恵や経験、能力、個性を活かす（地域の財産）

（４）「つながり」により持続可能性を向上させる（連携と循環） （４）「つながり」により持続可能性を向上させる（連携と循環）

総合計画の基本目標である「多彩な真庭の豊かな生活」は、「ひと」「まち」「市役所」のそれぞれが、「地域
資源が循環する持続可能なまちづくり（多彩性・循環性・環境性・持続性・自給性を高めること）」により
達成されます。
基本計画と各施策は、この基本目標達成のために、以下の4つの考え方・方向性を「柱」として実施しま
す。

総合計画の基本目標である「多彩な真庭の豊かな生活」は、「ひと」「まち」「市役所」のそれぞれが、「地域
資源が循環する持続可能なまちづくり（多彩性・循環性・環境性・持続性・自給性を高めること）」を推
進することにより達成されます。
基本計画と各施策は、この基本目標達成のために、前節でも述べた新たな社会的要請の観点を加え、
以下の６つの考え方・方向性を「柱」として実施します。

熟年者（地域で活躍している高齢者）は知恵や経験を、人口の半分以上を占める女性は地域生活を
支えるネットワークと元気を、障がい者はアイデアと工夫をもつ「地域の財産」です。
真庭市の魅力と活力をさらに増やすため、やりがいや生きがいを感じ、だれもが活躍できる「まち」を目指しま
す。

熟年者（地域で活躍している高齢者）は知恵や経験を、人口の半分以上を占める女性は地域生活を
支えるネットワークと元気を、障がい者はアイデアと工夫をもつ「地域の財産」です。
真庭市の魅力と活力をさらに増やすため、やりがいや生きがいを感じ、誰もが活躍できる「まち」を目指しま
す。

歴史や文化、地縁など今の真庭市にある「つながり」を生かし多彩性を育てることが、持続可能で豊かな真
庭市になる鍵です。
市内各地域や団体などを組み合わせる「連携」と地域資源の価値を大きくする「循環」が、多彩性を成長
させます。
市外とも「連携と循環」することで、真庭市の持続可能性をさらに上げていきます。

歴史や文化、地縁など今の真庭市にある「つながり」を活かし多彩性を育てることが、持続可能で豊かな真
庭市になる鍵です。
市内各地域や団体などを組み合わせる「連携」と地域資源の価値を大きくする「循環」が、多彩性を成長
させます。
市外とも「連携と循環」することで、真庭市の持続可能性をさらに上げていきます。

反面、市役所は、社会的な課題の解決を個人の内面、心情、教養に過度に求めることや、特に、「教育」
や「価値観」の問題として単純化することなく、人生を豊かにし、人を幸せにするための公器であることを深く
認識し、社会的現象を個人に還元するのではなく、個人的心情を社会・行政施策に反映することが一層
求められます。5年前に全市民の英知を結集して確認した、「真庭ライフスタイル」の実現こそ、今と将来の
真庭市民に提示した「答え」であり「約束」です。今後も、多彩で安全な真庭でそれぞれが自分の人生を
創り、自信を持って生きる「真庭ライフスタイル」を、全世界に向かって自信を持って発信を続けながら、先に
述べた社会情勢の変化を取り込みつつ、取組を深化・加速化させるために、政策形成の指針である基本
計画を、次の観点を加え改訂することとしました。
【加えるべき観点】
・共育（協育・郷育・響育）の力により、一人ひとりの自ら幸せになる能力（ケイパビリティ）を最大限に
引出し伸ばす
・誰一人取り残さない、持続可能な共生社会を実現する
・安全安心で快適なまちで、丁寧に時間をかけて楽しみや学びの機会を自らが見つけ出し享受する
・若年女性の減少に歯止めをかけるジェンダー平等を実現する
・関係人口（真庭ファン）を呼び込むための地域づくり、シティプロモーションを推進する
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（５）持続可能な地域の発展に向けた「ＳＤＧｓ」を推進する（地球市民としての決意）

（６）全ての市民が相互に尊重し、共に生きる地域を実現する（誰一人取り残さない）

総合計画の全体を貫く考え方は「人間の安全保障」であり、これは持続可能でよりよい世界を目指す
SDGｓの理念と共通しています。
このSDGｓの理念は、全市民が主体的に参加し達成すべき目標であることを改めて宣言するとともに、市
役所として率先して取り組んでいきます。

真庭ライフスタイルの原点は、一人ひとりの暮らしを大切にしつつ、全ての市民が相互に尊重し、共に生きる
地域の実現です。
この「地域に暮らす価値」として、教育と文化の力、コミュニティと市民の力を大切にしながら、多様性を相
互に尊重し、互いに応援しあう、人と人、人と地域で善意の輪が循環連携する共生社会を構築していきま
す。
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総合計画改訂　新旧対照表（第３節　真庭市民の誇りと責任）
現行計画 改訂案

第３節　真庭市民の誇りと責任 第３節　真庭市民の誇りと責任

第１項　だれもが尊重され存在を認め合う 第１項　誰もが尊重され存在を認め合う
現状と課題
●誇り・自尊心・矜持 削除

●平和・人権施策の推進 削除

施策の方向性と目標
●誇り・自尊心・矜持

●平和・人権施策の推進

自分に誇りを持ち、互いに尊重し合う「真庭市」になること。主権者として責任ある判断と行動をし、「真庭
市の経営」に関わること。そのためには、「真庭市」について知り、良さを認めること。これが、将来の真庭市
民のために「まず最初にできること」です。

自分に誇りを持ち、互いに尊重し合う「真庭市」になること。主権者として責任ある判断と行動をし、「真庭
市の経営」に関わること。そのためには、「真庭市」について知り、良さを認めること。これが、将来の真庭市
民のために「まず最初にできること」です。そして、少し広い視点を持ち日本全体や世界のことを考え、一人
ひとりが地球市民として新たな一歩を踏み出すことで「まち」の可能性が広がります。

自分と「まち」を大切に思い、他人を尊重できる「ひと」になるためには、真庭市の価値を認め、将来に希望
と誇りを持ち、自信を持って社会の中で生きることが重要です。

自分と「まち」を大切に思い、人に寄り添い、共に育ち、多彩で豊かな人生を応援しあうことができる「ひと」
になるためには、真庭市の価値を認め、将来に希望と誇りを持ち、自信を持って社会の中で生きることが重
要です。

■学校や地域などあらゆる場で、真庭市を知り、誇りを高めるための情報や学習機会の提供を市民と協
働で進めます。

■学校や地域などあらゆる場や生涯にわたるあらゆる段階で、真庭市を知り、誇りを高めるための情報や
学習機会の提供を市民と協働で進め、知の循環型社会を構築していきます。

平和・人権施策については、これまでも積極的に取り組んできましたが、 いまだに古い因習にとらわれている
 面や、性差や身体的、社会的条件などによる差別意識が存在しています。特に、固定化された男女の役
割についての理解が進んでおらず、性差に関係なくだれもが地域や社会の中で活躍することの妨げとなって
います。あらゆる機会を通じた平和を大切に思う心と人権意識の醸成が非常に重要です。

平和・人権施策については、これまでも積極的に取り組んできましたが、性差や身体的、社会的条件など
による差別意識・固定観念が解消されていません。特に、固定化された男女の役割や性的少数者につい
ての理解が不十分で、誰もが地域や社会の中で安心して暮らし、活躍していくことへの妨げとなっています。
あらゆる機会を通じた平和を大切に思う心と人権意識の醸成が非常に重要です。
また、情報化社会の進展やSNS等の情報発信・コミュニケーション手段の普及により、誰もが多様な意見
や情報を発信することが保障されていますが、一方では、人権侵害や犯罪の被害者への対応が課題となっ
ています。

■平和への想いを次世代へ継承する教育と平和の価値を積極的に評価する社会を実現します。
■子ども、高齢者、障がい者、外国籍市民等に対する差別、いじめ、虐待等の解消に向け、地域や学
校、市内の関連団体等と連携し教育・啓発活動を進めます。

■性差に関わらずだれもが自分の意思により社会のあらゆる分野に参画し共に責任を担えるよう、男女平
等意識の醸成に努め、男女の社会的役割の固定化解消を進めます。

■環境・貧困・人権・平和などの社会問題を自らの問題として捉え、身近なところから取り組み、新たな価
値観や行動を生み出すＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）の観点も踏まえ、様々な課題に総合
的に取り組んでいきます。
■平和への想いを次世代へ継承する教育と平和の価値を積極的に評価する社会を実現します。
■子ども、熟年者、病気や障がい、性、国籍に起因するものなど、あらゆる差別やいじめ、虐待等の解消
に向け、地域や学校、市内の関連団体等と連携し教育・啓発活動を進めます。
■差別やDV、犯罪などの被害防止対策と、被害者への相談支援を関係機関との連携により推進しま
す。
■性差に関わらず誰もが自分の意思により社会のあらゆる分野に参画し共に責任を担えるよう、男女平
等意識の醸成に努め、男女の社会的役割の固定化解消を進めます。さらに、LGBTｓなどにも配慮した、
ジェンダー平等の実現に努めます。
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現行計画 改訂案
●それぞれのライフスタイルを許容する「ひと」づくり（共生社会の推進）

ひと
まち
●差別や偏見を許さない地域社会の風土をつくる
●性差による差別の解消と女性の活躍の場を拡充する
●平和の理解、人権擁護の取組みが様々な場面で実施される「まち」を構築する ●平和の理解、人権擁護の取組みが様々な場面で実施される共生の「まち」を構築する

●差別や偏見を許さない地域社会の風土をつくる
●性差やジェンダー、LGBTｓ等に起因する差別の解消と女性の活躍の場を拡充する

市役所
●ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた啓発、企業等への働きかけを強化する

●関係団体、関係部署と連携による生活総合相談体制を充実する ●関係団体、関係部署との連携を深め、生活総合相談体制を充実する
●異文化への理解や多文化共生等に関する学習機会を提供する ●異文化への理解や多文化共生等に関する学習機会を提供する

●ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた啓発、企業等への働きかけを強化する
実施のための政策体系
経済産業ビジョン（仮称） 経済産業ビジョン
連携する施策
第２項　「市の主権者」「地域の人」として意識し行動する 第２項　「市の主権者」「地球市民」「地域の人」として意識し行動する
現状と課題
●コミュニティの再構築と協働のまちづくりの推進（縦軸と横軸、自助と共助のネットワーク） 削除
●市民としての権利と義務の自覚 削除

●地域、学校、市内外の関連団体との連携体制を構築し、平和の理解、人権擁護活動の推進体制を
発展強化する

●地域、学校、市内外の関係機関と連携し、平和への理解と人権啓発・擁護活動を推進する

負担の公平性を確保するための、「市民の権利と義務（シチズンシップ）」について正しく認識し行動する
市民意識と社会規範の向上のための教育・学習、意識啓発が重要です。特に、市税や使用料などの行
政サービスの対価を負担する義務感が低下しています。

負担の公平性を確保するための、「市民の権利と義務（シチズンシップ）」について正しく認識し行動する
市民意識と社会規範の向上のための教育・学習、意識啓発が重要です。特に、政治参加の重要な機会
である各種選挙において、投票率の低下傾向が続いています。また、選挙権年齢・成年年齢の引き下げ
に伴い、若者の主権者教育のニーズが高まっています。

■ライフスタイルやライフステージに応じた生活や生き方を支援するため、職場・家庭・地域における「ワーク・
ライフ・バランス」の実現に向け、社会制度構築や啓発事業を進めます。
■だれもが、自分の役割があると実感でき、役割を選べるような「まち」づくりを進めていきます。特に、熟年
者、女性、障がい者など全ての「ひと」が、社会参加できるさまざまな施策・事業と仕組みづくりを進めていき
ます。

■異なる文化や新しい価値観、違う考えを理解し受け入れられるよう、「ひと」と地域の意識と許容性の醸
成に努めます。

■誰もが、自分の役割があると実感でき、役割を選べるような「まち」づくりを進めていきます。特に、熟年
者、女性、障がい者、性的少数者などあらゆる「ひと」が、社会参加できるさまざまな施策・事業と仕組みづ
くりを進めていきます。
■ライフスタイルやライフステージに応じた生活や生き方を支援するため、職場・家庭・地域における「ワーク・
ライフ・バランス」の実現に向けた啓発や施策・事業を進めます。
■異なる文化や新しい価値観、違う考えを理解し受け入れられるよう、「ひと」と地域の意識と許容性の醸
成に努めます。
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現行計画 改訂案
施策の方向性と目標

●コミュニティの再構築と協働のまちづくりの推進（縦軸と横軸、自助と共助のネットワーク）

●市民としての権利と義務の自覚

実施のための政策体系
文化振興計画 文化芸術推進計画

■市民の権利と義務について、ライフステージに応じた実践的で能動的な学習・教育の機会を、学校・家
庭・地域などさまざまな場で提供します。

■「受益と負担のバランス」、「負担の公平性確保」といった基本的な社会規範の徹底と、そのことが行政
サービスの充実につながることに理解を求める情報提供、啓発、広報活動に努めます。

■市民の権利と義務について、ライフステージに応じた実践的で能動的な学習・教育の機会を、学校・家
庭・地域などさまざまな場で提供します。
■選挙権年齢・成年年齢の引き下げに伴い、若者が、社会・地域の一員としての自覚を持ち、主権者と
して責任のある判断と行動ができるよう主権者意識の醸成に努めます。
■「受益と負担のバランス」、「負担の公平性確保」といった基本的な社会規範の徹底と、そのことが行政
サービスの充実につながることに理解を求める情報提供、啓発、広報活動に努めます。

教育振興基本計画 教育振興基本計画

■生活上の課題や地域課題が生じたとき、まず「自分でできること・家族でできること（自助）」「地域でで
きること（共助）」をみんなで考え、「できること」を実現するため、地域の「つながり」を大切にした支援体制
を充実させます。
■縦軸と横軸が真庭市を広く包み込み、「ひと」が市の経営の担い手として活動しやすくなるように、市民
活動支援プラザと交流定住センターとの連携を強化し、相談窓口の拡充やネットワークづくりを支援しま
す。
■「まち」の中で「地域でできること」と「市民活動としてできること」を具体的に示し、情報提供や活動拠点
の提供、担い手の発掘・育成などの活動支援体制を充実させます。

■熟年者・女性・障がい者など、だれもが地域や市民活動の担い手として活躍できる仕組みづくりを支援
していきます。
■地域通貨など、縦軸と横軸の活動を評価し、その対価を市内で連携と循環させることで「ひと」の活動を
支援できる仕組みを市民と一緒につくってきます。

■地域課題に対する地域の特性に合った解決策を見い出し実践する担い手を育てるために、様々な人や
団体・組織と連携し、ＥＳＤを推進していきます。
■生活上の課題や地域課題が生じたとき、まず「自分でできること・家族でできること（自助）」「地域でで
きること（共助）」をみんなで考え、「できること」を実現するため、地域の「つながり」を大切にした支援体制
を充実させます。
■縦軸と横軸が真庭市を広く包み込み、「ひと」が市の経営の担い手として活動しやすくなるように、市民
活動を支援するとともに、交流定住・移住の相談窓口を充実させ、地域、市民活動、移住者等のネット
ワークづくりを支援していきます。
■「まち」の中で「地域でできること」と「市民活動としてできること」を具体的に示し、情報提供や活動拠点
の提供、担い手の発掘・育成などの活動支援体制を充実させます。

■熟年者・女性・障がい者・性的少数者など、誰もが地域や市民活動の担い手として活躍できる仕組み
づくりを支援していきます。
■地域通貨など、縦軸と横軸の活動を評価し、その対価を市内で連携と循環させることで「ひと」の活動を
支援できる仕組みを市民と一緒につくってきます。
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総合計画改訂　新旧対照表（第４節　ライフスタイルを実現する可能性の進化）
現行計画 改訂案

第４節　ライフスタイルを実現する可能性の進化 第４節　ライフスタイルを実現する可能性の進化

第１項　一人ひとりの可能性を広げる（子育て・教育） 第１項　一人ひとりの可能性を広げる（子育て・教育）
現状と課題
●子どもの人権 削除

●生むこと・育てること（生み育てやすい環境づくり） 削除

●就学前の子育て・家庭教育の支援 削除

●地域と連携した学校教育 削除

●生涯にわたる学習環境の整備 削除

教育と社会福祉は、人生と生活の安全を保障するもので、社会の責任であり「ひと」にとっては重要な権利
です。どちらが欠けてもライフスタイルを実現することはできず、この二つがそろってはじめて、ライフスタイルの実
現の可能性が広がります。

教育・文化・芸術と社会福祉は、人生と生活の安全と豊かさを保障するもので、社会の責任であり「ひと」
にとっては重要な権利です。どちらが欠けてもライフスタイルを実現することはできず、この二つがそろってはじ
めて、ライフスタイルの実現の可能性が広がります。

真庭市でも虐待やいじめなど子どもの心と命に係わる事例が起きており、すべての子どもたちが安心して生
活し成長できているとはいえません。
「子どもの貧困」の問題が生じています。子どもが安心して育つ上で対応しなくてはならない喫緊の課題で
す。

真庭市においても、虐待やいじめなど子どもの心と命に係わる事例や、経済的な困難を抱える家庭環境に
より、子どもの将来が閉ざされてしまうことが無いよう、すべての子どもたちが安心して生活し、成長できる環
境の整備は喫緊の課題です。

親は安心して子育てでき、子どもはのびのびと成長できる「まち」になるために、個人のライフスタイルに合わせ
て「生むこと・育てること」の支援を受けられるよう、「ひと」の意識の醸成と「まち」の仕組みを早急につくること
が課題です。

誰もが安心して結婚・子育てができ、子どもはのびのびと成長できる「まち」になるために、個人のライフスタイ
ルに合わせて結婚から子育てまでの必要な支援を受けられるよう、「ひと」の意識の醸成と「まち」の仕組み
を早急につくることが課題です。

少子化や核家族化などで子育て環境は真庭市でも変化していますが、認定こども園の整備など時代の変
化に応じた子どものための子育て・家庭教育環境の充実が十分に進んでいません。

少子化や核家族化などで子育て環境は真庭市でも変化しており、多様なニーズに応じた子どものための就
学前教育の環境を充実させることが必要です。

 これまでも地域に開かれた学校づくりを推進してきましたが、各地域の力を学校教育に十分に生かせていま
せん。子どもにとって学校は、生きる自信と力を養う大切な場所です。そのため、学校教育行政は長期的
な展望と見通しを持ち、学校の規模と機能も質と量を考えていく必要があります。 豊かな自然環境を子育
 てや教育に生かしていくことも重要です。

地域に開かれた学校づくりを推進してきた成果として、学校の経営方針に地域の人たちが参画している学
校（コミュニティスクール）もあります。子どもにとって学校は、生きる自信と力を養う大切な場所です。子ど
もと地域と学校と共に育つまちを目指していくために、長期的な展望と見通しを持ち、学校の規模と機能に
ついて量と質の両面から、地域が学校運営に参画していく必要があります。

豊かな人生をおくるためにはだれもが学ぶことが大切ですが、都市部と比べその機会が少ない状況です。ま
た市民の関心の多様化には行政主体の事業だけでは対応できていません。
図書館の蔵書数と年間貸出し数は県内でも非常に低く、年間利用率も県内平均を下回っています。

経済的な困窮だけでなく精神的、文化的にも貧困なために、自信を失いかけ自分の可能性を見失う人を
生み出す「社会の貧困化」が進行しています。
豊かな人生をおくるためには誰もが学べることが大切ですが、本市は都市部と比べその機会が少ない状況
です。また市民の関心、学習ニーズの多様化には行政主体の事業だけでは対応できていません。
図書館の施設整備は全て終了し、蔵書数・年間貸出冊数とも年々増加してきていますが、図書館利用
者カードの登録者数は真庭市人口の約3割と依然として低い水準にとどまっています。
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現行計画 改訂案
施策の方向性と目標

●子どもの人権

●生むこと・育てること（生み育てやすい環境づくり）

●就学前の子育て・家庭教育の支援
■認定こども園の設置など、市内のどこに住んでも子どものための就学前教育が受けやすい環境整備を進
めます。

■認定こども園の充実を図り、市内のどこに住んでも子どものための就学前教育が受けやすい環境づくりを
進めます。
■「ふるさと真庭」の豊かな自然を活かしたさまざまな体験活動ができる場づくり・環境づくりを進めます。

■子どもが誇りと意欲を持つために、家庭や地域の中で、生きることの心地よさや誇らしさを感じ自分が大
切な存在であることと自分の可能性を実感することができる子育て・教育環境を整備します。
■ 子どもの権利を保障するために、人権侵害から子どもを守るだけでなく、地域の中で自信を持って生きる
 ことができるよう子どもを権利の主体として尊重することが必要です。虐待やいじめ、差別などによって苦しみ
悩んでいる子どもの発するサインを見逃さず、相談、見守り、支援体制の充実を図ります。
■ 貧困のない、貧困の連鎖を断つ社会の実現は、子どもに対する社会全体の責任です。地域で子どもを
育てる仕組みと学ぶ意欲を応援する体制をつくることで、すべての子どもが安心して生きられる将来へつなげ
ます。

■のびのびと心豊かに意欲をもって生活する子どもの育成のため、３つの力（学ぶ力・生活する力・関わる
力）を獲得できる子育て・教育環境を整備します。
■虐待やいじめ、差別などによって苦しみ悩んでいる子どもの発するサインを見逃さず、相談、見守り、支援
を行い切れ目のない支援体制の構築を図ります。

■貧困の連鎖を断つ社会の実現は、子どもに対する社会全体の責任です。経済的格差を是正するなど、
子どもの学ぶ意欲を応援し、地域で子どもを育てる仕組みをつくることで、すべての子どもが安心して生きら
れる将来へつなげます。
■共生社会を実現していくとともに、障がいのあるなしに関わらず、能力や可能性を育んでいくために、イン
クルーシブ教育を基本として、さまざまな段階での多様な学びの場づくりを進めていきます。

■ライフスタイルに合わせた「生むこと・育てること」の支援を受けられるよう、従来の固定的な役割分担や就
業の考え方を変え、互いのライフスタイルを尊重した市民意識の醸成に真庭市全体で取り組みます。特
に、ワーク・ライフ・バランスに対する地域や社会の理解を深めるための啓発活動を進め、市役所が率先して
ライフスタイルを尊重した働き方の制度を導入します。
■「生むこと・育てること」への支援の充実に「まち」全体で取り組み、子どもを地域ぐるみで見守り、育むため
の支援体制を整備することで、出産・子育て・教育の各段階で親子が安心して生活できる環境づくりを進
めていきます。

■ライフスタイルに合わせた結婚から子育てまでの必要な支援を受けられるよう、従来の男女間や世代間
での固定的な役割分担の観念や就業に対する考え方を変え、互いのライフスタイルを尊重した市民意識
の醸成に真庭市全体で取り組みます。特に、ワーク・ライフ・バランスに対する地域や社会の理解を深めるた
めの啓発活動を進め、市役所が率先してライフスタイルを尊重した働き方の制度を導入します。
■「生むこと・育てること」への支援の充実に「まち」全体で取り組み、子どもを地域ぐるみで見守り、育むため
の支援体制を整備することで、結婚・妊娠・出産・子育て・教育の各段階で親子が安心して生活できる環
境づくりを進めていきます。
■若い頃から、自分のライフプランを描くことができるよう、結婚・妊娠・出産などの正しい知識の普及啓発
を行い、結婚支援、女性の活躍支援などにより、女性が真庭市に住み続け、子どもを生み育てていく選択
肢を広げていきます。
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現行計画 改訂案
●地域と連携した学校教育（子どもの可能性を最大限伸ばせる環境づくり）

●生涯にわたる学習環境の整備（学習・教育の価値）

■自立的な子育て支援団体を地域に育成し、学校・家庭・地域の連携を強化することで、子どもが地域
活動に参画し役割を担うなど「参加型民主主義」の実践や、地域の力を学校に取り入れ開かれた学校教
育環境を整備します。
■学校教育を地域に積極的に公開し情報を発信するとともに、地域の文化や歴史を教材にした学習を
進めていきます。
 ■学齢期にふさわしい学力と集団性を培うための学校運営を行い、学校教育の質を上げ、真庭市でそし
 て日本や世界で生きていく「ひと」を育みます。また、テストでは測れない「生きる力」をつけるための多様な
 学びを実践します。

■真庭市の教育の強みを生かした学校教育の長期的な展望と見通しを持ち、学校の規模と機能の質と
量を市民と一緒に考えていきます。
 ■「もりのようちえん」のような自然環境を生かした体験学習や、地域の熟年者とのふれあいを通じて地域
 の歴史、文化、仕事、暮らしを学ぶことで、地域に愛情を持つことのできる「ひと」を育てていきます。

■地域に開かれた学校から一歩先へ進み、地域としてどのような子どもを育てるのか、何を実現するのか目
標やビジョンを地域住民と共有し、地域と一体となって子どもを育む「地域とともにある学校」づくりを進めて
いきます。
■「地域とともにある学校」づくりを目指して、コミュニティ・スクール（学校運営協議会を導入した学校）へ
の指定を推進します。

■真庭の川や森、草原など豊かな自然や人を教材として、地域を「学びのフィールド」と位置づけ、地域で
学び、地域に誇りをもち、地域と共に元気になる郷育（ふるさと学習）を推進します。
■GIGAスクール構想事業により、「誰一人取り残さない、学び続ける子どもの育成」を目指し、ICT機器
を活用した故郷学習の情報発信を進めていきます。
■真庭市の教育の強みを活かした学校教育の長期的な展望と見通しを持ち、学校の規模と機能につい
て、質と量の両面から市民と一緒に考えていきます。

■市内高等学校との連携・参画を強化し、地域に愛着を持ち、郷土愛を育む教育を推進します。また、
高等学校の魅力向上に積極的に取り組みます。

■だれもが、「学ぶ楽しさ」「知るよろこび」「実践する面白さ」を実感し、好奇心と創造性を育むことができる
よう、市民や団体、事業所などの学習事業の連携情報や発信を進め、多様な学習機会の提供を支援し
ます。

■ 「本の香りがするまちづくり」を目標に、地域の特長を生かした図書館づくりに取り組み、質の向上と市内
外の関連施設との連携を進め、学ぶ環境の質の向上と機会提供を図ります。

■一人ひとりに丁寧に向かい合い、いろいろな人が関わることができる真庭市の地域コミュニティの力を活か
し、「ひと」の横のつながりを培う中で、「ひと」がもつ可能性をより大きく育てます。【協育】
■真庭市の自然や風土の中での体験や経験を通じて、ふるさとに対する愛情と誇りを育てます。【郷育】
■ひとの縁とふれあいがある「まち」の特長を活かし、互いに認め合い、心を通わせ、感動しあい、共鳴しな
がら、一人ひとりがそれぞれ違う個性と能力を伸ばしあいます。【響育】
■市民一人ひとりが精神的・物理的活動の質を高めることにより価値人口を維持し、人口減少の中でも
社会的課題を解決していくために、ＥＳＤの観点を取り入れた学びの場・実践の場を提供していきます。
■誰もが、「学ぶ楽しさ」「知るよろこび」「実践する面白さ」を実感し、好奇心と創造性を育むことができるよ
う、市民や団体、事業所などの学習事業の連携情報や発信を進め、多様な学習機会の提供を支援しま
す。
■市民が学習や地域活動を行う総合的な施設である社会教育関連施設について、市民と話し合いなが
らその運営や機能の充実を進めます。
■図書館が地域自治の拠点として機能し、地域の特長が活かされるように、市民や学校、市内外の関連
団体等と連携して学ぶ環境の質の向上と機会提供を進めます。
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現行計画 改訂案
ひと
●子どもが辛いときや苦しいときに、だれかに伝えることができる ●子どもが辛いときや苦しいときに、誰かに伝えることができる
●学校教育を支援し、参加する ●就学前教育や学校教育を支援し、参加する
まち
●「生むひと・育てるひと」を地域で支える ●結婚・妊娠・出産・子育てを行うひとを地域で支える
市役所
●「生むこと・育てること」の支援を市全体で考え、話し、実施することを進める ●結婚・妊娠・出産・子育てに関する支援を市全体で考え、話し、実施することを進める
●地域の個性を生かした子育て・教育を支援する ●地域の個性を活かした子育て・教育を支援する
実施のための政策体系

図書館基本構想 図書館基本構想・計画
文化振興計画 文化芸術推進計画

小・中学校給食施設整備計画

連携する施策
第2項　生活の中で文化を楽しむ 第2項　生活の中で文化を楽しむ（文化・芸術・スポーツ）

現状と課題
●多彩な文化のあるまちづくり 削除

●生涯を通じた心と体の健やかさを生み出すスポーツの振興 削除

教育振興基本計画 生涯学習基本計画 教育振興基本計画 生涯学習基本計画

学校適正配置方針 小・中学校適正配置実施計画

文化やスポーツは、楽しみながら健康を維持し、地域や仲間の連帯感の醸成、生きがいの源となり、心豊
かな「真庭ライフスタイル」の実現に寄与します。

文化・芸術やスポーツは、楽しみながら健康を維持し、地域や仲間の連帯感の醸成、生きがいの源とな
り、心豊かな「真庭ライフスタイル」の実現に寄与します。

市内各地で伝承されてきた伝統芸能・行事は、地域生活に浸透し参加できる機会が多いものの、少子
高齢化により保存継承が困難になりつつあります。
民間も含めた文化事業の提供が限られており、優れた芸術文化に気軽にふれる機会が都市部に比べ少
なく、市外に鑑賞する機会を求めるなど、時間的経済的負担が必要になるため、芸術文化に対する関心
が高まりにくい状況です。特に子どもにはその機会が少なく、子どもたちののびやかな育ちのためには十分とは
いえません。
 図書館や美術館などの文化の拠点となる施設が少なく、市民の創造性と好奇心にはたらきかける場づくり
が進んでいません。

市内各地で伝承されてきた伝統芸能・行事は、地域生活に浸透し参加できる機会が多いものの、少子
高齢化により保存継承が困難になりつつあります。
民間も含めた文化事業の提供が限られており、優れた芸術文化に気軽にふれる機会が都市部に比べ少
なく、市外に鑑賞する機会を求めるなど、時間的経済的負担が必要になるため、芸術文化に対する関心
が高まりにくい状況です。特に子どもにはその機会が少なく、子どもたちののびやかな育ちのためには十分とは
いえません。
美術館や博物館などの文化・芸術の拠点となる施設が少なく、市民の多様な文化・芸術ニーズに十分に
こたえることができておらず、加えて、図書館も含めてその所蔵する文化芸術に関する地域郷土資料の活
用が十分になされていません。
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現行計画 改訂案
施策の方向性と目標

●多彩な文化のあるまちづくり（文化・芸術の価値）

●生涯を通じた心と体の健やかさを生み出すスポーツの振興

ひと
まち
市役所
実施のための政策体系
教育振興基本計画 文化振興計画 教育振興基本計画 文化芸術推進振興計画 スポーツ推進計画

障がい者計画

連携する施策
障がい者福祉

地域福祉計画 障がい者計画 地域福祉計画
障がい福祉計画・障がい児福祉
計画

■伝統文化や芸術文化は地域に対する誇りと豊かな人間性を育むと同時に、創造的な活動へつながりま
す。生活と「まち」を魅力あるものにするため、市民と一緒に生活の中にある文化を育てていきます。
■今まで育み受け継がれてきた文化資源を、地域生活の中で次世代に引き継ぎ、真庭市内外に発信し
交流につなげていきます。
■自然環境の中から育まれる文化や芸術を日常生活の中で感じられるような「まち」を目指し、市民の自
主的な活動を支援します。

■多彩な文化・芸術にふれあうことのできる「文化のかおり」がする魅力ある「まち」づくりの中で、「真庭ミュー
ジアム（仮）」など文化と芸術の拠点について市民と一緒に考えます。
■市内の図書館の質と連携の向上や「まちかど図書館（仮）」など、本や文化・芸術がいつでもだれでも
楽しめる機会をつくります。

■伝統文化や芸術文化は地域に対する誇りと豊かな人間性を育むと同時に、創造的な活動へつながりま
す。生活と「まち」を魅力あるものにするため、市民と一緒に生活の中にある文化を育てていきます。
■今まで育み受け継がれてきた文化資源を、地域生活の中で次世代に引き継ぎ、真庭市内外に発信し
交流につなげていきます。
■自然環境の中から育まれる文化や芸術を日常生活の中で感じられるような「まち」を目指し、市民の自
主的な活動を支援します。
■時代の変化に沿った、一人ひとりの個性を尊重できる新感覚の文化・芸術の創造に取り組んでいきま
す。
■文化・芸術には、個性を表現する人と個性を受け入れ、その価値に共感できる多様性を認める社会が
必要です。文化・芸術が花開く「まち」をつくるために、異なる文化や新しい価値観、違いを理解し受け入る
許容性のある共生社会の推進を図ります。
■多彩な文化・芸術にふれあうことのできる「文化のかおり」がする魅力ある「まち」づくりの中で、「真庭ミュー
ジアム（仮）」など文化と芸術の拠点について市民と一緒に考えます。
■図書館・博物館・公民館などの市内の施設と市民が協働・連携し、文化・芸術に関する地域・郷土資
料の収集・記録・デジタル化と利活用を進めます。

■スポーツは生涯を通じた心と体の健やかさを生み出します。市民だれもが状況や年齢に応じて気軽にス
ポーツに関わり楽しむことができる環境づくりを進めます。
■スポーツに関する情報発信を充実させ、スポーツ団体や市民団体の活動を支援します。

■スポーツを支える人や教える人を養成し、すそ野を広げるだけでなく、競技アスリートの育成にも取り組み
ます。
■障がい者スポーツは、自立に向けて自分の残った機能を磨き介護予防するだけでなく、生きがいや地域
とのふれあいをつくる機会を提供します。障がい者の生活の質の向上を、地域全体で支援します。

■スポーツは生涯を通じた心と体の健やかさを生み出します。障がいの有無に関係なく、市民誰もが状況
や年齢に応じて気軽にスポーツに関わり楽しむことができる環境づくりを進めます。
■スポーツに関する情報発信を充実させ、新しく設立したスポーツ振興団体や総合型スポーツクラブなどの
団体との連携により、さらに充実した活動が出来るよう支援します。
■スポーツを支える人や教える人を養成し、すそ野を広げるだけでなく、競技アスリートの育成にも取り組み
ます。
■障がい者スポーツは、自立に向けて自分の残った機能を磨き介護予防するだけでなく、生きがいや地域
とのふれあいをつくる機会を提供します。障がい者の生活の質の向上を、地域全体で支援します。
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現行計画 改訂案
第２項　安心な生活を地域で支え合う（健康・福祉） 第３項　安心な生活を地域で支え合う（健康・福祉）

現状と課題
●地域福祉 削除

●健康づくり 削除

●高齢者福祉・障がい者福祉 削除

●生活支援 削除
施策の方向性と目標

●地域福祉

●健康づくり

「ひと」が健康に関心を持ち、健康寿命を延ばすこと。子どもから大人、 高齢者・熟年者、障がい者、一人
ひとりが互いを尊重する気持ちを育むこと。「ひと」が地域の中で支え合うこと。これが、だれもが安心して生
活できる「まち」に大切なことです。

「ひと」が健康に関心を持ち、健康寿命を延ばすこと。子どもから大人、熟年者、障がい者、一人ひとりが互
いを尊重する気持ちを育むこと。「ひと」が地域の中で支え合うこと。これが、誰もが安心して生活できる「ま
ち」に大切なことです。

地域の相互扶助などの機能が失われつつある一方、高齢化など地域の課題は大きくなっています。地域
生活の質の向上のため、地域を中心とした健康づくりや支え合いを充実させる必要があります。現在も一
人暮らしの高齢者や障がい者の生活支援を地域ぐるみで行っていますが、一層の取り組みの充実が求めら
れます。

地域の相互扶助などの機能が失われつつある一方、高齢化など地域の課題は大きくなっています。地域
生活の質の向上のため、地域を中心とした健康づくりや支え合いを充実させる必要があります。現在も一
人暮らしの熟年者や障がい者の生活支援を地域ぐるみで行っていますが、一層の取り組みの充実が求めら
れます。

生活習慣病の増加やがん検診・健康診査受診率の低さなど、市民の健康管理意識に課題がある一方、
高齢化が進み健康を維持する意識が高まっています。人口減少にもかかわらず医療の高度化等により、
１人あたりの医療費は増加傾向にあります。過度のストレスなど様々な要因による自殺やひきこもりがあ
り、心の健康づくりは喫緊の課題です。
他の中山間地域同様に医療機関が少なく、診療科目も限定されています。

生活習慣病の増加やがん検診・健康診査受診率の低さなど、市民の健康管理意識に課題はあるが、一
方で熟年者の健康を維持する意識は高まっています。
人口減少にもかかわらず医療の高度化等により、１人あたりの医療費は増加傾向にあります。
過度のストレスなど様々な要因による自殺やひきこもりがあり、心の健康づくりは喫緊の課題です。
他の中山間地域同様に医療機関が少なく、診療科目も限定されています。

要介護認定率及び介護給付費が上昇し、認知症高齢者も増加傾向にあります。
複雑な社会環境で、年齢、障がいの有無等で生活のしづらさが感じられます。特に、障がい者等が地域の
中で共生できる社会の体制整備が不十分です。

要介護認定率及び介護給付費が上昇しており、認知症の方が増加傾向にあります。
複雑な社会環境で、年齢、障がいの有無等で生活のしづらさが感じられます。特に、障がい者等が地域の
中で共生できる社会の体制整備が必要です。

■「自立への努力（自助）」「地域の支え合いの仕組みによる福祉活動（共助）」及び「自立支援に向
けた健康福祉施策（公助）」が相互に連携した地域福祉を推進し、だれもが生活しやすい「まち」をつくり
ます。

■「自立への努力（自助）」「地域の支え合いの仕組みによる福祉活動（共助）」及び「自立支援に向
けた健康福祉施策（公助）」が相互に連携した地域福祉を推進し、誰もが生活しやすい「まち」をつくりま
す。

■熟年者の社会参加を生きがいづくり・健康づくり（健康寿命の延伸）につなげ、地域で自立した生活を
おくることができる「まち」づくりを進めます。
■家庭と地域が連携した、体と心の健康づくりを進めます。
■市民、地域、市役所が一体となり、心身の健康づくりを推進し、各種健（検）診や人間ドックの受診
率を高め、健康寿命を延ばします。また、教育と連携し、子どもが心身ともに健全に成長する支援を推進
します。
■医師や医療、介護の確保、質の向上のため、医師会等関係機関と連携した政策的医療体制づくり
と、病院や介護事業所等医療・介護の社会資源の有効活用を推進します。
■予防の推進や適切な医療受診と投薬等への理解と啓発を進め、医療資源を大切に使う「まち」づくりを
進めます。
■国民健康保険制度と現状について市民の理解を進め、国民健康保険事業の健全な運営を進めてい
きます。

■地域住民の社会参加を生きがいづくり・健康づくり（健康寿命の延伸）につなげ、地域で自立した生
活をおくることができる「まち」づくりを進めます。
■家庭と地域が連携した心と身体の健康づくりを進めます。
■市民、地域、市役所が一体となり、心身の健康づくりを推進し、各種健（検）診や人間ドックの受診
率を高め、健康寿命を延ばします。また、教育と連携し、子どもが心身ともに健全に成長する支援を推進
します。
■医師や医療、介護の確保、質の向上のため、医師会等関係機関と連携した政策的医療体制づくり
と、病院や介護事業所等医療・介護の社会資源の有効活用を推進します。
■予防の推進や適切な医療受診と投薬等への理解と啓発を進め、医療資源を大切に使う「まち」づくりを
進めます。
■国民健康保険制度と現状について市民の理解を進め、国民健康保険事業の健全な運営を進めてい
きます。
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現行計画 改訂案
●高齢者福祉・障がい者福祉

●生活支援

ひと
まち
市役所
実施のための政策体系

連携する施策
市民生活相談

■生活総合相談窓口を通じて市役所全庁が連携し、市民生活の充実につなげます。
■生活保護制度の適正実施に努め、受給者の自立支援（就労支援等）に取り組むほか、生活保護
受給者にならないための相談体制の強化や自立支援など連携した支援体制を構築します。

■生活総合相談窓口を通じて市役所全庁が連携し、市民生活の安全安心につなげます。
■生活保護制度の適正実施に努め、受給者の自立支援（就労支援等）に取り組むほか、生活に困り
ごとや不安を抱えている場合に支援員が一緒にプランを作成し、自立に向けた支援を行う生活困窮者自
立支援事業とも連携し、包括的な相談支援体制を構築します。

地域福祉計画 地域福祉計画健康づくり計画（健康まにわ
21）

まにわ食育・健康づくり計画

 ■介護予防や適切な支援により、「まち」全体の介護負担の抑制につなげます。
■地域包括ケアシステムを構築（医療と介護の連携等）し、一人暮らし、認知症、要介護等の高齢者
が適切な支援を受けながら地域でくらせる体制づくりを行います。

■障がい者等が住み慣れた地域で自立した生活がおくれるよう、従来から行われてきた地域での見守り活
動などの縦軸と、市民活動による支え合いなどの横軸が連携し、ハード、ソフトの両面からバリアフリーの社
会を実現します。
■障がい（身体、知的、精神）への理解をより一層深め、差別や偏見のない社会を実現します。
■障がい者制度改革の動向に注視しながら、自立に向けて当事者の視点に立ったサービスを提供しま
す。

■地域包括ケアシステムを構築（医療と介護の連携等）し、一人暮らし、認知症、要介護等の熟年者
が適切な支援を受けながら住みなれた地域で安心して暮らし続けることができる体制づくりを進めていきま
す。
■障がい者等が住み慣れた地域で自立した生活がおくれるよう、従来から行われてきた地域での見守り活
動などの縦軸と、市民活動による支え合いなどの横軸が連携し、ハード、ソフトの両面からバリアフリーの共
生社会を実現します。
■障がい（身体、知的、精神）への理解をより一層深め、差別や偏見のない共生社会を実現します。
■障がい者制度改革の動向に注視しながら、自立に向けて当事者の視点に立ったサービスを提供しま
す。
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総合計画改訂　新旧対照表（第５節　多彩で循環性のある持続可能なまち）
現行計画 改訂案

第５節　多彩で循環性のある持続可能なまち 第５節　多彩で循環性のある持続可能なまち

第１項　多彩な地域の個性を育てる 第１項　多彩な地域の個性を育てる

現状と課題
●移住・定住の促進 削除

●地域主体・地域特性・地域資源の活用と情報発信 削除

●自然環境と里山風景 削除
施策の方向性と目標

●移住・定住の促進（関係人口）

多彩な「まち」になるには、地域資源（もの、ひと、歴史、文化など）の 再発見や創出が必要です。個性あ
る地域をつくり、地域資源が真庭市内で付加価値を付ける「回る経済」 の中で「しごと」づくりができていきま
す。多彩で、ライフスタイルに応じた「しごと」ができる「まち」を目指します。

多彩な「まち」になるには、地域資源（もの、ひと、歴史、文化など）の創出や活用が必要です。個性ある
地域をつくり、地域資源に付加価値を付ける「回る経済」で「しごと」づくりができていきます。一人ひとりのラ
イフスタイルに応じた「しごと」ができる多彩な「まち」を目指します。

多彩で豊かな「まち」で、それぞれの市民が、自分にあった生活を実現しています。さらに豊かな生活を実現
するために、自然、文化、歴史などの財産を維持保全し、伝承していく必要があります。そして、真庭が誇
る美しい里山を舞台に、市内外の「ひと」が交流し、定住へとつなげていきます。

多彩で豊かな「まち」で、それぞれの市民が、自分にあった生活を実現しています。さらに豊かな生活を実現
するために、自然、文化、歴史などの財産を維持保全し、承継していく必要があります。そして、真庭が誇
る美しい里山を舞台に、市内外の「ひと」が交流し、地域や地域の人々と継続的に多様な形で関わる関
係人口を増やし、定住へとつなげていきます。

急速な人口減少と高齢化が進んでおり、人口の年齢構成を安定化し、持続可能な市の経営を行うことが
最重要課題です。市内外に対するPR 不足や移住者を 積極的に受け入れる意識も低調で、移住・定住
が進んでいません。

高齢化と急速な人口減少が進む現状において、バランスの取れた年齢構成を実現し、持続可能な市の
経営を行うことが最重要課題です。市内外に対するPRや移住者を受け入れる意識の不足により、移住・
定住が進んでいません。また、真庭市で育った若者のＵターンも進んでいません。

歴史、文化などによる地域のつながりや 個性、恵まれた自然環境などの価値や外部からの評価が、十分に
市民に知られていないことも多く、資源やつながりを生かした連携や付加価値をつけていく循環が進んでいま
せん。また、まちぐるみの情報発信体制や意識が弱く、地域の魅力を市外へ十分に発信できていません。

歴史・文化などによる地域のつながりや恵まれた自然環境などの価値、また外部からの高い評価などが、十
分に市民に知られていないことも多く、資源やつながりを活かした連携や付加価値をの創造が進んでいませ
ん。また、まちぐるみの情報発信体制や意識が弱く、地域の魅力を市外へ十分に発信できていません。

■交流定住センターを充実し、地域住民の思いと移住・定住者をつなぎ、受け入れる環境を育てることに
日常的に取り組む人材を確保し、市外からの移住者を地域ぐるみで支援していきます。
■就業や教育・子育て支援の充実、ライフスタイルの提案など、生活の魅力を向上させ、流出人口の減
少を図るとともに交流人口の増加から定住へとつなげていきます。

■交流定住センターを充実し、地域住民の思いと移住・定住者をつなぎ、受け入れる環境を育てることに
日常的に取り組み、関係人口を増やし、移住者には地域ぐるみで支援していきます。
■就業や教育・子育て支援の充実、ライフスタイルの提案など、生活の魅力を向上させ、流出人口の減
少を図るとともに関係人口の増加から定住へとつなげていきます。
■高校卒業後に真庭へ残ることを希望する若者やＵターンを希望する若者を増やすために、生活しやすい
環境（奨学金、市内での就職支援等）を整えます。
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現行計画 改訂案
●地域主体・地域特性・地域資源の活用と情報発信（「回る経済」との連携）

●自然環境と里山風景の継承と再生

ひと
●地域や地域の人々と継続的に多様な形で関わる人（関係人口）を受け入れる
●真庭に愛着を持つ若者を大切にする

●人と自然の関わり方を意識し、環境負担の低い生活を模索する ●人と自然の関わり方を意識し、生活の中で環境負担の低い賢い選択を行う

まち
市役所

●真庭に愛着を持つ若者を支援する
●地域特性を生かした施策を実施する ●地域特性を活かした施策を実施する
実施のための政策体系
教育振興基本計画 文化振興計画 教育振興基本計画 文化芸術推進計画

広聴広報基本計画（仮称） シティプロモーション計画 広聴広報基本計画 シティプロモーション計画
情報化計画

森林整備計画 森林整備計画
観光振興計画 観光振興計画 観光戦略

農業振興地域整備計画書

交流定住推進計画 交流定住推進計画

経済産業ビジョン（仮称） 経済産業ビジョン

■真庭市の自然、歴史、文化などを見つめ直し、維持保全し、伝承し、地域資源を生かした魅力的なラ
イフスタイルを提案していきます。
■「ひと」と「ひと」、地域と地域の交流により、互いの魅力を認め合うことで、各地域にあった魅力的なライフ
スタイルが市民の手でつくられていくよう支援します。
■地域資源を見つめ直し、「掘り起こし（発掘・創出）」や「磨き」「連携（組み合わせ）」により、地域の
活性化を進めます。
■地域の強みや誇りなどの情報を集め、真庭市の生活の魅力として発信します。
■「ひと」と「市役所」が、交流や連携を通じ真庭市への誇りや愛情を持ち、一体となってさまざまなメディア
を活用した情報発信に取り組みます。

■真庭市の自然、歴史、文化などを見つめ直し、維持保全し、伝承し、地域資源を活かした魅力的なラ
イフスタイルを提案していきます。
■「ひと」と「ひと」、地域と地域の交流により、互いの魅力を認め合うことで、各地域にあった魅力的なライフ
スタイルが市民の手でつくられていくよう支援します。
■地域資源を見つめ直し、「掘り起こし（発掘・創出）」や「磨き」「連携（組み合わせ）」により、地域の
活性化を進めます。
■地域の強みや誇りなどの情報を集め、真庭市の生活の魅力として発信します。
■「ひと」と「市役所」が、交流や連携を通じ真庭市への誇りや愛情を持ち、一体となってさまざまなメディア
を活用した情報発信に取り組みます。
■地域資源をより有効に活かすため、　民間企業とのパートナーシップを構築し、持続的な経済活動の支
援に取り組みます。

■自然環境や里山風景を将来に継承していくため、里山の担い手を育成していきます。 ■自然環境や里山風景を将来に継承し、活かしていくためのESDを踏まえた里山保全の担い手育成を
行います。
■環境をコンセプトの柱とした新たなブランド構築により、都市住民や企業との経済交流につなげていきま
す。
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現行計画 改訂案
第2項　地域資源を生かした「回る経済」を確立する 第2項　地域資源を活かした「回る経済」を確立する
現状と課題
●経済産業ビジョン（仮称）の策定 削除

●循環性・自給性のある経済、地域資源の活用 削除

●雇用・起業・CB（コミュニティビジネス）SB（ソーシャルビジネス）など魅力ある「しごと」づくり 削除

●「ワーク・ライフ・バランス」・就業環境の整備 削除

真庭市の経済産業の全体像と可能性、方向性を示し、将来戦略を市内全体で共有しながら、効果的で
効率的な施策の連携を行っていく必要があります。移住定住や市外企業の誘致、地域産業に対する的
確な支援や働きかけ、水道や道路などの社会資本整備、雇用や起業促進などの就業環境整備を進める
ためにも「経済産業」に関する基本方針・ビジョンの確立が急務となっています。

真庭市の経済産業の全体像と可能性、方向性を示し、将来戦略を市内全体で共有しながら、効果的で
効率的な施策の連携を行っていく必要があります。移住定住や市外企業の誘致、地域産業に対する的
確な支援や働きかけ、光ケーブルや水道、道路などの社会資本整備、雇用や起業促進などの就業環境
整備を進めるためにも「経済産業」に関する基本方針・ビジョンの実体化が求められます。

高齢化と若年層の流出が進み、年齢やスキル、職種など企業の求人条件と市内の 人材・求職者とのアン
マッチも見られ、人材育成も含めた総合的な雇用環境整備が必要です。地域産業では、後継者不在な
どによる店舗数や事業所数の減少が進行する一方で、 個人の起業や小さな商い、地域貢献や「つとめ」の
「しごと化」がまだまだ不十分でCBSBの起業が少なく、地域の停滞につながりつつあります。

高齢化と若年層人口の流出が進み、地場企業の求人条件と市内の求職者とのアンマッチも見られ、人材
育成も含めた総合的な雇用環境整備が必要です。地域産業では、後継者不在などによる店舗や事業
所の数が減少する一方で、小さな商い、地域貢献や「つとめ」の「しごと化」がまだまだ不十分でCB（コミュ
ニティビジネス）SB（ソーシャルビジネス）の起業も少なく、地域の停滞につながりつつあります。

地域で生産された「モノ（農林畜産物や工業製品など）」を市外に回し「域内所得」を増やす仕組みとあ
わせて、地域内で回し付加価値を付ける仕組みと「カネ」を回す動きが全般に弱い面があります。また、生
産される「モノ」自体も固定化し、市内の消費活動が停滞しています。現在、バイオマス発電など地域資源
を生かした長期的な取り組みが成果を生み始めています。地域の強みを生かした次世代の活力につながる
産業育成をすることが課題です。
また、農林畜産業は、産業構造の変化や高齢化による担い手の減少などにより、産業としての力、生業・
就業の受け皿としての基盤が弱体化してきました。さらに、農用地や山林の手入れが滞り、里山としての自
然・生活環境の保全や地域文化の継承が困難になりつつあります。

地域で生産された「モノ（農林畜産物や工業製品など）」を市外に回し「地域総生産額」を増やす仕組
みとあわせて、地域内で回し付加価値を増す仕組みと「カネ」を回す動きが全般に弱い面があります。また、
生産される「モノ」自体も固定化し、市内の消費活動が停滞しています。現在、バイオマス発電など地域資
源を活かした長期的な取り組みが成果を生んでいます。地域の強みを活かした次世代の活力につながる
産業を育成することが課題です。
また、農林畜産業は、産業構造の変化や高齢化による担い手の減少などにより、産業としての力、生業・
就業の受け皿としての基盤が弱体化してきました。さらに、農用地や山林の手入れが滞り、里山資源として
の自然・生活環境の保全や地域文化の継承も困難になりつつあります。

だれもが生きがいを持って働き、生み育て、生活を維持していくためには、「仕事」の持つ経済的基盤と豊か
なライフスタイル実現の二つの価値をみんなが認め合い、実現できる環境づくりが必要です。特に、女性や
熟年者、障がい者などだれもがそれぞれの状況やライフスタイルに応じた働き方のできる就業環境の整備が
遅れています。

誰もが生きがいを持って働き、生み育て、生活を維持していくためには、経済的基盤である「仕事」と豊かな
ライフスタイル実現の双方の価値をみんなが認め合い、実現できる環境づくりが必要です。特に、女性や熟
年者、障がい者などだれもがそれぞれの状況やライフスタイルに応じた働き方のできる就業環境の整備が遅
れています。
一方、情報技術分野の発達により、地方と都市との距離が縮まっていることから、スキルや知識があれば仕
事を持つことが可能になりました。
特にポストコロナの時代ではテレワークが進み、田舎の住環境は大きな強みとなりつつあります。
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現行計画 改訂案
施策の方向性と目標

●経済産業ビジョンの活用

●循環性・自給性のある経済、地域資源の活用

●雇用・起業・CB（コミュニティビジネス）/SB（ソーシャルビジネス）など魅力ある「しごと」づくり
（「地域づくり」との連携）

■真庭市の地域資源や文化の現状の強み弱みを分析し、真庭市に適している経済産業の方向性や将
来の経済産業をつくる戦略を示すものとして、市民とともに「経済産業ビジョン（仮称）」を策定します。

■真庭市の地域資源や文化の現状と強み弱みを分析し、真庭市に適している経済産業の方向性や将
来の経済産業をつくる戦略を示すものとして、市民とともに「経済産業ビジョン」を改定します。

■原木の製材加工とバイオマス発電、液肥化施設、農業の６次産業化のように、市内で生産された地
域資源を組み合わせて付加価値を付け、市内外で「モノ」と「カネ」が「回る経済」をつくります。

■市内消費の受け皿、市外からの来訪者の消費の獲得に必要な商業地 として中心市街地の形成と地
域生活に必要な地域拠点の整備を市民協働で進めます。

■伝統的産業の継承や新しい伝統の創出を支える仕組みづくりに取り組む地域や事業者を支援します。
■食料やエネルギーなどの高い自給率や豊かな地域資源、多彩性といった真庭市の強みを生かし、次世
代につながる地域経済の連携と新たな産業づくりを進めます。
■地域資源と独自性が生かせる産業の育成のため、地域と事業者、大学など研究機関との連携をさまざ
まな形で進めます。
■地域内のエネルギー自給を目指すとともに、再生可能エネルギーを活用した産業づくりについて研究を始
めます。
■重要な基幹産業である農林畜産業の基盤強化と里山の生活文化を守るため、法人化支援や市内の
加工技術の進化による6次産業化、それに関連する就業や人的ネットワークづくり、真庭市場など出口確
保体制づくりを支援します。
■農林畜産物や景観、文化、伝統などの地域資源を組み合わせた新しい観光の取り組みを支援し、「回
る経済」の中の産業として強化します。

■原木の製材加工とバイオマス発電、液肥化施設、農業の６次産業化のように、市内で生産される地
域資源を組み合わせて付加価値を付け、市内外で「モノ」と「カネ」が「回る経済」をつくるとともに、地域生
産額を上げていきます。
■市内外消費の獲得に必要な商業地の形成と地域生活に必要な拠点整備を市民協働で進めます。

■市内循環経済を活性化する地産地消や域内消費を増やすための商業振興と合わせて、地域通貨を
課題解決の方策として、その有効性を検証します。
■伝統的産業の継承や新しい産業の創出を支える仕組みづくりに取り組む地域や事業者を支援します。
■食料やエネルギーなどの高い自給率や豊かな地域資源、多彩性といった真庭市の強みを活かし、次世
代につながる地域経済の連携と新たな産業づくりを進めます。
■地域資源と独自性が活かせる産業の育成のため、地域と事業者、大学など研究機関との連携をさまざ
まな形で進めます。
■地域内のエネルギー自給率１００％を目指すとともに、再生可能エネルギーを活用した産業づくりにつ
いて研究を始めます。
■重要な基幹産業である農林畜産業の基盤強化と里山の生活文化を守るため、法人化支援や市内の
加工技術の進化による6次産業化、それに関連する就業や人的ネットワークづくり、真庭市場など販路確
保・開拓を支援します。
■農林畜産物や景観、文化、伝統などの地域資源を組み合わせた新しい観光産業の取り組みを支援
し、「回る経済」の中の産業として強化します。

■雇用のアンマッチを解消するため、人材育成の支援、就業体験の機会や情報の提供を積極的に行いま
す。
■地域資源やそれぞれの個性・能力を生かした起業や「しごと」をしたい意欲を実現するために、人的支
援、融資制度などの情報提供を進めます。
■若い人にとって魅力的で熟年者には生きがいの感じられる「しごと」のある「まち」づくりを進めます。

■地域通貨など、市の経営への参画や地域貢献を評価し次の地域活動へと「つとめ」が連携・循環し、
「つながり」が生まれ育てる仕組みを市民と一緒につくっていきます。

■雇用のアンマッチを解消するため、人材育成の支援、就業体験の機会や情報の提供を積極的に行いま
す。
■地域資源やそれぞれの個性・能力を活かした起業や「しごと」をしたい意欲を実現するために、人的支
援、融資制度などの情報提供を進めます。
■若い人や女性にとって魅力的で熟年者には生きがいの感じられる「しごと」のある「まち」づくりを進めます。
■医療、福祉の分野に目を向けて、農福連携など熟年者や障がい者にとって働きがいのある「しごと」づくり
を進めます。
■地域通貨など、市の経営への参画や地域貢献を評価し次の地域活動へと「つとめ」が連携・循環し、
「つながり」が生まれ育てる仕組みを市民と一緒につくっていきます。
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現行計画 改訂案
●「ワーク・ライフ・バランス」・就業環境の整備

ひと
まち
●地域通貨による「回る経済」の仕組みをつくる ●地域通貨による「回る経済」について検証調査する
●性差や障がいの有無などに関係なく、「しごと」ができる就業環境をつくる ●性差や障がいの有無、年齢などに関係なく、「しごと」ができる就業環境をつくる
市役所
●だれもが「しごと」をしやすい環境づくりを支援する ●誰もが「しごと」をしやすい環境づくりを支援する
実施のための政策体系

農業振興地域計画書 農業振興地域整備計画書経済産業ビジョン（仮称） 経済産業ビジョン

■「生み・育てること」を安心して選び実現するためには、ライフステージに応じた就業に対する理解と支援が
必要です。特に、女性の就業や子育て家庭に対する理解を進め、地域や職場だけでなく「まち」全体での
支援体制をつくっていきます。
■ライフスタイルやライフステージ、状況などに合わせた多様な働き方ができるよう、フルタイムやパートタイム
といった従来型の働き方だけでなく、一時的な時短勤務や休業、複数の就業を前提とした働き方（半農
半Xなど）ができる環境を、事業者や就業者と一緒に考えつくっていきます。

■「だれもが働くこと（熟年者、女性、障がい者、外国人など）」の理解を深め、賃金や福利厚生も含め
た就業環境の質を事業者や市民とともに向上させていきます。

■「生み・育てること」を安心して選び実現するためには、ライフステージに応じた就業に対する理解と支援が
必要です。特に、女性の就業や子育て家庭に対する理解を進め、地域や職場だけでなく「まち」全体での
支援体制をつくっていきます。
■ライフスタイルやライフステージ、状況などに合わせた多様な働き方ができるよう、フルタイムやパートタイム
といった従来型の働き方だけでなく、一時的な時短勤務や休業、複数の就業を前提とした働き方（半農
半Xなど）ができる環境を、事業者や就業者と一緒に考えつくっていきます。また、テレワークなど時代に合っ
た働き方を推進します。
■「誰もが働くこと（熟年者、女性、障がい者、外国人など）」の理解を深め、賃金や福利厚生も含めた
就業環境の質を高め、真の共生社会の実現を進めます。
■農福連携やエッセンシャルワークの待遇改善など、誇りとライフスタイルの実現のための雇用労働政策に
可能な範囲で取り組みます。
■ディーセントワークとワークライフバランスの実践のため、特に女性の働く場の拡大と処遇改善を事業者に
働きかけます。
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総合計画改訂　新旧対照表（第６節　生活しやすく品格のある都市）
現行計画 改訂案

第６節　生活しやすく品格のある都市 第６節　生活しやすく品格のある都市

第１項　生活の安全安心を高める 第１項　生活の安全安心を高める

現状と課題
●安全安心のまちづくり 削除

●災害に強いまちづくり 削除

施策の方向性と目標
●安全安心のまちづくり

「ひと」の可能性と「まち」の多彩性を結び付けることで、「真庭ライフスタイル」が実現します。生活しやすく、
個性豊かで安全安心な都市がそれを助けます。人生を楽しむ文化と人口減少や高齢化に応じた品格の
ある「まち」を将来の真庭市民に引き継ぎます。

「ひと」の可能性と「まち」の多彩性を結び付けることで、「真庭ライフスタイル」が実現します。生活しやすく、
個性豊かで安全安心な都市がそれを助けます。人生を楽しむ文化と人口減少や高齢化に応じた品格の
ある「まち」を将来の真庭市民に引き継ぎます。

生活の安全安心を高めるためには、防災、防犯、環境に対する体制の充実と意識の向上が必要です。
「ひと」と「まち」、「市役所」がそれぞれの役割を果たすことで、真庭市が持続可能で安全安心な「まち」にな
ります。

生活の安全安心を高めるためには、防災、防犯、環境に対する体制の充実と意識の向上が必要です。
「ひと」と「まち」、「市役所」がそれぞれの役割を果たすことで、真庭市が持続可能で安全安心な「まち」にな
ります。

市民を取り巻く社会環境が多様化・複雑化し、真庭市でも子どもから高齢者までが巻き込まれる事件、
事故、消費者トラブルが増加しています。
重症以上の救急搬送における照会4回以上の割合は、真庭市は0.4％と非常に低く（全国3.9％）、
不断の努力によって救急時の安心が支えられていますが、医師不足等もあり、今後の救急医療受入体制
維持が困難になる可能性があります。

市民を取り巻く社会環境が多様化・複雑化し、真庭市でも子どもから熟年者までが巻き込まれる事件、
事故、消費者トラブルが発生しています。
重症以上の救急搬送における医療機関への照会4回以上の割合は、真庭市は0.4％と非常に低く（全
国2.4％）、不断の努力によって救急時の安心が支えられていますが、医師不足等もあり、今後の救急
医療受入体制維持が困難になる可能性があります。

高齢化などで災害弱者も増え、災害は複雑多様化しています。その一方、地域のつながりの希薄化や防
災意識が変化しており、自主防災組織率が低く、若年層の人口減少などにより消防団員の確保が難しく
なっています。告知放送や防災無線など緊急時の情報整備をしていますが、高齢化や人口減少への対応
が必要です。

近年、豪雨による土砂災害、洪水浸水害が激甚化しています。防災･減災は、熟年者など要配慮者の
避難を支援する地域の取組が必要です。とりわけ自主防災組織の活動強化や高齢化、人口減少による
消防団員の確保など地域防災の体制を維持することが課題となっています。また、告知放送などによる的
確で迅速な避難情報の提供も必要です。

■市民、地域、警察、市役所が一体となり、子どもや高齢者等を狙った犯罪抑止のための地域防犯力
（パトロールや見守り活動等）の向上を図ります。
■安全で安心して暮らせる「まち」の実現に向け、市民一人ひとりが「自分たちのまちは自分たちで守る」と
いう意識を高く持ちます。
■「ひと」や警察、「市役所」が一体となり地域ぐるみで犯罪や事故を抑止するため、だれもが安心して相談
できる環境をつくります。
■高齢者を中心に増加している交通事故者数の減少のため、交通安全活動の推進、公共交通の利便
性の向上を図ります。
■生活上の情報と学習機会の提供や相談体制の充実、市役所全庁横断的な連携対応により、消費
者が自分で考え、行動し、被害減少に取り組みます。
■市役所が保有する個人情報、住民情報の管理を徹底するとともに、より確実で迅速な業務遂行と市
民に親しみやすく丁寧な対応に努めます。
■メディカルコントロール体制の充実や救急救命士の育成により、さらなる救命率の向上を図ります。
■自主防災組織の設立など自助・共助の仕組みづくり、消防・防災体制の充実強化、避難経路の確保
や緊急避難場所等の整備をします。

■市民、地域、警察、市役所が一体となり、子どもや熟年者等を狙った犯罪抑止のための地域防犯力
（パトロールや見守り活動等）の向上を図ります。
■安全で安心して暮らせる「まち」の実現に向け、地域の特色を活かした都市計画を推進し、市民一人ひ
とりが「自分たちのまちは自分たちで守る」という意識の向上を図ります。
■「ひと」、「市役所」、警察が一体となり地域ぐるみで犯罪や事故を抑止するため、誰もが安心して相談で
きる環境をつくります。
■熟年者を中心に増加している交通事故の防止に向けて、交通安全活動の推進、安全運転を支援す
る仕組みの導入促進、免許返納啓発や公共交通の利便性の向上を図ります。
■市民への学習機会の提供や、犯罪被害防止のための注意喚起、相談体制の充実と市役所全庁横
断的な連携対応により、市民自身が考え、行動するよう、被害防止策に取り組みます。
■市役所が保有する個人情報、住民情報の管理を徹底するとともに、より確実で迅速な業務遂行と市
民に親しみやすく丁寧な対応に努めます。
■メディカルコントロール体制の充実や救急救命士の育成により、さらなる救命率の向上を図ります。
■自主防災組織の設立など自助・共助の仕組みづくり、消防・防災体制の充実強化、避難経路の確保
や緊急避難場所等の環境整備を進めます。
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現行計画 改訂案
●災害に強いまちづくり

ひと
●防犯、防災、交通安全の知識を高める ●防犯、防災、交通安全の知識を高める
●自分たちのまちは自分たちで守る ●自分たちのまちは自分たちで守る
●救急自動車の適正利用に努める ●救急自動車の適正利用に努める
まち
●地域による見守り活動を実施する ●地域による見守り活動を実施する
●自主防災組織を設立し、地域防災力を強化する ●自主防災組織の育成強化を促し、地域防災力を強化する
●医療機関等の体制整備を今後も継続する ●医療機関等の体制整備を今後も継続する
市役所
●市役所全庁が横断的に連携し安全安心なまちをつくる ●市役所全庁が横断的に連携し安全安心なまちをつくる
●交通安全活動の推進、公共交通の利便性の向上を図る ●交通安全活動の促進と交通安全環境の整備、公共交通の利便性の向上を図る
●災害時には市民へ情報連絡を確実に行う ●災害時には市民へ情報連絡を確実に行う
●メディカルコントロール体制の充実、救急救命士の育成を図る ●メディカルコントロール体制の充実、救急救命士の育成を図る
●近隣市町村と連携し、地域防災力・危機管理体制の強化を図る ●近隣市町村と連携し、地域防災力・危機管理体制の強化を図る
●避難経路の確保や緊急避難場所等の整備を行う ●避難経路の確保や緊急避難場所、備蓄体制等の整備を行う
実施のための政策体系
地域防災計画  国民保護計画 地域防災計画 削除

都市づくりビジョン 立地適正化計画(仮称)
道路計画指針(仮称) 道路整備計画(仮称) 市道改良・新設評価基準

 行政経営大綱  定員適正化計画 削除 削除
連携する施策
地域組織基盤の強化 地域組織基盤の強化
協働推進 協働推進
社会福祉 社会福祉
環境保全の推進 削除
第2項　生活の中で文化を楽しむ 削除

都市計画マスタープラン 都市計画マスタープラン

■防災訓練や防災意識の啓発など、市民活動（自助）、地域活動（共助）の意識向上を図ります。

■消防体制や消防団等、地域防災力・危機管理体制の充実強化を図るとともに、迅速な消防活動の
ため、今後も近隣市町村との連携を強化します。
■災害等緊急時は、 ひかりネットワークや告知放送等あらゆる情報インフラや人的ネットワークを駆使し、
確実な情報提供と的確な避難指示などを行います。

■自助・共助・公助による防災・減災、国土強靱化を進めます。（自助・共助：自主防災組織や防災
訓練、学習会、山林等の適正な管理（グリーンレジリエンス）等　公助：避難所や備蓄体制の充実、
河川改修等）
■消防体制や消防団等、地域防災力・危機管理体制の充実強化を図るとともに、迅速な消防活動の
ため、今後も近隣市町村との連携を強化します。
■災害等緊急時は、告知放送等あらゆる情報インフラや人的ネットワークを駆使し、確実な情報提供と
的確な避難指示などを行います。
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現行計画 改訂案
第３項　人が暮らす風景と快適な住環境をつくる 第２項　人が暮らす風景と快適な住環境をつくる

現状と課題
●里山と旭川を生かした快適空間の創造と景観形成 削除

●環境保全・資源循環型社会の推進 削除

●住環境の改善 削除

豊かな自然環境と調和した景観の中で、真庭市民一人ひとりが、それぞれのライフスタイルを実現させてい
ます。地域の特性を生かし資源循環型のまちづくりを推進し、良好で快適な生活環境を創造することで、
今よりも安全安心で多彩で豊かな生活が実現され、ライフスタイルが進化しています。

豊かな自然環境と調和した景観の中で、真庭市民一人ひとりが、それぞれのライフスタイルを実現させてい
ます。地域の特性を活かし資源循環型のまちづくりを推進し、良好で快適な生活環境を創造することで、
今よりも安全安心で多彩で豊かな生活が実現され、ライフスタイルが進化しています。

廃棄物の資源化率は全国平均より高く、生ごみの資源回収など実験的な取り組みもしているものの、里
山真庭の自然環境と調和した循環型社会の構築に向けた市民意識の向上が課題です。

廃棄物の資源化率は全国平均より高く、生ごみの資源化など先進的な取り組みも進めていますが、廃棄
物の量はあまり減っていません。里山真庭の自然環境と調和した循環型社会の構築に向けた市民意識の
向上が課題です。

真庭市を南北に流れる旭川は水質基準値を超える箇所があり、河川管理者である岡山県と連携し有効
な措置を講じなければいけません。清流化や環境保全に取り組む市民活動団体の育成、大学など研究
機関との連携した取り組みが不十分です。

 旭川を生かした地域間交流も進んでいません。森や樹木、川、田園、高原など自然や地形、歴史や文化
的資源を生かした景観づくりが進んでいないところもあります。

岡山三大河川旭川の源流域にある真庭市は、下流の市町にきれいな水を供給する責務があり、河川管
理者である岡山県や下流の市町、環境保全に取り組む市民活動団体、大学等研究機関などと連携した
清流化に取り組んできました。今後は、SDGsの観点から、世界的課題である海ごみ問題の解決を目指
し、瀬戸内海まで繋がる広域的な交流・連携を図っていく必要があります。
森や樹木、川、田園、高原など自然や地形、歴史や文化的資源を活かした景観づくりが進んでいないとこ
ろもあります。

地形や自然など真庭市は多様な地域が共存しており、それぞれの地域の特性に合った快適な住環境を整
備する必要があります。市全体での効率的な整備を長期的な展望に立って取り組まなくてはいけません。
快適な暮らしの持続のため整備が遅れている下水道事業の見直し、老朽化が進む水道施設の更新など
水環境の整備が必要です。また、市道の改良率が低く、緊急車両の通行が困難な箇所、落石のおそれの
ある危険箇所、公共施設や基幹道路へのアクセスが不便な地域があり、バリアフリー化も進んでおらず、生
活道路整備が不十分です。
環境衛生上、また景観上好ましくなく、災害の拡大にもつながる廃屋が増加しています。

地形や自然など真庭市は多様な地域が共存しており、それぞれの地域の特性に合った快適な住環境を整
備する必要があります。市全体での効率的な整備を長期的な展望に立って取り組まなくてはいけません。
快適な暮らしの持続のため、整備が遅れている下水道事業の見直し、老朽化が進む上下水道施設の更
新など水環境の整備が必要です。また、市道の改良率が低く、橋りょうなど道路施設の老朽化の進行、緊
急車両の通行が困難な箇所、落石のおそれのある危険箇所、公共施設や基幹道路へのアクセスが不便
な地域があり、バリアフリー化も進んでおらず、生活道路整備が不十分です。
環境衛生上、また景観上好ましくなく、倒壊による災害の拡大にもつながる老朽化した危険な空き家が増
加しています。
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現行計画 改訂案
施策の方向性と目標

●里山と旭川を活かした快適空間の創造と景観形成

●環境保全・資源循環型社会の推進（エコタウン真庭の実現）

■岡山県を含めた旭川流域自治体ネットワーク（仮称）を構築するとともに、市民・NPO・企業などとの
協働により、旭川やその支流の河川環境を保全していきます。
■「水のつながり」を生かし、旭川の源流である真庭市と沿川の自治体が、清流化への連携、水の循環、
川を通じた地域間交流を進めていきます。

■森林、農地など、豊かな自然景観の保全、森と川が一体となった風景づくりと、市民や来訪者が美しさ
を感じられるまちづくりを進めます。
■旭川回遊ルートに沿った景観整備、緑化推進を進めます。沿川の町並みの歴史的・文化的資源を活
用し、景観に統一感を持たせ、自然と歴史にふれ合える生活環境の形成を市民協働で図ります。

■岡山県を含めた旭川流域自治体ネットワーク（仮称）を構築するとともに、市民・NPO・企業などとの
協働により、旭川やその支流の河川環境を保全していきます。
■「水のつながり」を活かし、旭川の源流である真庭市と沿川の自治体が、清流化への連携、水の循環、
川を通じた地域間交流を進めていきます。
■県内全域の市町村、経済団体が参加する海ごみ対策のネットワークと連携し、上流から海ごみ対策を
進めます。
■森林、農地など、豊かな自然景観の保全、森と川が一体となった風景づくりと、市民や来訪者が美しさ
を感じられる、まちの品格を高めるまちづくりを進めます。
■旭川回遊ルートに沿った景観整備、緑化推進を進めます。沿川の町並みの歴史的・文化的資源を活
用し、景観に統一感を持たせ、自然と歴史にふれ合える生活環境の形成を市民協働で図ります。

■市民・団体・事業者と協働して、循環型社会への形成に向けた省エネルギーの取り組み、再生エネル
ギーの利用拡大の啓発を図ります。

■ごみの減量化、資源化に取り組み、処理費用の削減を図るとともに循環型社会の構築を進めます。
■バイオマス産業や液肥化等、農林業や地域産業、研究機関と連携した資源循環と地域の関係づくりを
進めます。
■環境学習を進め、多様化する環境問題への意識をさらに高め、環境の保全と創造に取り組める人づく
りを進めます。

■市民・団体・事業者と協働して、循環型社会への形成に向けた省エネルギーの取り組み、再生エネル
ギーの利用拡大の啓発を図り、再生可能エネルギー自給率100%の実現による、持続可能な地域づくり
を進めます。（地域の強靱化）
■ごみの減量化、資源化に取り組み、処理費用の削減を図るとともに循環型社会の構築を進めます。
■バイオマス産業や液肥化等、農林業や地域産業、研究機関と連携した資源循環と地域の関係づくりを
進めます。
■ESDを踏まえた環境学習を進め、多様化する環境問題への意識をさらに高め、環境の保全と創造に取
り組める人づくりを進めます。
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現行計画 改訂案
●住環境の改善（計画的インフラ整備、改善）

ひと
●森や川など自然環境を意識した生活をする ●森と川、海とのつながりなど自然環境を意識した生活をする

●市民活動や地域活動に環境学習を取り入れる ●市民活動や地域活動に環境学習を取り入れる
●活動や日々の生活の中で排出されるバイオマス資源を、薪ボイラー及び液肥などに活用し資源循環型 ●活動や日々の生活の中で排出されるバイオマス資源を、薪ボイラー及び液肥などに活用し資源循環型
●分別収集や資源回収を行う ●分別収集や資源回収を行う
●景観づくりに積極的に参加し提案をする ●景観づくりに積極的に参加し提案をする
 ●市民活動や地域活動に環境学習を取り入れる 削除
●公共下水道の普及の意義を理解する ●下水道の普及の意義を理解する
まち
●安全安心な住環境整備に向け土地利用が規制され統一した景観へ誘導する ●安全安心な住環境整備に向け土地利用の規制による統一した景観へ誘導する
●河川を有効利用する占用制度を運用する ●河川を有効利用する占用制度を運用する
●市民による歴史・文化・自然を学ぶ機会を提供する ●市民による歴史・文化・自然を学ぶ機会を提供する
●新たな環境学習の指導者の育成を支援する ●新たな環境学習の指導者の育成を支援する
●定期的・積極的な資源回収活動を支援する ●定期的・積極的な資源回収活動を支援する
●良好な水環境を維持する ●良好な水環境を維持する
 ●市民道路パトロール活動を普及する 削除

■都市整備と連携しながら既存住宅地の道路計画、排水計画を再検証し、災害に強く、安全・安心な
まちづくりを促進します。
■都市づくりと連携した 効率的な住環境整備を行うため、計画型の社会資本整備（道路、水道、下水
道等）に転換します。
■健全な市と市役所経営のために人口・財政フレーム及び経済産業ビジョン（仮称）を反映した上下水
道基本計画を策定し、中長期的なビジョンを示します。特に、集合処理区域と個別処理区域の見直し
等、下水道事業を見直します。
■環境の保全のため、下水道加入率の向上を図ります。
■安全安心な水の安定供給と社会資本整備のため、老朽化した水道施設の効率的かつ経済的な改
築・更新を計画的に進めます。

■生活道路の計画的な整備や特に危険な廃屋について対策を講じ、安全安心なまちづくりを促進しま
す。

■都市整備と連携しながら既存住宅地の道路計画、排水計画を再検証し、災害に強く、安全 ・安心な
まちづくりを促進します。
■都市づくりと連携した住環境整備及び産業関連インフラの充実を行うため、効率的で計画型の社会資
本整備（公共交通、文化・スポーツ施設、教育施設、道路、上下水道、住宅等）を進めます。
■下水道事業は下水道サービスを効率的かつ継続的に提供するために、「人（人材）」、「モノ（施
設）」、「カネ（財政）」という経営資源を一体的に捉えた事業へと転換させ、経営的視点を含む施設管
理の最適化を図ります。
■環境の保全のため、水洗化率の向上を図ります。
■安全安心な水の安定供給と持続可能な社会資本整備のため、老朽化した水道施設の効率的かつ経
済的な改築・更新を計画的に進めます。
■共生社会実現に向け、ユニバーサルデザインを取り入れたまちづくりを促進します。
■生活道路の計画的な整備や長寿命化を進めるとともに特に危険な空き家について対策を講じ、安全
安心なまちづくりを促進します。
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現行計画 改訂案
市役所
●景観の保全・形成を意識した施策・事業を継続的に展開する ●景観の保全・形成を意識した施策・事業を継続的に展開する
●多様な施策分野との連携による計画的な住宅地形成を推進する ●多様な施策分野との連携による計画的な住環境整備を推進する
●森と川を生かしたまちづくりを推進する ●森と川、海とのつながりを活かしたまちづくりを推進する

●教育機関と連携した環境学習による環境保全・資源循環型社会のための情報発信を行う ●教育機関と連携した環境学習による環境保全・資源循環型社会のための情報発信を行う
●廃棄物の減量や資源の循環への率先した取り組みを行う ●廃棄物の減量や資源の循環への率先した取り組みを行う

●再生可能エネルギー自給率100%のまちづくりを推進する
●安全で良質な水を安定的に供給する ●安全で良質な水を安定的に供給する
実施のための政策体系

一般廃棄物処理基本計画 一般廃棄物処理基本計画
生物多様性まにわ戦略（仮称） 生物多様性まにわ戦略（仮称）
農業振興地域計画書 農業振興地域整備計画書
森林整備計画 森林整備計画

住生活基本計画(仮称) 市営住宅整備計画
都市づくりビジョン 立地適正化計画(仮称)

景観計画
道路計画指針（仮称） 道路整備計画（仮称） 市道改良・新設評価基準

道路維持管理計画（仮称） 橋梁長寿命化計画
舗装長寿命化計画

農業農村整備事業管理計画 農業農村整備事業管理計画
 農業集落排水整備計画 削除

水道事業基本計画（仮称） 水道事業基本計画
公共下水道事業全体計画 公共下水道（久世勝山・落合処

公共下水道ストックマネジメント計
農業集落排水施設最適整備構
循環型社会形成推進地域計画

連携する施策
河川環境整備・景観形成・景観保全 河川環境整備・景観形成・景観保全
道路改良・上下水道整備 道路改良・上下水道整備
安全安心のまちづくり 安全安心のまちづくり
循環型社会の構築・環境保全・環境学習 循環型社会の構築・環境保全・環境学習
都市づくり・住環境の整備 都市づくり・住環境の整備

環境基本計画 環境基本計画

経済産業ビジョン（仮称） 経済産業ビジョン

田園環境整備マスタープラン 田園環境整備マスタープラン

真庭市汚水処理施設整備構想

都市計画マスタープラン 都市計画マスタープラン
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現行計画 改訂案
第4項　中心市街地とネットワーク型都市を形成する 第３項　中心市街地とネットワーク型都市を形成する

現状と課題
●地域拠点づくりと中心市街地・ネットワーク型都市の形成 削除

●公共交通環境の整備 削除

●社会資本マネジメントと情報環境の整備 削除

持続可能で生活しやすい機能を持った都市が、安全安心で質の高い暮らしができる「まち」を支えます。個
性ある地域拠点とネットワークでつながった中心市街地が、多彩な地域資源と生活を結び付け、自分や家
族に合った暮らしを支えます。

持続可能で生活しやすい機能を持った都市が、安全安心で質の高い暮らしができる「まち」を支えます。個
性ある地域拠点とネットワークでつながった中心市街地が、多彩な地域資源と生活を結び付け、自分や家
族に合った暮らしを支えます。

高齢化の進展など公共交通に求められる質と量が変わりつつありますが、JR・コミュニティバス・民間路線バ
ス・タクシー・スクールバス・福祉移送サービス等市内の公共交通は、連携が不十分で利便性が高いとはい
えません。

少子高齢化により、公共交通に求められる質と量、ニーズが変わりつつあるため、JR・コミュニティバス・民間
路線バス・タクシー・スクールバス・福祉移送サービス等市内の公共交通の効率的で利便性の高い運行体
系の見直しが課題です。

広大な面積に多彩な地域が点在しており、生活の利便性と持続可能性を高めるためには、人口減少・少
子高齢化に対応し、 真庭市の自然環境と地域の特性を生かした都市づくりを着実に進めなくてはいけませ
ん。
市街地周辺の農用地は、部分的な農地転用による開発が進み、長期的で計画的な都市形成の妨げに
なっています。
人口減少などによる「まちなか」の空き家 や廃屋の増加は、地域の活力や安全面からも大きな課題です。

広大な面積に多彩な地域が点在しており、生活の利便性と持続可能性を高めるためには、人口減少・少
子高齢化に対応し、自然環境と地域の特性を活かした都市づくりを着実に進めなくてはいけません。

市街地周辺の農用地は、部分的な農地転用による開発が進み、長期的で計画的な都市形成の妨げに
なっています。
人口減少などによる「まちなか」の空き家の増加は、地域の活力や安全面からも大きな課題です。

 公共施設の適正配置が進んでおらず、社会資本の老朽化も進み、有効活用などのマネジメントが不十分
です。（第7節第2項）

ひかりネットワーク網などの情報環境は、生活の質や安全性、利便性を向上させ地域の活性化につながる
「まち」の重要な社会基盤として維持する必要があります。電子自治体や産業分野への一層の利活用の
促進と技術の進歩に応じた施設更新が求められます。

社会資本の老朽化も進み、有効活用などのマネジメントが不十分です。（第7節第2項）

民間の文化・スポーツ施設が少ないため、施設を活用した活動は公共施設に依存しがちです。しかし、公
共施設の経営は合併以来の課題を抱えています。
ひかりネットワーク網などの情報環境は、生活の質や安全性、利便性を向上させ地域の活性化につながる
「まち」の重要な社会基盤として維持する必要があります。電子自治体や産業分野への一層の利活用の
促進と技術の進歩に応じた施設更新が求められます。
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現行計画 改訂案
施策の方向性と目標

●地域拠点づくりと中心市街地・ネットワーク型都市の形成（都市計画・小さな拠点・空き家）

●公共交通環境の整備

●社会資本マネジメントと情報環境の整備

ひと
●それぞれの地域の個性を生かした地域拠点を協働により形成する ●それぞれの地域の個性を活かした地域拠点を協働により形成する
●公共交通機関を守り、育てるための積極的な利活用を行う ●JRや「まにわくん」等の公共交通機関を守り、育てるための積極的な利活用を行う
●公共施設の活用や運用の状況を知る ●公共施設の活用や運用の状況を知る

■生活しやすい地域となるため、市民のニーズに合わせた公共交通環境を整備します。
■高齢化や人口減少、中心市街地形成などに対応した公共交通網の整備と連携を行い、高齢者や障
がい者などだれにとっても生活しやすく、観光にも適した利便性と回遊性のある公共交通環境を整備しま
す。
■広域的で近隣地域を結ぶ連絡路線の充実など循環を意識した道路配置を推進します。

■生活しやすい地域となるため、市民のニーズに合わせた公共交通環境を整備します。
■高齢化や人口減少、中心市街地形成などに対応した公共交通網の整備と連携を行い、熟年者や障
がい者など誰にとっても生活しやすく、観光にも適した利便性と回遊性のある公共交通環境を整備します。
■広域的で近隣地域を結ぶ連絡路線の充実など循環を意識した道路配置を推進します。

■環境や景観に配慮した「だれもが生活しやすい」都市づくりの一層の推進を図ります。
■地域の個性（医療、観光、文化、モノづくりなど）を生かした魅力と活力があり、日常生活に必要な機
能が集約した地域拠点づくりを行います。
■回遊性と連続性を考慮し、都市計画区域を中核エリアとして、人口減少や高齢化に対応し都市機能
が集約した中心市街地の形成を図ります。

■中心市街地と地域拠点を交通ネットワークで効率よく結び、持続可能なネットワーク型都市を計画的に
形成します。
■今ある施設や社会資本を有効活用し、用途地域や都市計画道路の再検証と土地利用を検討しま
す。
■増加している空き家を活用した住環境の整備を「まちなか居住」の視点も含め促進します。

■環境や景観に配慮した「誰もが暮らしやすく共生できる」都市づくりの一層の推進を図ります。

■回遊性と連続性を考慮し、真庭都市計画区域を中核拠点として、人口減少や高齢化に対応し都市
機能が集約した中心市街地の形成を図ります。
■地域の個性（観光、文化、モノづくりなど）を活かした魅力と活力があり、日常生活に必要な機能が集
約した地域拠点づくりを行います。
■商店街等と連携し、居心地が良く楽しく歩けるまちづくりを進めます。
■中心市街地と地域拠点を交通ネットワークで効率よく結び、持続可能なネットワーク型都市を計画的に
形成します。
■既存施設や社会資本の有効活用による用途地域や都市計画道路の再検証と土地利用を検討しま
す。
■増加している空き家を活用した住環境の整備を「まちなか居住」の視点も含め促進します。

■人口や財政規模に応じた質・量ともに適正な公共施設配置を行い、成熟し上質な都市を目指します。

■安全安心な生活の質の向上と地域の活性化のため、技術の進歩に対応し、情報環境の質を維持しま
す。また、情報環境を生かした生活や産業振興ができる「まち」づくりを進めます。

■人口や財政規模に応じた質・量ともに適正な公共施設配置を行い、上質で成熟した都市を目指しま
す。
■人口減少と文化・スポーツ活動の質と量に合わせ、市民の手による施設経営を進めていきます。施設の
規模、配置、経営方針、運営方法などを「持続可能なまちづくり」の中で考え、成熟し上質な文化・スポー
ツ活動が根付くことを目指します。
■安全安心な生活の質の向上と地域の活性化のため、技術の進歩に対応し、情報環境の質を維持しま
す。また、情報環境を活かした生活や産業振興ができる「まち」づくりを進めます。
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現行計画 改訂案
まち
●環状路線と連絡路線の充実による効率的ネットワークを形成する ●環状路線と連絡路線の充実による効率的ネットワークを形成する
●市内どこでも快適で安全安心な生活をおくることができる ●市内どこでも快適で安全安心な生活をおくることができる
●NPO法人・地域住民団体が新たな担い手として、地域特性に応じた公共交通が展開されている ●NPO法人・地域住民団体が新たな担い手として、地域特性に応じた公共交通が展開されている

●質の高い文化・スポーツ施設の経営と運営に参加する
●質の高い情報ネットワーク環境を維持し確実性を向上する ●質の高い情報ネットワーク環境を維持し確実性を向上する
市役所
●「まち」の将来について市民と一緒に考え土地利用の計画を企画立案する ●「まち」の将来について市民と一緒に考え土地利用の計画を企画立案する
●都市形成のため、政策の連携と市民との協働を進める ●都市づくりのため、政策の連携と市民との協働を進める

●交通事業者・利用者・企業などとの連携を進める ●交通事業者・利用者・企業などとの連携を進める
●持続可能な公共施設経営の方針を示す

●公共施設等社会資本について、情報発信を積極的に行う ●公共施設等社会資本について、情報発信を積極的に行う
実施のための政策体系

住生活基本計画(仮称) 市営住宅整備計画
都市づくりビジョン 立地適正化計画(仮称)
地域公共交通総合連携計画 地域公共交通計画
道路計画指針（仮称） 　 道路整備計画（仮称） 　

道路維持管理計画（仮称）
 公共施設見直し指針 削除

経済産業ビジョン（仮称） 経済産業ビジョン
連携する施策
道路改良 道路改良
住宅整備 住宅整備
水辺公園緑地整備 水辺公園緑地整備
景観整備 景観整備
上下水道整備 上下水道整備
地域福祉 地域福祉
協働推進 協働推進
地域振興 地域振興
経済・産業 経済・産業
防災 防災
ファシリティマネジメント ファシリティマネジメント
公共施設総合整備 公共施設総合整備再配置

公共交通

●新規の道路整備を採択する基準を策定し、計画的な道路行政を推進する ●道路整備計画(仮称)及び道路維持管理計画(仮称)を策定し、計画的な道路行政を推進する

都市計画マスタープラン 都市計画マスタープラン

行政経営大綱 行政経営大綱
公共施設総合管理計画(仮称) 公共施設等総合管理計画
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総合計画改訂　新旧対照表（第7節　「ひと」と「まち」の将来に責任を持つ市役所）
現行計画 改訂案

第7節　「ひと」と「まち」の将来に責任を持つ市役所 第7節　「ひと」と「まち」の将来に責任を持つ市役所
第1項　「ひと」と「市役所」の新しい関係を築く 第1項　「ひと」と「市役所」の新しい関係を築く
現状と課題
●市民参画と協働に向けた関係づくり 削除

施策の方向性と目標
●市民参画と協働に向けた関係づくり

持続可能なまちづくりのためには「ひと」が市の経営へ参画し、「市役所」が行政経営に責任を持つ存在とし
て、互いに役割分担を明確にしながら主張し認め合う、「新しい関係」を構築する必要があります。地域の
活動（縦軸）と市民活動（横軸）の協働のネットワークを「まち」の中や市の経営で生かすことができてい
ません。
これまでの直接的で要望対応型の市民と市役所の関係が、地域や各種団体の自立や主体性の成長を
妨げてきたところもあり、多様な主体が地域の課題を協働により解決していくための、地域や団体をつなぐ
機能の強化が求められます。特に、「ひと」の地域活動などを持続し連携させるための評価の仕組みが不十
分です。
市内の企業や団体、学校機関、金融機関や市外の大学などとの連携を進めていますが、まちづくりに生か
しきれていません。
市民参画と協働のまちづくりを推進し、市民に開かれた行政を行うための、広聴・広報機能の充実、迅速
な情報公開と共有が不十分です。公的サービスの内、「ひと」が「やるべきこと」「できること」をアウトソーシン
グするための、市役所の業務の精査や団体育成など基盤整備も進んでいません。

持続可能なまちづくりのためには「ひと」が市の経営へ参画し、「市役所」が行政経営に責任を持つ存在とし
て、互いに役割分担を明確にしながら主張し認め合う、「新しい関係」を構築する必要があります。地域の
活動（縦軸）と市民活動（横軸）の協働のネットワークを「まち」の中や市の経営で活かすことができてい
ません。
これまでの直接的で要望対応型の市民と市役所の関係が、地域や各種団体の自立や主体性の成長を
妨げてきたところもあり、多様な主体が地域の課題を協働により解決していくための、地域や団体をつなぐ
機能の強化が求められます。特に、「ひと」の地域活動などを持続し連携させるための評価の仕組みが不十
分です。
市内の企業や団体、学校機関、金融機関や市外の大学などとの連携を進めていますが、まちづくりに活か
しきれていません。
市民参画と協働のまちづくりを推進し、市民に開かれた行政を行うための、広聴・広報機能の充実、迅速
な情報公開と共有が不十分です。公的サービスの内、「ひと」が「やるべきこと」「できること」をアウトソーシン
グするための、市役所の業務の精査や団体育成など基盤整備も進んでいません。

■まちづくりの方向性を共有し、「ひと」が政策を提案し一緒に実行する「ひと」と「市役所」の新しい関係づ
くりを進めるため、積極的な情報提供や発信を行うなど広聴・広報機能を充実させます。
■行政情報だけでなく協働や市民活動の事例紹介も含め、質が高くわかりやすい情報を「ひと」と「市役
所」が常に共有できる体制の整備を図ります。
■これまでの「要望対応・課題解決型」の市の「運営」から、「ひと」の提案や意見を反映した「提案・価値
創造型」の市の「経営」への転換を図ります。政策や計画の策定段階から事業実施や評価などあらゆる段
階において「ひと」の積極的参画を推進する関係と仕組みを構築します。
■市民活動団体や地域活動に対して、活動内容に応じた支援を行います。地域や団体などが、地域課
題の解決や地域活性化の活動を自立的に運営し継続できるよう、コミュニティビジネス化などを支援してい
きます。
■教育や福祉、産業などテーマ毎のNPO法人や市民活動団体、ボランティア団体を育成し、公的サービ
スの担い手としてアウトソーシングの受け皿になり、地域で活躍できるよう支援します。
■市民活動支援プラザは情報提供や交流の機会を広げるなど、各種団体間や「ひと」と「市役所」のつな
がりをつくる機能を強化し、連携・協働によるまちづくりを推進します。
■地域通貨など、市や市役所の経営への参加を評価し、それを地域の活動へつなげるような仕組みを市
民と一緒につくっていきます。
■企業や大学、研究機関等とも積極的な連携を図り、「産学官金労言」による政策推進を図ります。

■まちづくりの方向性を共有し、「ひと」が政策を提案し一緒に実行する「ひと」と「市役所」の新しい関係づ
くりを進めるため、積極的な情報提供や発信を行うなど広聴・広報機能を充実させます。
■行政情報だけでなく協働や市民活動の事例紹介も含め、質が高くわかりやすい情報を「ひと」と「市役
所」が常に共有できる体制の整備を図ります。
■これまでの「要望対応・課題解決型」の市の「運営」から、「ひと」の提案や意見を反映した「提案・価値
創造型」の市の「経営」への転換を図ります。政策や計画の策定段階から事業実施や評価などあらゆる段
階において「ひと」の積極的参画を推進する関係と仕組みを構築します。
■市民活動団体や地域活動に対して、活動内容に応じた支援を行います。地域や団体などが、地域課
題の解決や地域活性化の活動を自立的に運営し継続できるよう、コミュニティビジネス化などを支援してい
きます。
■教育や福祉、産業などテーマ毎のNPO法人や市民活動団体、ボランティア団体を育成し、公的サービ
スの担い手としてアウトソーシングの受け皿になり、地域で活躍できるよう支援します。
■交流定住センターは情報提供や交流の機会を広げるなど、各種団体間や「ひと」と「市役所」のつながり
をつくる機能を強化し、連携・協働によるまちづくりを推進します。
■地域通貨など、市や市役所の経営への参加を評価し、それを地域の活動へつなげるような仕組みを市
民と一緒につくっていきます。
■企業や大学、研究機関等とも積極的な連携を図り、「産学官金労言」による政策推進を図ります。
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現行計画 改訂案
ひと
まち
●市民活動支援プラザを充実させる ●交流定住センターを充実させる
市役所
実施のための政策体系

広聴広報基本方針（仮称） 広聴広報基本計画
連携する施策
第２項　効率的に「市役所」を経営する 第２項　効率的に「市役所」を経営する
現状と課題
●効率的な「市役所」の経営 削除

●社会資本・公共施設マネジメント 削除
●有機的・機動的でコンパクトな組織づくりと効率的な人材育成 削除
施策の方向性と目標

●効率的な「市役所」の経営
●社会資本・公共施設マネジメント

●有機的・機動的でコンパクトな組織づくりと効率的な人材育成

交流定住推進計画 交流定住推進計画

■人口や財政規模に応じた質・量ともに適正な公共施設配置を行い、上質で成熟した「まち」に相応しい
効率的で魅力的な施設経営と財産活用を目指し、ファシリティマネジメント推進体制を構築します。
■今後の公共施設の更新問題に対応するため、新設から維持に考え方を転換し、適正な質の維持と長
寿命化に向けた取り組みを進めます。

■人口や財政規模に応じた質・量ともに適正な公共施設再配置を行い、上質で成熟した「まち」に相応し
い効率的で持続可能な施設経営と財産活用を目指し、ファシリティマネジメント推進体制を構築します。
■今後の社会資本・公共施設の更新問題に対応するため、新設から適正管理維持に考え方を転換し、
適正な質の維持と長寿命化に向けた取り組みを進めます。

「行政改革（量的改革）」から「行政経営（質的向上）」に取り組みましたが、職員の意識転換や体制
の整備が不十分です。人口減少の一方で、地方分権の進展や市民ニーズの多様化・複雑化などに伴い
市役所の業務量は減少していません。「市役所」が担う事業や業務について、「市役所」が「やるべきこと」
「できること」と「ひと」が「やるべきこと」「できること」を十分に精査することが課題です。特に、社会状況の変
化に対応していない市民サービスや業務はないかの精査は、喫緊に取り組まなくてはいけません。「ひと」が
「やるべきこと」「できること」のアウトソーシングも不十分です。政策目的を達成するための行政評価
（CAPD）の実施と情報開示が不十分で、市民に説明し理解を求める取り組みが不足しています。
特別会計事業と地方公営企業の経営健全化を進めてきましたが、一般会計からの基準外繰入金の圧
縮など自立した経営に向けての取り組みが進んでいません。

「行政改革（量的改革）」から「行政経営（質的向上）」に取り組みましたが、職員の意識転換や体制
の整備が不十分です。人口減少の一方で、地方分権の進展や市民ニーズの多様化・複雑化などに伴い
市役所の業務量は減少していません。「市役所」が担う事業や業務について、「市役所」が「やるべきこと」
「できること」と「ひと」が「やるべきこと」「できること」を十分に精査することが課題です。特に、社会状況の変
化に対応できていない市民サービスや業務はないかの精査は、喫緊に取り組まなくてはいけません。「ひと」
が「やるべきこと」「できること」のアウトソーシング、デジタル化も不十分です。政策目的を達成するための行
政評価（CAPD）の実施と情報開示が不十分で、市民に説明し理解を求める取り組みが不足していま
す。
特別会計事業と地方公営企業の経営健全化を進めてきましたが、一般会計からの基準外繰入金の圧
縮など自立した経営に向けての取り組みが進んでいません。

■総合計画の政策体系に対応した組織機構の見直しを実施し、市役所内の組織間の連携を強め、必
要に応じて柔軟、迅速な対応のできる有機的な組織・体制づくりを進めます。
■地域の個性を伸ばし市民と一緒に真庭市の魅力を高めるため、振興局の役割や機能、配置などを市
民と一緒に考えていきます。
■人口の質と量の変化に対応し、業務量に見合ったマンパワーと専門性の確保、さらに財政フレームに対
応した組織規模及び年齢構成バランスを検討し、市民と課題を共有していきます。定数外職員についても
役割を明確化し、業務量に応じたマンパワーとして適切に定数管理を行います。
■市民とともに政策を考え実現できる職員の育成に取り組みます。職員提案制度や組織横断型プロジェ

■総合計画の政策体系に対応した組織機構の見直しを実施し、市役所内の組織間の連携を強め、必
要に応じて柔軟、迅速な対応のできる有機的な組織・体制づくりを進めます。
■地域の個性を伸ばし市民と一緒に真庭市の魅力を高めるため、振興局の役割や機能、配置などを市
民と一緒に考えていきます。
■人口の質と量の変化に対応し、業務量に見合ったマンパワーと専門性の確保、さらに財政フレームに対
応した組織規模及び年齢構成バランスを検討し、市民と課題を共有していきます。定数外職員についても
役割を明確化し、業務量に応じたマンパワーとして適切に定数管理を行います。
■市民とともに政策を考え実現できる職員の育成に取り組みます。職員提案制度や組織横断型プロジェ
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現行計画 改訂案

実施のための政策体系
行政評価に関する基本方針
定員適正化計画 人材育成基本方針
公共施設等総合管理計画 公共施設再配置方針

財政計画 予算編成方針・執行方針 財政計画 予算編成方針・執行方針

行政経営大綱 行政経営大綱

クト・チーム等を活用し、職員の政策能力と組織の機動性、課題解決力の向上を図ります。
■各職員の能力や業務実績、適性等を考慮した人員配置など将来を見据えた長期的な人材育成を行
います。採用、配置、昇任昇格、人材育成が連動した、戦略的な人事システムを整備し、職員の能力開
発を進めます。
■事務の効率化を目的とした電子システムの導入・活用をさらに推進します。

クト・チーム等を活用し、職員の政策能力と組織の機動性、課題解決力の向上を図ります。
■各職員の能力や業務実績、適性等を考慮した人員配置など将来を見据えた長期的な人材育成を行
います。採用、配置、昇任昇格、人材育成が連動した、戦略的な人事システムを整備し、組織としての体
制整備を進めます。
■事務の効率化を目的とした電子システムの導入・活用をさらに推進します。
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第6章　政策体系図
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序論 第１期における地方創生の現状等 

第１章 はじめに 

真庭市では、「第 2次真庭市総合計画」において、将来の真庭市に住む「ひと」たちが豊かな生活

を続けていくことができるかは、今の私たちに委ねられていることを真正面から受け止め、先人から引き

継いだ自然環境や豊かな文化、地域資源などのたくさんの価値（真庭市の価値）を生かし、大切に

し、誇りとし、SDGs1（持続可能な開発目標）の理念も踏まえながら、将来の真庭市民のために持

続可能な「まち」を引き継いでいく決意を明らかにしました。 

この目的に向かって、国の枠組やまち・ひと・しごと創生法の趣旨を踏まえ、少子高齢化と人口減

少という危機感を共有しながら、真庭市においても、「地方人口ビジョン」並びに「第１期まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」を策定し、一人ひとりが自らのライフスタイル「真庭ライフスタイル」を実現し、潤い

のある充実した人生を送る環境づくりのために、「真庭にしごとをつくり、安心して働けるようにする」、

「真庭への新しいひとの流れをつくる」、「若い世代の結婚・出産・子育ての希望と教育・社会福祉で

地域を支える仕組みをつくる」、「時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る」及び「地域と地域を

連携する（広域連携の推進）」を５つの基本目標とし、取組を積極的に進めてきました。 

こうした中で、若い世代が真庭に移住し、起業をすることで、人生の新たな可能性を探る動きが芽

生え、また、多様な働き方や社会貢献活動などを通じて、継続して地域との関わりを持つ「ひと」の動

きも見られます。 

一方、真庭市の総人口は、2015 年に策定した「真庭市人口ビジョン」の予測の範囲内で推移し

ていますが、特に若年女性層の転出超過の加速が顕著であり、出生数の減少と高齢化、年齢構成

や男女比のアンバランス等が予想を超えて進展しており、引き続き人口問題は真庭市の将来を考え

る上で重要な要素となっています。 

こういった人口減少の社会的影響を抑えるためには、UIJ ターン者の獲得や市内での就業促進な

どによる社会動態の改善とともに、個人の希望を尊重することを基本とした出生数維持などに取り組

み、人口減少のスピードを可能な限り緩やかにしていく必要があります。 

そして、現在の右肩上がりの成長や拡大を前提とした社会構造及び価値観を、一定の適正な人

口規模への収束を念頭に、安定や持続、成熟志向に転換・変革し、人口減少を逆に豊かさにつな

げていくという価値観への転換が求められています。 

こうした背景のもと、真庭市では、第 1期の６年間（2015年度～2020年度）で進めてきた施

策の検証を行い、優先順位も見極めながら、総合計画に示す「まちづくり」の理念や地方創生の目指

すべき将来像を実現するための諸施策等をとりまとめた「第２期総合戦略」を新たに策定し、一層の

連携強化により、地方創生の動きを更に加速させます。 

そして、今後は、行政と市民がともに少子高齢化と人口減少という危機感を共有し、真庭市民自

身が、誇りをもって真庭市で暮らすこと、皆に居場所があること、そして人口減少を「一人ひとりの存在

                                         

1 「SDGｓ」：持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals の略称。2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持続

可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された 2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。 
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感や重みが増す」と捉え直し、「一人ひとりの価値（価値人口2）」を増すことで、人口減少による社

会的課題を克服する方向へと転換していきます。 

 

第２章 地方創生の現状 

１.地域経済の現状 

第1期「総合戦略」の期間における市内の家庭経済状況は、納税義務者(所得割)一人あたりの

課税対象所得額を見ると、2015 年から 2018 年まで微増で推移しています。 

生産年齢人口の減少が進む中、就業者数は減少傾向にあり、2016 年時点では従業者数が約

17,500 人となっており、2014 年と比べると約 900 人減少しています。また、青年層の新規市内雇

用者数は毎年平均80名程度いるものの、退職者は多く、従業者数の平均年齢は上昇しています。 

製造品出荷額等においては、2018 年時点では約 1,111 億円であり、2014 年と比べ約 81億

円増加しています。この内、家具を除く木材・木製品製造業は2018年時点では約327億円であり、

2014 年と比べ約 61億円増加しており、木材・木製品の製造が製造品出荷額の増加の大きな要

因となっています。また、農業産出額は 2018 年時点では約 115億円であり、2015 年と比べ約 7

億円増加しています。 

 

２.人口減少・少子高齢化の現状 

真庭市の人口は、1960年には約76,000人を抱える大きな「まち」でしたが、高度経済成長期、

バブル経済など経済成長とともに人口減少が進み、現在まで続いています。2015年 10月に行われ

た国勢調査では真庭市の人口は 46,124 人で 65 歳以上の高齢者人口は 16,938 人、人口に

占める割合（高齢化率）は 37％となっています。 

特に 1990 年から急激な人口減少となっており、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地

域別将来推計人口（2018 年推計）」によると、今後も人口減少が続き、2040 年の真庭市の総

人口は、 約32,800人（現在から約3割減少）になると推計されています。また、生産年齢（15

～64歳）人口の減少、高齢（65歳以上）人口の増加により将来、生産年齢人口約1.08人で

１人の高齢人口を支えることとなります。 

また、合計特殊出生率は岡山県衛生統計年報2013年～2017年の平均値で1.91 と県内で

も高い数値であるが、年間の出生数は2016年の 302人を境に 300人を下回っており、令和元年

度は 224人と出生数の減少に歯止めがかかっていない状況にあります。 

このように、真庭市における将来の人口減少と少子高齢化は深刻な状況であり、更なる取組の強

化が求められます。 

                                         

2 「価値人口」：「一人ひとりの潜在能力を引き出し伸ばす」、「存在感や重みが増す」という文脈で再定義した「人口」の捉え方。「役に

立つ」といった「全体主義的優生思想」、「投資効果概念」を排除することが前提であり、「価値や社会参加」が、個人の生産性評価や

自己責任論と誤解されないよう、丁寧に共通理解を得ていかなければなりません。 
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３.人口動態の状況 

2005 年以降の真庭市の人口動態をみると、社会増減（転出・転入による人口の動き）は減少

が続いているが減少幅は横ばい傾向にあり、年平均減少数は 230 人に達しています。年代別の人

口移動をみると、ほぼ全年齢域での減少が見られるものの、2013 年と 2018 年の総務省「住民基

本台帳人口移動報告」を比較すると 15 歳～24 歳の就学・就職に該当年齢層の特に女性の転出

が増加しており、女性の転出は、将来の出生数をも押し下げるため、地域の持続性を低下させる要

因として、今後の人口減少、年齢構成バランスに大きな影響を及ぼすことが懸念されます。 

自然増減（出生・死亡による人口の動き）については減少幅が増大しており、年平均減少数は

430 人にのぼります。特に出生数の減少が著しく、近年では年間の出生数が 300 人を下回るような

状況が続いており、危機感を持って東京圏への一極集中の是正、人口減少の進度を抑える対策に

向けた更なる取組を迅速に進める必要があります。また、国立社会保障・人口問題研究所の「日本

の地域別将来推計人口」で、2013 年推計と 2018 年推計を比較し人口構成をみると、特に若年

女性層の転出超過の加速が顕著であり、出生数の減少と高齢化、年齢構成や男女比のアンバラン

ス等が予想を超えて進展しており、引き続き人口問題は真庭市の将来を考える上で重要な要素とな

っています。 

 

４.第１期「総合戦略」の検証（別添資料「実施状況一覧表」） 

第2次真庭市総合計画（基本計画）の見直しと第2期真庭市まち・ひと・しごと創生総合戦略

の策定時期を合わせるため、2015 年に策定した「第１期真庭市まち・ひと・しごと創生総合戦略」

（以下、「第１期「総合戦略」」という。）の計画期間を１年間延長し 6年間（2015 年度～

2020年度）の計画とするとともに、一部内容を改訂し 5 つの政策分野、14 の基本目標、38 の施

策、96 の具体的事業を設定し、取組を積極的に進めてきました。こうした中、第１期「総合戦略」

（延長改訂前）の取組の実施状況を見ると、5年間で約70％：93事業のうち65事業が目標を

達成し、一定の成果をもたらしています。 

一方で、引き続き人口問題をはじめとした様々な社会的課題を克服するためにも、地方創生の動

きを更に加速し、各取組をさらに深化させ、実現していくために「第１期「総合戦略」」で推進してきた

戦略の検証・評価に基づき、より一層充実・強化していきます。 

 

第１期「総合戦略」に掲げた 5 つの政策分野ごとの検証・評価 

【1.真庭にしごとをつくり、安心して働けるようにする】 

■女性や若年層の雇用創出については、目標達成に向けて進捗しているが、観光業等の落ち込み

もあり、あらゆる地域資源を活用した多様な業種の仕事づくりと雇用の増進に一層の施策推進が

必要と評価 

■地域産業の魅力を高め、働くことに誇りと幸せを感じることのできる、「稼ぐ地域」として、誰もが安

心して働ける環境を実現する必要がある。 
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真庭市の林業・木材産業は、林業事業体が約 20社、原木市場が 3 か所、製材業社約 30社

で、集成材日本最大生産量のメーカーや日本有数の高級ホテルの内装を手掛けるものなどもあり、

全国的には厳しい木材業界の中で木材のサプライチェーンを維持しつつ発展しています。 

特に、業界からの出資によるバイオマス発電所の稼働は、「木を使い切る真庭」を実現させ、今まで

廃棄物として処分していたものを地域循環させる「回る経済」の仕組みを確立させるなど、地域資源

の活用と新たな雇用創出において、一定の成果が得られています。 

雇用者数は、真庭産業団地への企業誘致により増加しており、産業団地内では、企業内保育所

が平成30年に開所したことにより、団地内に立地する企業の従業員はもとより、周辺企業の従業員

も乳幼児期からの育児をしながら仕事ができる環境が整い、女性の雇用率の上昇にもつながっていま

す。 

農業では、首都圏在住者の地方への就農を積極的に支援することで、地域おこし協力隊との連

携も進み、真庭市への移住・起業と就農以外の雇用者数も増加しつつあります。 

今後は「回る経済」だけでなく、農業・林業・観光の各政策を “Local SDGｓ”「地域循環共生

圏」3のモデル都市らしい考え方に立ち、地域産業の魅力を高め、働くことに誇りと幸せを感じることの

できる、「稼ぐ地域」として誰もが安心して働ける環境を実現する必要があります。 

 

【2.真庭への新しいひとの流れをつくる】 

■設定指標については概ね達成できているが、若年女性層の大幅な転出超過等、各施策の進捗の

効果が現時点では十分に発現するまでに至っていないと評価 

■真庭に共感する人を獲得し、交流や関係をつくり、新しい価値観を取り入れながら、「真庭にこそ、

チャンスがある」といった都市とは違う魅力や可能性を引き続き高めていく必要がある。 

 

第１期「総合戦略」では、社会増を目指して「交流定住センター」を設置するなど、移住定住のワ

ンストップ相談体制を築き、移住希望者と真庭で暮らす人との交流事業を進めてきました。 

また、真庭にあるが、都市にはない豊かな自然環境、景観、生活文化などを、「ある」もので楽しみ

ながら暮らす生き方、「真庭ライフスタイル」を全国に自信を持って発信し続けることで生まれた交流を

積み重ねて、移住定住につなげることにより、一定の成果が得られています。 

一方、大幅な出生数の減少や特に若年女性層の大幅な転出超過の傾向を踏まえると、各施策

の進捗の効果が現時点では十分に発現するまでに至っていないといえます。 

転出超過の要因については、様々な理由が考えられますが、近年、男女ともに大学進学率、大手

企業志向が高まっている中、地方に比べて、企業が集中している都市部に人口が流出する傾向は依

然強く、特に女性については、学歴が高いほど正規雇用で就業する傾向も強くなっています。 

真庭市では市外への転出超過数の大半が 10代後半、20代の若年層の進学・就職を契機にし

                                         

3 “Local SDGｓ”「地域循環共生圏」：各地域が地域資源を最大限活用しながら自立・分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に

応じて資源を補完し支え合うことにより、環境・経済・社会が統合的に循環し、地域の活力が最大限に発揮されることを目指す考え方

であり、地域での SDGs の実践（ローカル SDGs）を目指すものです。 
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たものであると考えられます。特に、市内に高等教育機関が存在しないこと、また、仕事に関しても都

市部に対して良いイメージを抱いていることなどが若者の転出超過の要因と考えられます。 

仕事以外にも、「娯楽・レジャー・ 文化・芸術等に触れる機会」など、自然環境や安全安心、コミ

ュニティの価値など地域の魅力が十分に理解されていないことなども要因の一つと考えられます。 

今後は、こうした現状を受け止めつつ、引き続き「真庭ライフスタイル」を全国に自信を持って発信し

続けるとともに、より一層地域資源を活用した魅力づくりや持続可能性を高める営みに自発的に関わ

ることのできる環境づくりが必要となっています。 

そして、「真庭に共感する人」を獲得し、交流や関係を多様化させ、新しい価値観を取り入れなが

ら、都市部に暮らしているが真庭が好きでやってきてくれる「関係人口4」を増加させる取組が必要で

す。 

また、地域内の多様な交流から、若者が真庭への誇りを感じて生きていけるような定住促進意識

の高揚に重点を置きつつ、「真庭にこそ、チャンスがある」といった、都市部とは違う魅力や可能性を引

き続き高めていく取組が必要となっています。 

 

【3.若い世代の結婚・出産・子育ての希望と教育・社会福祉を地域で支える 

仕組みをつくる】 

■若年女性の減少、出生数の減少が劇的に進んでおり、結婚や出産、子育てに対する価値観の変

化もあり、各施策の効果が現時点では十分に発現するまでに至っていないと評価 

■真庭市に住む誰にも居場所があり、それぞれが自信をもって真庭で暮らす「共生社会」の実現と、

誰もが結婚、子育て、仕事をしやすい環境整備が行われるよう、行政だけでなくオール真庭体制で

実効性のある少子化対策を総合的に推進する必要がある。 

 

第１期「総合戦略」では、目標とする人口及び年齢構成の維持に向け、出会いの場の提供による

若者の交流機会の増加や、結婚への意識向上など、結婚の夢をかなえる取組を実施してきました。 

また、子育て支援においては、安心して妊娠・出産・子育てができるよう、妊娠期から高校生に至る

まで、切れ目のない子育て支援環境の整備を進め、教育においては、地域のちからで子どもの人生を

応援する学校づくりや大人も子どもも真庭市に誇りをもてるようになるよう「郷育」に取り組むなど、結

婚・妊娠・出産・育児・就学前家庭教育や学校教育までの各段階・分野で、親は安心して子育てが

でき、子どもはのびのび安心して成長できる「まち」を目指し、各種取組を進め、一定の成果が得られ

ています。 

しかし現状では、15歳から 24歳を中心とした若年層の転出に歯止めがかかっておらず、特に女性

の人口流出が顕著になっています。また、出産年齢女性人口（15歳～49歳）比率は 15％程度

を維持しているものの全体数は減少しており、このことに伴い出生数は減少しています。 

                                         

4「関係人口」：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と継続的に多様な形で関わる

人々のこと。 
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2017年の合計特殊出生率は、1.81 と全国（1.43）、岡山県（1.54）を上回っているものの、

出生数は、2015 年度の 320 人から年々減少し、2019 年度は 224 人となっています。 

今後は、こうした現状を受け止めつつ、特に若い世代の結婚・出産・子育てを取り巻く環境に対す

る経済的負担感や子育てと仕事の両立のしにくさなどの要因を、改めて認識しつつ、一人ひとりの個

性や多様性を尊重し、地域や企業など社会全体として、誰もが結婚、子育て、仕事をしやすい環境

整備が行われるよう、行政だけでなくオール真庭体制で実効性のある少子化対策を総合的に推進す

る事が必要となっています。 

また引き続き、大人も子どもも真庭市に誇りをもてるようになるよう「郷育」に取り組むとともに、学校

と保護者や地域の協働により、子どもたちの豊かな成長を支えていく環境を整備するなど、継続的な

ふるさとに対する愛情と誇りを育てる取組が必要です。 

さらに、人生・生活を豊かにし、充実させるよう、文化芸術の享受の機会の充実や、誰もがスポー

ツ・文化に親しめる環境づくりを継続していくことにより、真庭市に住む皆に居場所があり、それぞれが

自信をもって真庭で暮らす「共生社会」の実現に向けて、取り組む必要があります。 

 

【4.時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る】 

■都市機能、日常生活サービス機能を維持・確保・強化を進めるとともに、豊かな自然、観光資源

など地域の特色ある地域資源を最大限に活かし、暮らしやすくいきいきと生活するため引き続き一

層の施策推進が必要と評価 

■旭川を軸とした回遊性と連続性のある都市づくりの推進に向け、「真庭市都市計画マスタープラン」

の改定を進め、自主防災組織の育成と体制強化、地域住民の生活に不可欠な生活サービスの

維持・確保、公共施設の再配置、公共交通の効率的な運行など目標達成に向けて進捗してい

る。 

 

第１期「総合戦略」では、まちづくりを取り巻く環境が大きく変化する中、人口減少や少子高齢化

社会に対応した効率的な都市構造の実現と持続可能な都市経営が求められている状況を踏まえ、

中心市街地や地域拠点の位置付けの明確化など、旭川を軸とした回遊性と連続性のある都市づく

りの推進に向け、「真庭市都市計画マスタープラン」の改定を進めてきました。 

また、近年多発する自然災害への対応力を強化するため、自治会を対象とした出前講座や研修

会の開催により、各地域の防災の担い手である自主防災組織の育成と体制の強化に取り組み、自

主防災組織の組織率は達成目標の 80％に対して 78.8％と、未達ながら一定の成果が得られてい

ますが、引き続き自主防災組織の育成と併せ活動の質を高めていく必要があります。 

人口減少対策として地域の魅力・活力の向上が求められる中、地域住民の生活に不可欠な生

活サービスの維持・確保を図るため、地域運営組織による支援システムの構築や移送サービス、移動

販売、安否確認などの実施、地域内の新たな経済創出に資する拠点の整備に取り組んできましたが、

さらに地域振興会社の設立、拠点づくり等、暮らしやすくいきいきと生活するための拠点整備の充実

が求められます。 



- 7 - 

 

公共施設に関しては 2017 年に「真庭市公共施設等総合管理計画」を策定し、公共建築物の

延床面積を 40 年間で 40％削減することを目標に定め、公共施設の再配置に取り組み、その結果、

2016年度から2020年度までの5年間で、売却・貸付による公共施設や未利用市有地の有効活

用実績が、目標としていた 33件を達成しています。 

地域公共交通については人口減少や高齢化が進む中で、公共交通の役割を明確にし、効率的

な運行の再編を行った結果、市内公共交通に関するアンケートの市民満足度は、2014 年度の

72％から 2018 年度では 75％に上昇し、一定の成果が得られていますが、さらに公共交通ネットワ

ークの再編、運送業者との連携等、一層の施策推進が必要です。 

今後は、農業・林業・観光の各政策と連携し “Local SDGｓ”「地域循環共生圏」のモデル都市

らしい考え方に立ち、引き続き地域における防災・減災のための施策を推進し、都市機能、日常生

活サービス機能を維持・確保・強化を進めるとともに、豊かな自然、観光資源など地域の特色ある地

域資源を最大限に活かし、魅力的な地域づくりを進める必要があります。また、都市計画事業の推

進と併せて、既存の公共施設・不動産等のストックマネジメントに取り組み、質の高い暮らしのための

まちの機能の充実を図るなど暮らしやすくいきいきと生活するための施策推進が必要となっています。 

 

【5.地域と地域を連携する（広域連携の推進）】 

■岡山市を連携中枢都市とし、真庭市を含む8市5町により連携中枢都市圏を形成し、目標達成

に向けて進捗していると評価 
■今後も、引き続き、「岡山連携中枢都市圏ビジョン」に基づきあらゆる分野における地域間連携を

推進し、経済・生活・交流定住・市民活動・行政の質的向上を図ることを基本方針に、地域の実

情に応じた地域間連携施策を推進する必要がある。 

 

第１期「総合戦略」では、「連携中枢都市圏の形成」を目指し、人口減少・少子高齢化社会の

中で、地域住民が安心して快適な暮らしを営んでいけるよう、岡山市を連携中枢都市とし、真庭市

を含む8市5町により形成され、「連携中枢都市圏形成に係る連携協約」を締結し、活力ある社会

経済の維持を目指してきました。こうした中、2017 年に具体的な取り組み内容等を示す「岡山連携

中枢都市圏ビジョン」が公表されました。 

そこでは、人口減少・少子高齢社会における、地域の活性化、持続可能な経済の確立、そして市

民の安全・安心な暮らしづくりの重要性を踏まえ、岡山市を連携中枢都市とし、真庭市を含む近隣

の市町村とが連携し、コンパクト化とネットワーク化により「経済成長のけん引」、「高次都市機能の集

積・強化」及び「生活関連機能サービスの向上」を図りながら、一定の圏域人口と活力ある社会経済

を維持していくための施策が示されています。 

今後も、引き続き、本ビジョンに基づき岡山市をはじめ 8市 5町と連携し、真庭市においても、これ

を踏まえ、あらゆる分野における地域間連携を推進し、経済・生活・交流定住・市民活動・行政の質

的向上を図ることを基本方針に、地域の実情に応じた地域間連携施策の推進に取り組む必要があ

ります。 
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本論 第２期における地方創生 

第１章 地方創生の目指すべき将来 

（現状） 

地方創生は、それぞれの地域で住みよい環境を確保することにより、合計特殊出生率の低下によ

って引き起こされる人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏をはじめとする都市部への人口の過

度の集中を是正し、将来にわたって「活力ある地域社会」を実現することを目的としています。 

このうち、人口の過度な一極集中は、感染症の爆発的な拡大や首都直下型地震等の大規模な

災害によるリスクを高めることも予測されています。 

また、人口減少は、全国的・構造的な課題となっていますが、特に地方においては、将来的な地域

社会の担い手減少や市内消費の減少による地域経済の縮小など様々な社会的・経済的な課題が

生じるとともに、人口減少により都市機能の維持が困難になり、地域の魅力・活力を低下させ、更な

る人口流出を招く恐れがあり、こうした状況が継続すると、『人口減少が地域経済の縮小を呼び、地

域経済の縮小が更に人口減少を加速させる』という負のスパイラルを産み出す恐れがあります。 

一方で、人口減少は、その歯止めに時間を要し、歯止めをかけたとしても一定の人口減少が進行

していくと見込まれることから、一定の人口減少は避けられないという認識のもと、人口減少に適応し

た地域をつくることが求められています。 

さらに、一人ひとりが「豊かさとは何か」「自らの存在価値は何か」を学び考える中で、一人ひとりの価

値（知識と感受性を涵養し、地域への想いを深め、社会に参加する意思）を高め、この価値を活

動人口化し、人口の総合的価値（価値人口）を維持・向上することで物理的人口減による社会

的影響を克服するといった、人口に対する前向きなアプローチも重要となっています。 

 

（実現したいまちの姿） 

以上のことから、人口減少や、東京圏への一極集中がもたらす危機を国と地方公共団体が共有し

た上で、地方創生の目指すべき将来に向けて、生活・経済圏の維持・確保や、生産性の向上などに

迅速に取り組みつつ、特に、多自然・低密度・分散型の居住空間を持つ中山間地域の価値を最大

限に生かした、人口減少に適応した社会制度の見直しやまちづくりを目指します。 

真庭市のまちづくりの羅針盤である「第 2 次真庭市総合計画」の基本理念は、「人間の安全保障」

を根底に、一人ひとりの暮らしを大切にしながら暮らしの文化と人が暮らす環境を大切に将来に引き

継ぎ、地域資源を生かし地域内で循環し地域外と連携する経済づくりを進め、教育と文化の力、コミ

ュニティと市民の力を大切にしながら、多様性を相互に尊重し、互いに応援しあう「多彩な真庭の豊か

な生活：真庭ライフスタイル」を皆が自ら創り享受できる「循環連携・共生社会」の実現を目指すこと

を目標としています。これは、SDGs（持続可能な開発目標）の理念である「誰一人取り残さない」、

「環境・社会・経済の調和と一体的進歩」と考えを同じくする目標です。 

これを将来にわたって実現するためには、真庭で暮らす選択肢の幅を広げ、「地域の価値」や「地域

に暮らす価値」を総合的に上げていくことが重要であり、それぞれの人生を生きるステージ、「生存・生
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産・生活」の基盤としての「まち」の価値を高める観点から、「人間の安全保障（福祉医療・貧困・防

災）」、「経済産業活動（生産・流通・販売・消費）」、「社会的共通基盤（自然・教育・文化・シ

ビックプライド・都市機能）」等の節度ある成熟が必要です。 

そのためには、行政・市民・企業・団体・地域等が意欲と責任を持ち、それぞれの意思や能力、魅

力を活かした取組を自主的・主体的に行うことが重要であり、真庭に暮らす人々の生活面の充実や、

まちの魅力を育み人が集う地域づくり、地域経済（経世済民）の強化等を通じて、住民一人ひとり

がそれぞれの暮らす地域において、家族や友人、隣人等との交流の中で、将来にわたって豊かさと生

活の充実感を享受できる「活力ある地域社会」を実現していきます。 

 

真庭市まち・ひと・しごと創生総合戦略の位置づけ 

国の長期ビジョンでは、「活力ある日本社会」の維持のために、2040 年までに合計特殊出生率を

人口置換水準と同程度の値である 2.07 に高めていくことを目標として掲げ、この達成が５年遅れる

ごとに国レベルで 300 万人程度の人口減少に繋がると推計し、危機意識を明確にしています。 

第２次真庭市総合計画においても、今後 10年間に大きな人口構成の変化が生じると予測して

おり、この期間が真庭市にとって最も重要な時期であることは国の分析と同様であり、このような検証

結果からも、人口減少に対して的確な政策を官民挙げて取り組み、未来を切り開いていくことが、真

庭市のみならず日本全体にとって喫緊の課題です。 

真庭市においては、既に「第 2次真庭市総合計画」に基づき、各分野の政策を鋭意進めていると

ころですが、今般、真庭市経営に係るすべての政策の中から、「総合計画」に示した市の将来像達成

のための「基本目標」、「基本構想」に合致し、さらに「国の地方創生の基本的理念、総合戦略等」

を参酌しながら、特に人口減少抑制と地域活性化に直接的に中・短期的に効果が見込まれる分野

に絞り、５年間に実施すべき具体的な政策・施策・事務事業を「総合戦略」として明確にすることとし

ました。 

 

【真庭市政策体系】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 期真庭市まち・ひと・しごと創生総合戦略：計画期間：R3～R7 

対象事業：真庭市の全政策から国の総合戦略に示された以下の４分野の内、特に

今後５年間で集中的に実施すべき政策を抽出 

①稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする 

②地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる 

③結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

④ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる 

真庭市主要計画等政策体系（長期的、計画的、継続的な施策の総体、実施計画） 

【最上位計画】第２次真庭市総合計画：計画期間：H27～R6 
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【第 2次真庭市総合計画】 

１．「基本目標」～25年後のまちの姿～ 

（１）「真庭ライフスタイル」・・・多彩な真庭の豊かな生活の進化と継承 

（２）「ひと」・・・私たちが創り未来につなげる 

（３）「まち」・・・多彩性と循環性のあるまち 

（４）「市役所」・・・市民と新しい価値をつくる 

 

２．「基本構想」～10年間で達成しておきたいこと～ 

（１）「ひと」の生活と「まち」の活性化のための「回る経済」 

真庭ライフスタイルを実現するためには、安定した経済的生活基盤が不可欠です。そのためには、

産業の育成による就業環境の多様化と質の向上の必要があります。地域の「ひと」と資源の循環、

さらに市外との連携による「回る経済」の確立を進めます。 

①ひと・もの・かねの循環と連携（回る経済） 

・オール真庭体制で「ひと」の暮らしを豊かにするための「回る経済」を確立 

・女性、熟年者、障がい者、若者の社会参加、地域づくり、社会貢献活動の経済価値化 

②経済産業活性化のビジョン（経済分野への行政関与の方針） 

・起業マインドを助長、支援する政策（自らによる仕事の創出と起業の支援） 

・真庭市由来の資源、技術を生かした産業を興し、生業化の支援 

 

（２）「ひと」を呼び込む多彩な「地域づくり」 

多彩な「まち」になるには、地域資源（もの、ひと、歴史、文化など）の再発見や創出が必要で

す。個性ある地域をつくり、多彩で豊かな「まち」で、それぞれの市民が、自分にあった生活を実現し、

さらに豊かな生活を実現するために、自然、文化、歴史などの財産を維持保全・伝承し、真庭が誇

る美しい里山を舞台に、市内外の「ひと」が交流し、定住へとつなげていきます。 

①より良い暮らし方、資源の使い方、新たな発見を期待（交流・情報発信） 

・縦軸（地域コミュニティ）と横軸（市民活動）の主体的取組による地域の魅力向上とポテン 

シャルの最大活用 

・地域資源の「掘り起こし（発掘・創出）」、「磨き」、「連携（組合せ）」による地域の活性化 

・真庭ライフスタイルの発信（シティプロモーション） 

②「今の市民」も「これからの市民」もどちらも大事（定住） 

・互いに「価値」と「強み」を持ち、「選び、選ばれる」、「互いに認め合い、高め合う」対等な関係 

・地域に「たくさんの選択肢」があり、「多彩」で「多様」な「まち」 

・地域住民の思いと移住・定住者をつなぐ受け入れ環境の整備 

 

（３）多彩で豊かな暮らしを保障する「子育て・教育・文化芸術と社会福祉」 
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教育・文化芸術と社会福祉は、人生と生活の安全を保障するもので、社会の責任であり「ひと」

にとっては重要な権利です。どちらが欠けてもライフスタイルを実現することはできず、この二つがそろっ

てはじめて、ライフスタイルの実現の可能性が広がります。 

①一人ひとりの可能性を拡げる（子育て・教育） 

◆誰もが安心して子どもを生み育てることができる環境と支援できる「まち」を市民とつくる 

・結婚・妊娠・出産・育児・就学前家庭教育や学校教育までの各段階・分野で、親は安心し 

て子育てができ、子どもはのびのび安心して成長できる「まち」になる 

◆それぞれの個性と能力を十分に伸ばすことのできる環境づくり 

・「学ぶ楽しさ」「知るよろこび」「実践する面白さ」の実感 

・学びと教育を通じて、子どもや若者が心豊かに成長し、誰もが生涯にわたり学ぶことができる 

・学んだ成果を適正に生かすことができ、一人ひとりが輝くことのできる社会の実現 

②生活の中で文化を楽しむ（文化芸術・スポーツ） 

・文化やスポーツは、楽しみながら健康維持、地域や仲間の連帯感醸成、生きがいの源 

③安心な生活を地域で支え合う（健康・福祉） 

・障がいの有無や能力に関係なく生きがいと存在感を持てる仕組みづくり 

・「夢」や「希望」をもつことを応援する、周囲が見放さない、地域で孤立させない支えあう仕組み 

 

（４）安心安全で生活しやすく豊かな「まちづくり」 

中山間地域の「集落」は本来、地形に応じて、分散型居住をすると共に多様な地域資源を生

活の糧としてきました。こうした多業分散的な「集落」の暮らしの豊かさを改めて確認し、「集落」での

多彩で豊かな暮らし（真庭ライフスタイル）を支える観点から「地域拠点」や「中心市街地」を含む

これからのまちのかたちを考えていきます。さらに、都市機能の一部を地域住民や団体が意欲を持っ

て担い、利用者の利便性が向上すると共に、担い手も一定の利益や満足感を得られる仕組みづく

りを市民の皆さんと一緒に考えていきます。 

①誰もが生活しやすい都市づくり（都市基盤・機能向上） 

◆中心市街地とネットワーク型都市を形成する 

・持続可能で生活しやすい機能が、安全安心で質の高い暮らしができる「まち」を支える 

・生活に密着した地域拠点、豊かな生活に必要なものがある中心市街地の形成 

・市内各所と中心市街地、地域拠点をつなぐ交通ネットワークを構築 

◆人が暮らす風景と快適な住環境をつくる 

・豊かな自然環境と調和した景観の中で、市民一人ひとりが、それぞれのライフスタイルを実現 

・地域の特性を生かし資源循環型のまちづくりを推進 

②豊かな暮らしを支える仕組みづくり（制度・人的仕組） 

◆生活の安全安心を高める 

・生活の安全安心を高めるためには、防災、防犯、環境に対する体制充実と意識向上が必要 

◆市民と一緒にまちをつくる 
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・多彩な「まち」を一層輝かせるのは日々の暮らしを生きる全ての「ひと」 

・あらゆる分野で、さまざまな形で、「ひと」と「ひと」がつながり、さらに、「まち」を維持するための義 

務と責任を自覚し果たしていくことで、「真庭ライフスタイル」はより多彩で豊かになる 

 

第２章 政策の企画・実行に当たっての視点 

（１）まち・ひと・しごとの創生に向けた政策５原則 

１.自立性：地方公共団体・民間事業者・個人等の自立につながるような施策に取り組みます。 

２.将来性：施策が一過性の対症療法にとどまらず、将来に向かって、構造的な問題に積極的に取り

組みます。 

３.地域性：地域の強みや魅力を活かし、その地域の実態に合った施策を、自主的かつ主体的に取り

組みます。 

４.総合性：施策の効果をより高めるため、多様な主体との連携や、他の地域、施策との連携を進め

るなど、総合的な施策に取り組む。その上で、限られた財源や時間の中で最大限の成果を

上げるため、直接的に支援する施策に取り組みます。 

５.結果重視：施策の結果を重視するため、明確な CAPD サイクル5の下に、客観的データに基づく現

状分析や将来予測等により短期・中期の具体的な数値目標を設定した上で施策に取り

組みます。その後、政策効果を客観的な指標により評価し、必要な改善を行います。 

 

（２）取組体制と CAPDの整備 

１.総合戦略の推進体制 

市役所の総力を挙げた取組とするために、「総合戦略」を「総合計画」の実施計画と位置付け、全

部署の参画による「総合計画推進本部」により策定し、施策の推進を図ります。また、政策分野ごと

に部長レベル、課長レベル、担当者レベルの施策形成組織（部会）を設置し、さらに市民をはじめ

「産官学金労言士6」等で構成する「総合計画審議会」に諮り策定します。 

また、経済圏における取組なども視野に入れ、行政区域を越えた広域的な連携を考慮するととも

に、地域経済の活性化に向け、地域金融機関等への積極的な関与を求めていきます。 

２. CAPD サイクルの確立 

総合戦略を中長期的な視野で実施し改善を図っていくため、地域の課題や実情に応じた市民の

納得性のある KPI を設定するとともに、外部有識者の知見や住民の意見を活用しながら、データに

                                         

5 「CAPD サイクル」：施策及び事務事業について、有効性、効率性、影響力等総合的な観点から評価し（C=Check:評価）、見

直し改善を図り（A=Act:改善）、成果指標等を用いて毎年度目標を定め（P=Plan:計画）事業を実施する（D=Do:実行）こ

とにより、行政運営全般の改善につなげる仕組み。従来、計画－実行というプロセスで１つの施策・事業が完結する傾向があり、評価

の仕組みが充分でなかったため、真庭市では、まず現状分析(評価)とその改善から始める「CAPD サイクル」で行政経営を行います。 

6 「産官学金労言士」：産業界・関係行政機関・教育機関・金融機関・労働団体・メディア・士業等の多様な主体の参画を得るなど、

各々の地域の特性に応じた検討プロセスを経て策定を進めることが重要とされています。 
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よる政策効果検証を行い、効果的かつ効率的に、政策を改善する「CAPD サイクル」による行政評

価を厳格に実施することが重要です。 

施策の効果を評価するに当たっては、客観的指標(KPI)の目標値の進捗状況の確認のみならず、

施策の目的・考え方とも照らした定性的な評価を含め、検証すべき場合もあります。客観的指標

(KPI)の設定に当たっては、地域の課題や実情に応じた設定を行い、成果を検証するための外部評

価、内部評価により、毎年度見直しを行いながら施策の確実な実施を目指します。 

３.政策間連携（政策体系の整理・連携） 

地方創生の取組を一層効率的・効果的にするためには、地方創生の政策間連携は重要であるが、

これにとどまらず、他の政策分野との連携を図ります。 

社会経済現象は有機的に絡み合っており、地方創生は息の長い取組が必要であることから、まち・

ひと・しごとの好循環を実現し、地域の自立につなげていくためには、対症療法的な施策ではなく、産

業振興政策、移住・定住政策、子育て期女性の再就職促進政策等を有機的に連携して取り組む

など、各分野の施策を有機的に連携させ、地域が抱える構造的な問題に対処することが重要です。 

このため、関係施策の目標や内容、条件等を関係部局間で見直しを行い、一元的に事業の推進

を図るための政策体系の整理を行います。 

 

第３章 第２期における施策の方向性 

（施策形成の基本的考え方） 

真庭市においては、「人口ビジョン」の検証結果に示したとおり、総人口（減少数や減少率等）は

概ね想定の範囲内で推移していますが、若年層、特に女性の転出超過と出生数の急激な減少によ

り、人口における年齢構成や男女比のアンバランスが予想を超えて進展しています。 

第 2期総合戦略では、構造的に避けられない人口減少のスピードを極力緩和し、バランスの取れ

た年齢構成実現に向けた施策を積極的に展開しつつ、人口減少を一人ひとりの存在感や価値、重

みが増すといった文脈で捉え直し、人口減少に起因する課題の多くは克服可能といった前向きなビジ

ョンに沿った施策形成を進めます。 

具体的には、若年女性人口と出生数の増加、健康長寿の推進を最重点目標と位置付け、さらに、

生活の基盤となる地域経済の進化、地域の魅力と持続可能性を高めるために不可欠なコミュニティ

（自立しながらも、排他的でない普遍性を持った共生型コミュニティ）の充実強化、皆に居場所があ

りそれぞれが自信をもって真庭市で暮らす「共生社会」の実現、真庭に共感する「関係人口」の創出・

拡大などを重点施策として進めるとともに、SDGs（持続可能な開発目標）、地域循環共生圏、

Society5.07といった、地球的・世界的視点や未来技術の活用などの分野横断的な観点を追加し、

                                         

7 「Society 5.0」：狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、内閣府「第５期科学技術基本計画」において、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間

（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）と定義

されます。 
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取組を推進します。 

(１)基本目標の見直し 

（「ひとが集う、魅力を育む」観点の追加） 
地方では人手不足の状況にある一方で、多くの若者が就職の機会を捉えて都市に集まっている状

況を踏まえると、単に雇用を創出することにとどまらず、稼げる地域をつくり、地域における所得の向上

ややりがいの面で魅力的なしごとの場を地方に創出する必要があります。加えて、その地域に訪れ、住

み続けたいと思えるような地域をつくるためには、豊かな自然・文化の中で暮らしたい、人々とのつなが

りに恵まれた地域で暮らしたいといった、人々の様々な希望をかなえる「まち」の魅力をつくることが重要

です。 

このため、他の地域との連携の視点を持ちながら、質の高い暮らしのためのまちの機能の充実に取り

組みます。その際、地域の空き家や廃校などの地域資源を最大限に活用し、新たな価値の創造を目

指します。 

 

（「人とのつながりを築く」観点の追加） 

地域に住む人々だけでなく、地域に必ずしも居住していない地域外の人々に対しても、地域の担

い手としての活躍を促し、地方創生の当事者の最大化を図ることが、地域の活力を維持・発展させる

ために必要不可欠となっています。 

このため、地域外から地域の祭りに毎年参加し運営にも携わる、副業・兼業で週末に地域の企

業・NPOで働くなど、その地域や地域の人々に多様な形で関わる人々、すなわち「関係人口」を地域

の力にしていくことを目指します。 

また、関係人口は、その地域の担い手として活躍することにとどまらず、地域住民との交流がイノベー

ションや新たな価値を生み、内発的発展につながるほか、将来的な移住者の増加にもつながることが

期待され、さらに、受入側のみならず、地域に関わる人々にとっても、自己実現の機会をもたらし、双

方にとって重要な意義があることから、地域に目を向け、地域とつながる人や企業を増大させることを

目指します。 

 

(２)横断的な目標の追加 

(多様な人材の活躍を推進する) 

地方創生の取組が点から面に広がり、真に継続・発展していくためには、地域内外にかかわらず、

地域に関わる一人ひとりが地域の担い手として自ら積極的に参画し、地域資源を活用しながら、地

域の実情に応じた内発的な発展につなげていくことが必要です。 

このため、多様な人材が活躍できる環境づくりを積極的に進めるとともに、活気あふれる地域をつく

るため、若者、熟年者、女性、障がい者、外国人など、誰もが居場所と役割を持ち活躍できる地域

社会を目指します。 
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(新しい時代の流れを力にする) 

Society 5.0 の実現に向けた未来技術は、自動化により人手不足を解消することができるととも

に、地理的・時間的制約を克服することが可能であり、熟年者も含め、利便性の高い生活を実現し、

地域コミュニティの活力を高めることができることから、未来技術は、まち・ひと・しごとのあらゆる分野にお

いて、住民の生活の利便性と満足度を高める上で有効であり、地域の魅力を一層向上させることが

できます。 

また、SDGs（持続可能な開発目標）は、全ての関係者の役割を重視し、「誰一人取り残さない」

持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現を目指して、経済・社会・環境を巡る広範な課題解

決に統合的に取り組むものであり、持続可能なまちづくりや地域活性化に向けて取組を推進するに当

たっても、SDGs（持続可能な開発目標）の理念に沿って進めることにより、政策全体の全体最適

化が期待でき、地方創生の取組の一層の充実・深化につなげることができます。 

特に、SDGs 未来都市である真庭市においては、日本の中山間地域のモデルとして、様々な取組

に経済、社会及び環境の統合的向上などの要素を最大限反映して取組を推進します。 

 

(３)多様なアプローチの推進 

第１期「総合戦略」において、地方創生に取り組むに当たっては、地方の「しごと」が「ひと」を呼び、

「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環を確立し、その好循環を「まち」で支えるという、「しごと」を起点とし

た基本戦略を推進してきました。 

しかし、例えば、「ひと」と地域の交流を深める中で「しごと」を起こしていく「ひと」を起点としたアプロー

チや、地域の文化・自然といった資源を活かして「まち」の魅力を高め、「ひと」を呼び込むという「まち」

を起点としたアプローチなど、多様なアプローチも考えられます。 

このことから、今後は、従来の「しごと」起点のアプローチに加え、地域の特性に応じて、「ひと」起点、

「まち」起点という多様なアプローチを柔軟に行い、まち・ひと・しごとの好循環をつくり出していきます。 

 

基本目標１「稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする」 

１）重要業績評価指標 

■市内就業率：56％程度を維持 

■市内新規雇用者数：5年で 300 人 

■市内新規雇用者数の内の女性の割合：35%以上 

 

２）講ずべき施策に関する基本的方向 

①日本全体として人口減少が進行し、真庭市においても労働人口の減少、消費市場の縮小が懸

念される中、ひとが訪れ、住み続けたいと思えるような地域を実現するためには、地域産業の魅力

を高め、働くことに誇りと幸せを感じることのできるしごとと雇用機会を創出し、誰もが安心して働ける
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ようにすることが重要である 

②地域社会に活力ある経済と環境保全意識が共存する「経済」「環境」「社会」のバランスのとれた

施策を実施することで、「自分たちの暮らしが SDGｓにつながっている」という意識を市民が共有で

きることも重要である。これが“Local SDGｓ”であり、「地域循環共生圏」のモデル都市らしい考え

方である 

③「地域の総生産額(付加価値)の増大があって、初めて雇用が拡大する」というマクロ経済の原則に

立ち、施策が各産業分野に最大の効用を発揮し、関係者が共存共栄できる仕組みの構築も目

指す 

④様々な人々が地方で安心して働けるようにするためには、多様化する価値観やライフスタイル・ワー

クスタイルも踏まえ、誰もがその力を発揮できる就業環境や自分の居場所を見出せる環境づくりを

通じて、しごとの場であり生活の場である地域全体の魅力を高めることが必要であり、特に、女性の

転出超過数が増加傾向にあることを踏まえ、女性にとって魅力的なしごとの場をつくることも重要で

ある 

 

３）重点的な施策（アクションプラン参照） 

①地域資源・産業を活かした地域の競争力強化 

②働きやすい魅力的な就業環境と担い手の確保 

③Local SDGs の実行による地域振興 

 

基本目標２「ひととのつながりを築き、真庭への新しいひとの流れをつくる」 

１）重要業績評価指標 

■転入者数：５年間で 150 人増加 

■転出者数：５年間で 75人減少 

■関係人口：５年間で 300 人増加 

 

２）講ずべき施策に関する基本的方向 

①自らの地域に誇りを持ち、地域資源を活用した魅力向上や持続可能性を高める営みに、世代を

超えて自発的に関わり、外部に向けて自信をもって発信する 

②「地方にこそ、チャンスがある」といった都市とは違う魅力や可能性を求める若者たちを受け入れると

ともに、真庭に共感し、応援したいといった市外の真庭ファンである関係人口を作る 

③自らの意思による参加と行動、「務め」を担う意思を持つ「ひと」と地域の多様な人材や、外からの

新しい価値観を持つ人材を増やすことで地域の持続可能性を高め魅力的な定住の舞台をつくる 

 

３）重点的な施策（アクションプラン参照） 
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①誇りある真庭暮らしを発信しよう（発信：真庭を知ってもらおう） 

②輝く真庭へおいでんさい（交流：真庭とつながろう） 

③美しい定住の舞台をつくろう（定住：真庭に根をおろそう） 

 

基本目標３「結婚・出産・子育ての希望と教育・社会福祉を地域で支える

仕組みをつくる」 

１）重要業績評価指標 

■年間出生数：5年後に 250 人から 300 人程度を維持 

■出産年齢女性人口割合：15%程度を維持 

■地域や社会をよくするために何をすべきか考えることがある児童・生徒の割合 

：小学生 65％以上、中学生 50％以上 

 

２）講ずべき施策に関する基本的方向 

①人と人との出会いの場づくりを通じて、結婚の希望がかなえられるよう支援する 

②妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援を通じて、誰もが安心して妊娠・出産・子育てができる環

境の整備を図る 

③地域資源を生かし、世代を超えて子どもと大人が共に学ぶ「共育」を通じて、郷土愛の醸成と豊か

な感性や創造性を育む 

④健康増進の取組や社会参加の場づくりを通じて、誰もが安心して暮らすことができ、活躍することが

できる地域社会の実現を目指す 

 

３）重点的な施策（アクションプラン参照） 

①結婚の夢をかなえる（出会い・結婚） 

②妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援 

③仕事と子育ての両立 

④子どもと大人の共育 

⑤安心して暮らすことができるまちづくり（健康長寿・共生社会） 

 

基本目標４「ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる」 

１）重要業績評価指標 

■集落(自治会)数：849 自治会を維持 

■新築家屋件数：5年間で 625 件 
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２)講ずべき施策に関する基本的方向 

①地域資源を活用し、魅力的な真庭の玄関口の整備や、既存の公共施設・不動産等を活用した

質の高い暮らしのための都市機能の充実を通じて、個性あふれる地域の形成を図る 

②「集落」や「地域拠点」と「中心市街地」を交通ネットワークで効率的または機能的に結び、持続可

能なネットワーク型都市の形成を図る 

③自主防災組織の育成強化による地域防災力の向上を通じて、災害に強く、持続可能で、安心し

て暮らすことができるまちの形成を図る 

 

３）重点的な施策（アクションプラン参照） 

①地域資源を活かした個性あふれる地域の形成 

②公共交通を活用したまちづくり 

③安心して暮らすことができるまちづくり（地域防災） 
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作成 真庭市総合計画推進本部 

 

 

 

 

 

 



第２期真庭市まち・ひと・しごと創生総合戦略
アクションプラン（「重点的な施策」の概要）

（案）

　　地方創生に向けて、真庭市総合計画で示す真庭市の将来像の達成のための5カ年（令和３年度
～令和７年度）の具体的な実施計画として、市の実情に応じた主体的な施策を企画し、各施策を総
合的・有機的な「政策パッケージ」として実施する。

令和２年　　月　　日　改訂



１　稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする
　　　①地域資源・産業を活かした地域の競争力強化
　　　②働きやすい魅力的な就業環境と担い手の確保
　　　③Local SDGsの実行による地域振興
２　ひととのつながりを築き、真庭への新しいひとの流れをつくる
　　　①誇りある真庭暮らしを発信しよう（発信：真庭を知ってもらおう）
　　　②輝く真庭へおいでんさい（交流：真庭とつながろう）
　　　③美しい定住の舞台をつくろう（定住：真庭に根をおろそう）
３　結婚・出産・子育ての希望と教育・社会福祉を地域で支える仕組みをつくる
　　　①結婚の夢をかなえる（出会い・結婚）
　　　②妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援
　　　③仕事と子育ての両立
　　　④子どもと大人の共育
　　　⑤安心して暮らすことができるまちづくり（健康長寿・共生社会）
4　ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる
　　　①地域資源を活かした個性あふれる地域の形成
　　　②公共交通を活用したまちづくり
　　　③安心して暮らすことができるまちづくり（地域防災）

第１期から継続



重点的な施策（中事業レベル） 重要業績評価指標（KPI) 施策達成のための事務事業（小事業レベル）【事業実施年度】 各事業の達成目標 横断的な目標

里山真庭の森林づくり推進事業　【R3～R7】
(森林経営の効率化の実践、持続可能な森林と林業を担うひと(組
織)づくり、手入れの行き届いていない山林への対応）

・市内素材生産量20％増
加
：0.44㎥/年増加
11万㎥(R1)→13.2㎥
(R6)

林業分野での未来技術の活用

森林循環及び低コスト施業促進整備事業　【R3～R7】
(森林資源の循環利用と主伐から再造林の一貫施業による低コスト
化を推進)

・広葉樹のチップ燃料化：
6,000t/年

新築木造住宅助成事業　【R3～R7】
(市内製材所製材品の需要拡大)

・新築木造住宅建築補助件
数：40件/年

木材活用リノベーション事業　【R3～R7】
(市内製材所製材品の需要拡大)

・建物リノベーション補助件
数：40件/年

CLT利用促進支援事業　【R3～R7】
(建築物のCLT導入や設計の支援、CLT木製品の導入支援、CLT施
工者育成支援)

・CLT利用促進支援事業補
助件数：4件/年

木材産業クラスター推進事業　【R3～R7】
(製材品のブランド価値向上、”新たな木材の用途”検討体制の構
築、都市部の工務店やデザイナー等との連携による、真庭の木材産
業PR)

・都市部の工務店や美術館
等との連携企画：1件/年
・新たな木材製品の開発：2
件

林業・木材・木造建築教育・研究ゾーン構想
の推進
◎地域の基幹産業(林業・木材加工)及び
市内官民の木材・木造建築に関する知見・
技術を活用した教育・研究施設の集積

・教育・研究施設の誘致：1
件

林業・木材・木造建築教育・研究ゾーン構想推進事業　【R3～R7】
(木質建築・森林利活用教育研究拠点の誘致)

・検討委員会開催数：1回/
年

官民連携、地方創生SDGsの実現

１．稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする
重点的な施策及び重要業績評価指標（ＫＰＩ）

①地域資源・産業を活かした地域の競争力強化

里山真庭の持続可能な森林経営
◎施業地集約化による仕事場と雇用の創出
◎広葉樹チップ燃料の低コスト化
◎高い生産性と安全性の林業を推進

・素材生産量（原木量）：
20％増(11万㎥(Ｒ1)→
13.2万㎥(R6))
・林業関係新規雇用者数：
25名

木材の需要拡大と価値向上
◎真庭産材の市外向け販路拡大
◎CLTの利用促進とPR
◎都市部の工務店やデザイナー等と連携した
木材産業の価値向上

・真庭木材事業協同組合加
入事業者出荷量：10％増
(12万㎥(R1)→13.2万㎥
(R6))
・真庭木材事業協同組合加
入事業者新規雇用者数：
75名

1



重点的な施策（中事業レベル） 重要業績評価指標（KPI) 施策達成のための事務事業（小事業レベル）【事業実施年度】 各事業の達成目標 横断的な目標

スマート農業技術導入による持続可能な農業推進事業　【R3～R7】
(スマート農業機械及び農業用ドローン又はリモコン草刈機導入時の
支援)

・スマート農業機械を導入し
た農地所有適格法人数：1
件/年
・スマート農業機械を導入し
た認定農業者または認定新
規就農者数：2名/年

農業分野での未来技術の活用

スマート農業技術の開発・実証プロジェクト　【R3～R7】
(中山間地域に適合するスマート農業技術の検証・実証、スマート農
機具を適切かつ効果的に活用した持続可能な農業の周知)

・スマート農業に関連した研
修会への参加者：延べ120
名/年

農業分野での未来技術の活用

産業プラットホーム構築事業　【R3∼R7】
(モノのマッチング(サポートセンターの名物開発支援、販路開拓支
援)、市内企業情報データベース作成及び情報発信)

・新商品開発：3件/年 サービス産業分野等での未来技術の活
用

コミュニティービジネス・ソーシャルビジネス支援事業　【R3∼R7】
(わくわく地方生活実現政策パッケージ等による人材確保、起業支援
補助事業)

・起業数：1件/年 サービス産業分野等での未来技術の活
用

①地域資源・産業を活かした地域の競争力強化

農作業の生産性向上に向けたスマート農業
の推進
◎中山間地域に適したスマート農業技術の
普及
◎新技術の導入に伴う新たな仕事の創造
◎持続可能な農業の実現

・スマート農業取組法人数：
1法人/年
・スマート農業取組農業者
数：2名/年

地域のモノとヒトをつなぐ「しごと」づくり
◎真庭地域産業振興センター事業

・地域課題解決型起業者：
1名/年(5年で5名の起業
者)

2



重点的な施策（中事業レベル） 重要業績評価指標（KPI) 施策達成のための事務事業（小事業レベル）【事業実施年度】 各事業の達成目標 横断的な目標
多文化共生コーディネーター育成事業　【R3～R7】
（従業員等が多文化共生社会について理解を深めるように、事業所
に対して、知識獲得や啓発活動、環境整備を支援する）

・就労支援研修受講者：1
名/年

地域共生社会の実現、多文化共生の
推進

企業内保育所推進事業　【R3～R7】
（既存の企業内保育所を経営している企業に対して、近隣企業等か
らの受入れ拡大を推進するため支援する）

・企業内保育所への参画事
業所数：1社増/年

中小企業等による地域・社会課題の解
決

キャリア教育事業　【R3～R7】
（次世代の産業人材を確保するため、成長の段階に併せた就業意
識や意欲を創出するための環境整備を支援する）

・企業見学バスツアー参加企
業数：5社/年

起農プロジェクト事業　【R3～R7】
(真庭起農スクールの開設)

・新規就農者数：10名/年

女性農業者支援事業　【R3～R7】
(女性農業者研修、女性農業者の活躍のためのネットワーク構築支
援)

・新規女性就農者数：2名/
年

女性の新規就業及び社会参加の促進
等

帰農＆来農応援事業　【R3～R7】
(跡継ぎ又は継業準備費用支援)

・新規跡継ぎ(継業)帰(来)
農者数：3名/年

真庭いきいき帰農塾　【R3～R7】
(「野菜・トマト・ぶどう・花き等」の作物別コース、女性農業者対象コー
ス、帰農塾マッチング相談会)

・卒塾生の新規就農者数：
5名/年

女性の新規就業及び社会参加の促進
等

農業に携わる雇用の場の創出
◎農作業支援等で活躍できる地域の人材を
育成
◎高齢化や担い手の不足により労働力が不
足している農業分野と地域の人材とのマッチン
グ
◎農業分野の人手不足解消及び地域の新
たな雇用の場の創出

・農作業支援マッチング成立
件数：25件(5件/年)

まにわ農業応援隊推進事業　【R3～R7】
(農作業支援を求める農業者と農業分野で働きたい人とのマッチング、
専門的な農作業支援を担える人材“応援隊”の育成)

・応援隊等支援者新規登録
者数：15名/年

官民連携による女性・高齢者等の新規
就業の促進等、地方就労・自立支援
事業などを通じた活躍推進型就労の展
開

②働きやすい魅力的な就業環境と担い手の確保

だれもが安心して働く場の創造
◎女性のしごと環境の充実
◎共生社会に対応した雇用環境作り

・障がい者雇用数：2名増/
年(5年で10名増)

農業の基盤強化
◎農業の基盤強化による農業従事者の確保

・農業生産法人または法人の
参入数：5件(1件/年)
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重点的な施策（中事業レベル） 重要業績評価指標（KPI) 施策達成のための事務事業（小事業レベル）【事業実施年度】 各事業の達成目標 横断的な目標

観光による豊かな地域づくり
◎「住んでよし・訪れてよし」の観光地域づくり

・年間観光消費額の増額：
1％増/年(5年で5％増加)

観光客誘致推進事業　【R3～R7】
(真庭市観光戦略に基づいた施策の推進、「真庭版DMO(真庭観光
局)」を中心とした各種事業の展開、ビジターセンター(CLT建築)を活
用した情報発信)

・体験コンテンツ実施団体：
新規増設1件/年
・住民が参画するプログラムの
形成：1件/年

広葉樹の活用や、地域マイクログリッド構築による自然エネルギー
100％のまちづくりの推進　【R3～R7】
(地域資源の有効活用による「地域循環共生圏・回る経済」の実施)

・木質バイオマスによるCO2削
減量：10万t/年

木質バイオマス利用開発推進事業　【R3～R7】
(バイオマスストーブ、ボイラの導入支援)

・バイオマスストーブ及びボイラ
の導入数：11基/年

バイオマス利活用推進事業　【R3～R7】
(林業及びバイオマスの先進地である真庭市のPR、学生を中心に対
象とした普及啓発活動)

・普及啓発参加人数：300
名/年

地方創生SDGsの普及促進活動の展
開、地方創生を学ぶ機会の創出

生ごみ資源化による地域産業の創出
◎廃棄物の資源化・循環化による地域産業
の創出

・生ごみ等資源化事業の起
業：1件
・新規雇用者数：8名

生ごみ資源化地域産業事業　【R3～R6】
(生ごみ等の資源化事業の実施、地元農家での利活用)

・生ごみ等資源化施設の運
転管理スキーム構築：1件
・生ごみ収集スキーム構築：
1件
・バイオ液肥運搬・散布スキー
ム構築：1件

③Local SDGsの実行による地域振興

分散型エネルギーの推進
◎地域資源の有効活用による「地域循環共
生圏・回る経済」の実践
◎木質バイオマスエネルギー利活用推進

・真庭市エネルギー自給率：
80％(R6)
(R1→62.3％)
・木質によるエネルギー自給
率：50％(R6)
(R1→28.5％)
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